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要     約 

1. 国の概要 

パキスタン・イスラム共和国（以下「パ国」）はインドの西隣り、アジアと中近東の結節点

に位置し、日本の約 2.1 倍（796,100km2）の国土に世界第 5 位となる約 2.27 億人1の人口を要す

る大国である。国土の中央～東部をインダス川が南北に流れ、その流域に形成されたインダス

平原に人口の約 8 割が集中する。北部は 8,000m を超える山々が連なる山岳地帯となり、中国

へ連なる。アフガニスタン・イランと国境を接する西部はバロチスタン高原と呼ばれる山がち

で乾燥した地域となる。 

プロジェクトの対象地域であるシンド州はパ国南東部、インダス川下流域の広大な平原地帯

を占め、全国最大の商都 Karachiを中心に全国第 2位の人口（約 4,700万人）を擁している。西

はキルタール山脈を介してバロチスタン州、北はインダス川に沿ってパンジャブ州に接し、東

はタール砂漠を挟んでインドに対する。南はアラビア海に開け、その西端に Karachi が位置す

る。内陸部の大部分は年間平均降雨量が 200mm に満たない乾燥地域であるため、大規模な灌

漑農業が発達している。 

パ国の GDPは名目で 3,765億 USD2、人口一人当たり GNIは 1,580USD3で DAC区分による低

位中所得国に位置付けられる。その市場規模と地政学的位置から将来の経済発展への大きな潜

在力を持つとされるが、不安定な治安・政治状況や大規模自然災害の頻発、恒常的な財政・貿

易赤字等の影響で、経済成長は不十分なレベルに留まっている。 

パ国の産業構造は GDP 比で見ると農業 22.30%、鉱工業 19.80%、サービス業 51.50%4と経済

のサービス化が進んでいるが、依然として綿花やコメを中心にした農業が就労人口の 37.4%5を

抱える基幹産業である。特に輸出の 6 割を占める繊維製品の原料となる綿花の生産はパ国経済

に大きな影響力を有している。 

2. 要請プロジェクトの背景、経緯及び概要 

パ国は、特に若年層人口の厚さから、今後人口ボーナスを享受し大きな経済成長を遂げる可

能性を秘めているが、5～16 歳の総人口 5,153 万人に対し同年代の不就学児童（OOSC）数は約

2,280万人で、世界で 2番目に多いとされる。本事業の対象地であるシンド州は、全 4州のうち

2 番目に多い人口約 4,700 万人を抱え、パ国最大の商業・工業都市である Karachi を擁する、当

国の経済成長を牽引する重要な州である。一方で、同州はパ国の 4 州の中でも総就学率が低く、

OOSCが割合・絶対数共に多かった。特に、1～5年生の初等教育の修了率は 49%と全国平均よ

り低く、さらに男女差が極めて大きかった（男子 57%、女子 39%）6。また、農村部の貧しい

 
1 世界銀行、2022年 
2 世界銀行、2022年 
3 世界銀行、2022年 
4 世界銀行、2022年 
5 連邦統計局、2020年 
6 PSLM 2019-20 
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家庭の女子の就学率が低いなど、社会経済状況による格差が大きいことも特徴であった。初等

教育に続く前期中等教育（6～8 年生）純就学率も 32%（男子 35%、女子 29%）7と低く、基礎

教育のアクセス面の課題に取り組む必要性は極めて大きい。 

かかる課題への対応として、JICA はこれまでに無償資金協力「シンド州南部農村部女子前

期中等教育強化計画」（2013 年度閣議）及び「シンド州北部農村部女子前期中等教育強化計画」

（2015 年度閣議）（以下「前案件」）を通じ、シンド州南部 6 県・北部 6 県において計 54 校を

対象に、老朽化した一部小学校校舎の改築と前期中等学校教室を一体で整備し、女子基礎学校

（初等教育及び前期中等教育の 1～8 年生を対象とした学校）へのアップグレードを行った。

また、「シンド州農村部における女子前期中等教育拡充計画」（2022 年度閣議）（以下「実施中

案件」）を通じ、シンド州北部 4 県及び Karachi 地区内の県の 20 校を対象に、老朽化した一部

小学校校舎の改築と女子学生向けの前期中等学校教室を整備し、女子基礎学校へのアップグレ

ードを実施している。 

しかしながら、2022年 6月以降の記録的な豪雨による大洪水はパ国全土に甚大な人的・物的

被害をもたらした。パ国政府は、同年 8 月から洪水被害に対する国際社会の支援を呼びかけ、

9 月中旬より国際機関等と共に災害後ニーズ確認調査「Pakistan Floods 2022： Post-Disaster 

Needs Assessment」（以下、「PDNA」）を開始し、10月 28日に同調査結果の報告書を発表して、

2023 年 1 月に開催された COP27 等を通じ、気候変動による被害国として、国際社会からの追

加的支援を求めている。PDNA は、「より良い復興（Build Back Better）」のコンセプトに基づき、

生計手段の回復をはじめとして、インフラや公共サービスの適切な復旧・復興を通じた災害に

強い地域社会作りを基本方針として提示している。同報告書の試算によると、洪水被害による

インフラの損害は 149 億 USD、経済的損失は 152 億 USD、今後 5 年間で必要な復興ニーズは

163億 USDに上り、このうち教育分野の総被害額は約 7.8億 USD8と推計され、17,205校の施設

が全壊または半壊の被害を受けている。シンド州は中でも最も被害の大きかった州であり、被

害額の 66%、被災施設数の 74%を占め、169.2 万人（全国で影響を受けた 262.4 万人の 64％）9

の児童・生徒の学習機会が影響を受けた。 

2023 年 1 月に開催されたパ国洪水復興支援国会合にて発表された「4RF：Resilient, Recovery, 

Rehabilitation, and Reconstruction Framework」によれば、短期的な対応として一時的に学べる学

校等を活用した教育機会の場の提供・再開があげられている。これらが進められている一方で、

中長期的な対応として、損壊した教育施設の再建を速やかに行い、子どもたちが安全に学習す

る機会を確保することが求められている。また、教育施設の再建にあたっては、いかに災害に

強い施設へ改善するかという視点が重要とされている。 

また、日本は今回の洪水被害を受けて、「シンド州洪水被害に対する教育施設復旧に係る情

報収集・確認調査」（以下、「情報収集・確認調査」）において、今までに協力された又は協力

される 78 サイトの施設・機材の被災状況の詳細を調査している。 

このような状況を踏まえ、シンド州政府は、「情報収集・確認調査」にて選定された 11 サイ

 
7 PSLM 2019-20 
8 Pakistan Floods 2022：PDNA 2022 
9 Ibid 
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トに、「情報収集・確認調査」後に先方から強い要望があった 1 サイトを加えた計 12 サイトの

うち、2022 年の洪水や豪雨により被害を受けた既存小学校（Primary School）の建直し（約 39

教室）及び教育用家具の供与に係る無償資金協力を要請した。 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

上記要請を受け、独立行政法人国際協力機構（JICA）は、12 サイトについて、2023 年 5 月

に現地調査を実施した。 

以上の経緯を踏まえ、調査団は現地調査の結果を踏まえた国内解析を行い、協議で最終的に

確認された要請 12 サイトが調査対象として妥当との結果を得た。なお、「情報収集・確認調査」

にて選定された 11 サイトは既存小学校校舎の建替えの必要性が確認されており、また、追加

で要請された 1 サイトは既存小学校の天井の一部で雨漏りが確認されており、建て替えは必要

ないものの、教室数が不足していること、先方より強い要望があったことより調査対象とした。

本調査では、7 県の 12 サイトを対象に、事業のフィージビリティを確認し、最終的に合意され

た以下の要請内容に従って同範囲の設計を策定、本準備調査報告書をとりまとめた。 

先方との協議に基づきまとめられた本プロジェクトの概要は以下の通りである。 

1) 協力対象サイト・コンポーネント、協力規模 

協力対象サイトの選定は、「情報収集・確認調査」で検討した優先順位付けの基準案に基づ

き、無償資金協力により建設された又は建設される前期中等学校が十分に活用されるために、

初等教育レベルにあたるG1-G5の現状就学者数と小学校教員数が十分に確保されているサイト

を優先する。具体的な優先基準は「情報収集・確認調査」の検討結果をシンド州学校教育・識

字局（以下「SELD」）に示し、協議を通じて以下とすることで合意した。なお、小学校就学者

数は、学校によって学年ごとの生徒数のばらつきが異なるために学年平均を用いて評価するこ

ととして、標準の教室定員である 30 名に達するか否か、また教員数については、就学前クラ

スを含む 6 学年を学年ごと、または 2 学年ごとの複式で運営するに必要な教員数（6 名、また

は 3 名）が配置されているか否かの観点から 4 段階の優先度に区分した。具体的には以下の通

りである。 

表 1 協力対象サイトの優先順位 

優先順位付けの基準（案） 

優先 A：G1-G5 の学年平均就学者数 30 名以上、小学校教員（PST）数 6 名以上 

優先 A-：G1-G5 の学年平均就学者数 30 名以上、小学校教員数 3-5 名） 

優先 B：G1-G5 の学年平均就学者数 12 名以上 29 名以下、小学校教員数 3 名以上 

優先 B-：G1-G5 の学年平均就学者数 12 名以上 29 名以下、小学校教員数 2 名以下 

評価 A および A-は現在の就学需要が高く、協力対象とする。評価 B は 2 学年ごとの複式で

運営することを想定して、協力対象とする。なお、評価 B－は、予見できない不測の事態に備

えて、A ないし B の代替サイトとする方針とする。 

施設コンポーネントは洪水や豪雨により被害をうけた女子基礎学校のうち、既存小学校の建
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替えを基本とし、学校運営に最低限必要な施設として、1 サイトあたり一般教室（初等クラス

用）4 教室または 6 教室、校長室と教員室・倉庫（協力された中等学校で整備されていない 3

校のみを協力対象）、便所を協力対象に含めることとした。また、それらに必要な最小限の教

育家具を協力対象として計画した。なお、当初要請のあった太陽光発電システムの設置は、先

方負担として実施されることで合意された。 

2) 施設・機材の設計 

本計画は前案件の設計仕様を基本とし、幾つかのプロトタイプを独自に設計し、各々のサイ

トに適用する形で設計を行う。平面は桁行方向 3.12m スパンを基本とした矩形・開放片廊下式

の単純な形式を基本に、2 階建ての 4 教室タイプ又は 6 教室タイプの施設タイプを設け、狭小

な条件の敷地に適合できるよう計画した。構造方式は耐震性の高い鉄筋コンクリート軸組構造

とし、部材の寸法等はパ国建築基準に基づく構造解析を行い決定した。また、床レベルは

2022年の洪水時の最大浸水レベルを参考に設定した。設備機器については、これまでに協力し

た学校で設置され、維持管理に問題がない範囲の内容として、必要最小限の照明設備、コンセ

ント設備に加え、酷暑の気象条件に対して天井扇を設けることとし、器具及び配線は最大浸水

レベルより上部に設置する計画とした。また、家具については、本計画で整備される施設が適

切に機能するための教育家具を対象に必要最小限の内容を計画した。 

本計画における協力対象施設の内容・規模、教育家具・機材の整備内容を表に示す。 

表 2 施設計画概要 

優先 

順位 

NO. サイト名（学校名） 

  

 

施設内容 延床面積 

 教室棟 便所棟 合計（㎡） 

階数・棟数 教室 校長室/ 

教員室・倉庫 

ﾌﾞｰｽ数  

第一 

（A） 

Mi04 GGES -Kachelo Farm 2階・1棟 6 1 6 399.69  

Gh01 GGES – Officer Colony Ghotki 2階・1棟 6  2 337.80 

第二 

（A－） 

Mi08 GGES – Muhammad Hassan Mari 2階・1棟 6  6 353.64 

Kh05 GGES - Bajeed Fakir 2階・1棟 6  6 353.64  

第三 

（B） 

Mi03 GGES - Deh - 294 2階・1棟 4 1 4 267.05  

Kh09 GGES - Jani Boro 2階・1棟 4  2 212.00  

Su04 GGES - Moto Mirbahar 2階・1棟 4   204.80 

Na01 GGES - Quest 2階・1棟 4  4 221.00  

Na03 GGES - Jalalani 2階・1棟 4 1 4 267.05  

 合計 9サイト* 9棟 44 3  2,616.67 

*なお、B-である Ba01、Ba06、Da05 の 3 サイトは、上記 9サイトの万が一の代替サイトとして、設計範囲に

含める。 

表 3 教育家具内容 

室名 家具内容 数量 

  （1室あたり） （合計） 

教室（初等） 教員用机・椅子 1セット 35セット 

生徒用 2人掛け机（S） 15 525 

生徒用 2人掛け椅子（S） 15 525 

キャビネット 1 35 

教室（就学前） 生徒用六人掛テーブル+椅子 6 脚 5セット 45セット 
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教員用机+椅子 1セット 9セット 

キャビネット 1 9 

スクールロッカー 1 9 

校長室 校長用机・椅子 1セット 3セット 

 来客用椅子 4 12 

 キャビネット 2 6 

倉庫兼教員室 打合せテーブル・椅子 4脚 1セット 3セット 

 キャビネット 2 6 

 

4. プロジェクトの工期及び事業費 

本プロジェクトの実施に必要な工程は、入札図書の準備期間に 4 ヶ月、現地での入札に係る

期間は、公示から図書配布、開札、入札評価、結果承認、契約まで準備期間 1 ヶ月を含んで 5

ヶ月である。また、施設建設においては、現地建設会社の能力を踏まえて 9 サイトの工事を 1

ロットにまとめて行うこととする。1 ロットの標準工期はサイトごとの実質的な建設工期を現

地の標準的な工期に準じて 2 階建て 12 ヵ月とし、盛土等の準備工事を要するサイトや雨季及

びラマダン期間中の作業効率低下を考慮した上で、仮設資材と職人をスライドさせながら各サ

イトでの工事を進めることとして、9 サイトを 3 サイト 1 グループ（工期 12 ヶ月）の 3 グルー

プにわけ、3ヶ月ずつスライドさせて建設ロット全体の本体工事期間を 18 ヶ月と設定する。ま

た、家具調達に係る入札期間は入札準備、公示から契約まで 3.5 ヶ月であり、調達期間は発注

から納入、初期調整、検収までの調達を施設完工時期に合せて計画し、合計で 7 ヶ月を見込む。 

以上から、プロジェクト全体工期は、入札準備期間 9 ヶ月、施設建設期間 18 ヶ月、合計 27

ヶ月と見込まれる。また、本プロジェクトに必要な概略事業費は 6.89億円（日本国政府負担分

668 百万円、パ国政府負担分 21 百万円）と見込まれる。 

5. プロジェクトの評価 

本プロジェクトは、我が国がこれまでの無償資金協力で拡充を行った、あるいは拡充を計画

している 78 校（前案件 54 校、実施中案件 24 校）から、2022 年の洪水により被害を受け、「パ

キスタン・イスラム共和国シンド州洪水被害に対する教育施設復旧に係る情報収集・確認調

査」）にて選定された 11サイトに 1サイトを追加した計 12サイトのうち、最大 9校（44教室）

の既存小学校の建替えを行うものである。対象地域において安全に学べる施環境の整備と生徒

数の回復を目標に、シンド州の農村部（一部地方都市部を含む）において、女子基礎学校のう

ち既存小学校の建直しを実施するもので、裨益対象は対象地域の住民である。また、パ国は、

国際機関等と共に PDNAを実施しており、その結果を踏まえ、中長期的な対応として損壊した

教育施設の再建を速やかに行い、子ども達が安全に学習する機会を確保することが求められて

いる。また、教育施設の再建にあたっては、いかに災害に強い施設へ改善するかという視点が

重要とされている。本プロジェクトはこれに整合し、上位計画の目標達成に直接貢献するもの

である。 
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本協力対象事業の実施により定量的効果が期待されるアウトプットは以下の通りである。 

指標名 
基準値 

（2023 年実績値） 

目標値（2029 年） 

【事業完成 3 年後】 

対象校において安全に学べる生徒の

数 
491 人 1,644 人 

また、本協力対象事業の実施により以下の定性的効果が期待される。 

• 支援対象施設の教育サービスが迅速に復旧される。 

• 災害時における支援対象施設の被害が軽減される。 

本プロジェクトはこのような効果が期待できるとともに、パ国政府の上位計画を踏まえてシ

ンド州政府が優先政策として取り組む災害に強い施設への改善を支援し、また、地域間の格差

解消を通じてパ国社会経済状況の安定に寄与するものであることから、協力対象事業を我が国

の無償資金協力で実施することの妥当性は高く、また有効性が十分に認められると判断される。 
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写真 

◼ 協力候補サイト状況 （Mirpurkhas 県）   

 

 

 Mi03 GGES Deh 294：既存校舎外観。階段のモルタルは剥が

れ、レンガが崩れ落ちている。外周の庇にクラックが見られる。 

 同左：既存校舎教室内部。廊下の床は陥没し、骨材が露出して

いる。天井は、鉄筋が露出している部分が散見される。 

 

 

 

Mi03 GGES Deh 294：協力された中等学校校舎外観。建物本

体に損傷は見られない。 

 同左：中等学校教室内部。 

 

 

 

 
Mi04 GGES Kachelo Farm：既存校舎外観。窓庇にはクラックが

見られ、一部鉄筋が露出している。外巾木は洪水により、浸食さ

れている。 

 同左：既存校舎教室内部。天井は、鉄筋が露出した危険な状

態であるが、利用されている。 

 

 

 
Mi04 GGES Kachelo Farm：協力された中等学校校舎外観。外

壁の一部に塗装の剥離が見られる。 

 同左：中等学校教室内部。 



 

 

 

 Mi08 GGES Muhammad Hassan Mari:既存校舎外観。外壁のモ

ルタルは剥離し、レンガが露出している。 

 同左：既存校舎教室内部。床の損傷が激しく、教室の床スラブ

には大きなクラックが見られる。陥没している部分もある。 

 

 

 
Mi08 GGES Muhammad Hassan Mari: 協力された中等学校校

舎外観。廊下には貼り紙や落書きが多く見られる。 

 同左：中等学校教室内部。 

◼ 協力候補サイト状況 （Badin 県） 
  

 

 

 Ba01 GGES Gullan Khaskheli：既存校舎外観。庇の RCは爆裂

し、鉄筋が露出した部分が散見される。 

 同左：既存校舎教室内部。壁は雨漏りにより塗装、モルタルが

剥離し、天井にはクラックが散見される。 

 

 

 
Ba01 GGES Gullan Khaskheli：協力された中等学校校舎外観。

ゲートが錆びている。 

 同左：中等学校教室内部。 



 

 

 

 
Ba06 GGES Ibrahim Chandio：既存校舎外観。窓庇は RCが爆

裂し、鉄筋が露出している。建物を囲う塀は一部残存している

が、劣化が激しい。 

 同左：既存校舎教室内部。壁は水害により塗装・モルタルが剥

離している。床スラブには表面の隆起と陥没が見られる。 

 

 

 
Ba06 GGES Ibrahim Chandio：協力された中等学校校舎外観。

建物本体に損傷は見られない。 

 同左：中等学校教室内部。 

◼ 協力候補サイト状況 （Nawabshah 県） 
  

 

 

 

Na01 GGES Quest：既存校舎外観。  同左：既存校舎教室内部。天井の一部で鉄筋が露出し、雨漏り

のしみがある。 

 

 

 
Na01  GGES Quest：協力された中等学校校舎外観。外壁塗装

の一部が剥がれおちている。 

 同左：中等学校教室内部。 



 

 

 

 Na03 GGES Jalalani：既存校舎外観。入口階段は崩れ落ち、廊

下の床は一部陥没している。 

 同左：既存校舎教室内部。天井の一部で鉄筋が露出している。

木製の窓枠は一部破損している。 

 

 

 

Na03 GGES Jalalani：協力された中等学校校舎外観。建物本体

に損傷は見られない。 

 同左：中等学校教室内部。 

◼ 協力候補サイト状況 （Khairpur 県） 
  

 

 

 
Kh05 GGES Bajeed Fakir：既存校舎外観。校舎裏側の外壁に

はクラックが見られ、モルタルは剥離している。 

 同左：既存校舎教室内部。内壁にはシロアリによる被害が見ら

れる。木製の窓は一部破損している。 

 

 

 Kh05 GGES Bajeed Fakir：協力された中等学校校舎外観。建物

本体に損傷は見られない。 

 同左：中等学校倉庫内部。 



 

 

 

 

 

Kh09 GGES Jani Buriro: 既存校舎外観。建物全体に劣化が進

んでいる。 

 同左：既存校舎教室内部。内壁にクラックが見られ、雨漏れも広

範囲に広がっている。 

 

 

 
Kh09 GGES Jani Buriro: 協力された中等学校校舎外観。  同左：中等学校教室内部。 

◼ 協力候補サイト状況 （Sukkur 県）   

 

 

 
Su04 GGES Moto Mirbahar：既存校舎外観。パラペットの RCは

爆裂し、鉄筋が露出している。 

 同左：既存校舎教室内部。天井の塗装、モルタルは剥離し、鉄

筋が露出している部分が散見される。 

 

 

 
Su04 GGES Moto Mirbahar：協力された中等学校校舎外観。敷

地が狭く中等学校と既存校舎は密接に配置されている。 

 同左：中等学校教室内部。 



 

◼ 協力候補サイト状況 （Ghotki 県）   

 

 

 Gh01 GGES Officer Colony Ghotki: 既存校舎外観。外壁のレン

ガは崩れ落ち、庇にはクラックが散見される。 

 同左：既存校舎教室内部。天井は、鉄筋が露出し、危険な状態

である。 

 

 

 

 
Gh01 GGES Officer Colony Ghotki: 中等学校校舎外観。  同左：多目的教室内部。PCは週 2回教えられている。 

◼ 協力候補サイト状況 （Dadu 県）   

 

 

 

Da05 GGES Wali Muhammad Gorar: 既存校舎外観。正面の

柱、腰壁部分はモルタルが剥離し、レンガが露出している。 

 同左：既存校舎教室内部。窓の臥梁や木製の扉は破損してい

る。 

 

 

 

 
Da05 GGES Wali Muhammad Gorar: 中等学校校舎外観。  同左：中等学校教室内部。 



 

◼ 類似施設（USAID 支援学校）   

 

 

 

GBSS Cattle Colony School：中庭。中央の中庭を囲うように校舎

が配置されている。 

 同左：就学前教室（ECE）内部。天井高約 3.7ｍと高く設定し、大

きな窓を設けることで明るい空間となっている。 

 

 

 
GBSS Cattle Colony School：コンピュータ室内部。PC16台、サー

バー室に PC1台が設置されている。 

 同左：屋上に設置された計 48枚の太陽光パネル。太陽光発電

と公共の電力を併用している。 

 



 

図表リスト 

表 1-1 セクターごとの被害総額、損失総額、復旧・復興にかかる総額（百万 USD） ..................... 1 
表 1-2 教育セクターの被害・損失の概要（州別） .................................................................................. 2 
表 1-3 シンド州公立学校の被害状況とその原因 ...................................................................................... 4 
表 1-4 シンド州公立学校の男子・女子・共学校別の被害状況 .............................................................. 5 
表 1-5 シンド州公立学校の施設・設備の被害状況（教育レベル別） .................................................. 7 
表 1-6 全・半壊したシンド州公立学校に就学していた児童・生徒数（性別・教育レベル別） ...... 7 
表 1-7 シンド州公立学校における就学者数の推移（2018/19～2022/23 年度） ................................... 8 
表 1-8 全・半壊したシンド州公立学校に配属されていた教員・スタッフ数 ...................................... 8 
表 1-9 シンド州公立学校に配属されている教員・スタッフ数の推移 .................................................. 9 
表 1-10 学齢期人口に占める OOSC の割合（州別・性別・地域別）（2019/2020 年度） ...................... 9 
表 1-11 2022 年の災害で公立学校の被害が大きかった 8 県の OOSC の状況（2019/2020 年度） ..... 10 
表 1-12 初等教育における就学率（性別・州別）（2019/2020 年度） .................................................... 11 
表 1-13 前期中等教育における純就学率（性別・州別）（2019/2020 年度） ........................................ 11 
表 1-14 2022 年の災害で公立学校の被害が大きかった 8 県の初等教育における純就学率 

（2019/2020 年度） ......................................................................................................................... 12 
表 1-15 2022 年の災害で公立学校の被害が大きかった 8 県の前期中等教育における純就学率 

（2019/2020 年度） ......................................................................................................................... 12 
表 1-16 シンド州の公立小学校における中途退学率（性別、学年別）（2013-2016 年） .................... 14 
表 1-17 FRP の教育セクター支援の概要 .................................................................................................... 16 
表 1-18 PDNA・教育分野における復興ニーズの優先事項 ..................................................................... 18 
表 1-19 4RF の教育分野に関連する優先事項（短期・中期） ................................................................ 19 
表 1-20 4RF・SRO4 の予算計画（社会サービス・教育） ...................................................................... 21 
表 1-21 シンド州の被災した公立学校の修繕・再建計画 ........................................................................ 22 
表 1-22 ジェンダー・ギャップ指数（GGI）（2023 年）周辺国との比較 .............................................. 24 
表 1-23 ジェンダー・ギャップ指数（GGI）2023 年 ................................................................................ 25 
表 1-24 我が国の主要な援助実績（基礎教育分野） ................................................................................ 27 
表 1-25 我が国の主要な援助実績（関連する防災・災害復興分野） .................................................... 28 
表 1-26 世界銀行・SELECT 内での被災校支援内容 ................................................................................ 29 
表 2-1 州レベル以下の教育行政体制 ....................................................................................................... 33 
表 2-2 国家予算及び教育分野予算 ........................................................................................................... 34 
表 2-3 シンド州予算及び教育分野予算 ................................................................................................... 34 
表 2-4 シンド州学校教育分野運営予算（経常費）内訳 ........................................................................ 35 
表 2-5 既存建物（既存小学校）調査結果 1 ............................................................................................. 37 
表 2-6 既存建物（協力された前期中等学校）調査結果 2 ..................................................................... 38 
表 2-7 敷地・インフラ状況調査結果 ....................................................................................................... 41 
表 2-8 PC-1 の承認プロセス ...................................................................................................................... 46 
表 3-1 優先順位付けの基準案 ................................................................................................................... 49 
表 3-2 調査対象サイトの優先順位 ........................................................................................................... 50 



 

表 3-3 要請コンポーネント内容とその優先順位 .................................................................................... 51 
表 3-4 調査対象サイトの就学状況と制約条件 ........................................................................................ 57 
表 3-5 調査対象サイトにおける女子の就学状況 .................................................................................... 58 
表 3-6 調査対象サイトの優先順位 ........................................................................................................... 59 
表 3-7 調査対象サイトの優先順位一覧表................................................................................................ 60 
表 3-8 協力対象サイト・コンポ―ネントのリスト ................................................................................ 62 
表 3-9 施設タイプ ....................................................................................................................................... 63 
表 3-10 諸室構成 ........................................................................................................................................... 65 
表 3-11 サイト別計画内容 ........................................................................................................................... 66 
表 3-12 教室棟主要部仕様比較 ................................................................................................................... 70 
表 3-13 付加価値向上の対応策 ................................................................................................................... 70 
表 3-14 家具リスト ....................................................................................................................................... 71 
表 3-15 造作家具及び雑工事 ....................................................................................................................... 71 
表 3-16 PEC 登録業者数と事務所の所在地 ............................................................................................... 90 
表 3-17 PEC 登録制度と業者数 ................................................................................................................... 90 
表 3-18 税金対象一覧表 ............................................................................................................................... 91 
表 3-19 SPPRA 調達基準の準用 .................................................................................................................. 93 
表 3-20 標準的な資格審査基準 ................................................................................................................... 93 
表 3-21 入札ロット構成案 ........................................................................................................................... 94 
表 3-22 品質管理項目 ................................................................................................................................... 98 
表 3-23 調達材料区分表 ............................................................................................................................... 99 
表 3-24 実施工程のステップ ....................................................................................................................... 99 
表 3-25 現地での入札計画 ......................................................................................................................... 100 
表 3-26 相手国側負担工事サイト別内容 ................................................................................................. 104 
表 3-27 女子基礎学校の標準教職員配置 ................................................................................................. 105 
表 3-28 必要教員数の試算 ......................................................................................................................... 106 
表 3-29 概略総事業費 ................................................................................................................................. 109 
表 3-30 パ国側負担経費 ............................................................................................................................. 109 
表 3-31 教職員人件費試算 ......................................................................................................................... 110 
表 3-32 維持管理費試算 ............................................................................................................................. 111 
表 3-33 年間運営･維持管理費試算結果 ...................................................................................................... 112 
 
 
図 1-1 シンド州公立学校の男子・女子・共学校別の被害状況 .............................................................. 5 
図 1-2 シンド州公立学校の教育レベル別の被害の状況 ............................................................................ 5 
図 1-3 シンド州公立学校の被害状況（県別） ............................................................................................ 6 
図 1-4 5 年生まで及び 8 年生までの残存率（性別、州別）（2020/2021 年度） ................................... 13 
図 2-1 SELD 組織図 ....................................................................................................................................... 32 
図 2-2 地震強度分布図 ................................................................................................................................. 43 
図 2-3 洪水被害マップ ................................................................................................................................. 44 



 

図 3-1 シンド州の気象（Hyderabad、Sukkur） ......................................................................................... 52 
図 3-2 プロジェクト実施体制 ...................................................................................................................... 89 
図 3-3 施工監理体制 ..................................................................................................................................... 96 
図 3-4 実施工程表 ....................................................................................................................................... 101 
  



 

略語集 

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

ADP Annual Development Program 年間開発計画 

ASER Annual Status of Education Report 教育現状報告書 

BBB Build Back Better よりよい復興 

DEO District Education Officer 県教育官 

DRM Disaster Risk Management 災害リスクマネージメント 

DSE Directorate of School Education 学校教育局 

EAD Economic Affairs Division 経済局  

EIA Environmental Impact Assessment 環境影響評価 

EMO Education Management Organization 教育管理組織 

E/N Exchange of Notes 交換公文 

EU European Union 欧州連合 

FBR Federal Board of Revenue 連邦歳入庁 

FRP Floods Response Plan 洪水対応計画 

FTN Free Tax Number 免税許可番号 

G/A Grant Agreement 贈与契約 

GPE Global Partnership for Education 教育のためのグローバルパートナーシ
ップ 

GPI Gender Parity Index ジェンダー平等指標 

HST High School Teacher 前期・中期中等学校教員 

IEE Initial Environmental Examination 初期環境調査 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

NER Net Enrollment Rate 純就学率 

JEST Junior Elementary School Teacher 中等学校教員 

NGO Non-Governmental Organization 非政府組織 

OOSC Out of School Children 不就学児童 

PC Personal Computer パーソナル･コンピュータ 

PDD Planning and Development Department 計画・開発局 

PDNA Post-Disaster Needs Assessment 災害後ニーズ評価調査 

PDR Planning, Development and Research 計画・開発・リサーチ局 

PEC Pakistan Engineering Council パキスタンエンジニアリング協会 

PMR Project Monitoring Report プロジェクトモニタリングレポート 

PPP Public-Private-Partnership 官民連携 

PSDP Public Sector Development Project 公共セクター開発事業 

PSLM Pakistan Social and Living Standards 

Measurement 

パキスタン社会生活水準測定調査 

PSS Psycho-Social Support 社会心理サポート 



 

PST Primary School Teacher 初等学校教員 

RC Reinforced Concrete 鉄筋コンクリート 

RSU Reform Support Unit 改革支援室 

SDGs Sustainable Development Goals 持続可能な開発目標 

SBEP Sindh Basic Education Program シンド州基礎教育プログラム 

SEF Sindh Education Foundation シンド州教育財団 

SELD School Education and Literacy Department, 

Government of Sindh 

シンド州学校教育識字局 

SELECT Sindh Early Learning Enhancement through 

Classroom Transformation 

シンド州教室変革を通じた早期学習強
化プ ロジェクト 

SEMIS Sindh Education Management Information 

Systen 

シンド州教育管理情報システム 

SERP Sindh Education Reform Program シンド州教育改革プログラム 

SESP&R 

(2019-2024) 

School Education Sector Plan & Roadmap 

(2019-2024) 

学校教育セクター計画・ロードマップ
（2019-2024） 

SMC School Management Committee 学校運営委員会 

SPPRA Sindh Public Procurement Regulatory 

Authority 

シンド州公共調達監督局 

SST Secondary School Teacher 高等学校教員 

TED Teacher Education Development 教員教育開発 

TEO Taluka Education Officer タルカ教育官 

TLC Temporary Learning Centers 仮設校舎 

TSS Transition School Structure プレハブの仮設校舎 

UC Union Council 地区議会 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

UNICEF United Nations Children's Fund 国連児童基金 

USAID United States Agency for International 

Development 

米国国際開発庁 

WASH Water Sanitation and Hygiene 洗面・衛生 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 教育セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

（1） 教育セクターへの影響とニーズ 

災害後ニーズ評価調査（PDNA）10報告書によれば、2022 年に発生した大雨・洪水による

教育セクターの被害総額、損失総額11、復旧・復興にかかる総額12は、順に 5.59億 USD、2.19

億 USD、9.18 億 USD である。なお、シンド州の教育セクターにおける被害総額は全体の約

67%、損失額は全体の 62%に相当する。全セクターの被害総額、損失総額、復旧・復興にか

かる費用に占める教育セクターのそれぞれの割合は、順に 3.75%、1.44%、5.65%と限定的で

はあるが、洪水による教育機会の中断・損失が将来にわたって国に与える影響は測り知れな

い。以下に、セクターごとの被害総額、損失総額、復旧・復興にかかる総額を示す。 

表 1-1 セクターごとの被害総額、損失総額、復旧・復興にかかる総額（百万 USD） 

セクター 被害総額 損失総額 復旧・復興にかかる総額 

ソーシャルセクター 6,261 42.00% 896 5.88% 3,872 23.81% 

住宅 5,587 37.48% 636 4.18% 2,757 16.95% 

保健 109 0.73% 34 0.22% 188 1.16% 

教育 559 3.75% 219 1.44% 918 5.65% 

文化・遺産 6 0.04% 7 0.05% 9 0.06% 

インフラセクター 3,927 26.35% 396 2.60% 5,437 33.44% 

産業セクター 4,635 31.09% 13,281 87.19% 4,760 29.27% 

複合的セクター 83 0.56% 660 4.33% 2,192 13.48% 

総合計 14,906  15,233  16,261  

出典：Pakistan Floods 2022：Post-Disaster Needs Assessment、2022 Ministry of Planning, Development ＆Special 

Initiatives 

パ国の教育セクター・ワーキンググループは、2022 年 9 月末時点で、全国 25,993 校13が被

災し、内 44%が全・半壊により使用できない状態にあると報告した14。また、同ワーキング

グループによれば、この学校の全・半壊により約 350 万人の子どもが学びを中断されたとさ

 
10パ国政府は、2022年 10月末に国連開発計画（UNDP）および世界銀行の技術支援を得て、アジア開発銀行(ADB)、欧州連合

(EU)、その他国連機関とともに、災害後のニーズ評価（Post-Disaster Needs Assessment: PDNA）を実施した。 

11 被害総額（Damage）は、破損又は損傷した物的資産を再建又は修繕するために必要なコストとして災害以前の費用を考慮

して見積もった金銭的価値の合計。損失総額（Loss）は災害による経済のフローの変化を金銭的価値として表したもので、両

者の合計が被災の影響を表すものとなる。（Pakistan Floods 2022：Post-Disaster Needs Assessment、2022） 

12 復旧・復興に係る総額（Needs）は被害と損失の金銭的価値を示すが、単純な合計ではなく、災害後のコストを反映している

こと、またセクター全体の復旧に要する費用や Build Back Betterの原則による付加を含むものとなる。（Ibid） 

13 原文は「schools」と記載されており、その中にどのような学校が含まれているのかについての記載はない。 

14 Pakistan Floods: Education Snapshot (30 Sept 2022): https://reliefweb.int/report/pakistan/pakistan-floods-education-snapshot-30-

september-2022 （2023年 9月 21日最終アクセス） 

https://reliefweb.int/report/pakistan/pakistan-floods-education-snapshot-30-september-2022
https://reliefweb.int/report/pakistan/pakistan-floods-education-snapshot-30-september-2022
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れる15。これら被災した学校の 79%、影響を受けた子どもの 78%がシンド州に集中した16。 

一方、PDNA報告書（2022年 10月末時点）は、被災した全国 94県において、公立の 17,205

校が全・半壊の被害を受けたとしている17。内訳は全壊が 6,225校、半壊が 10,980校で、これ

らの被災した公立校には、小学校、前期中等学校、基礎学校、中期中等学校、後期中等学校、

特別支援学校、職業訓練校、短期大学、大学が含まれるが、約 80%が小学校であったとして

いる18。全・半壊した 17,205 校は 94 県にある全公立校の 23%にあたる19。また、被害を受け

なかった学校でも、7,062 校が避難所として被災者に開放された20。学校が全・半壊したこと

により、教員 94,478 人、児童・生徒 2,624,013 人（内女子は 1,032,950 人）が影響を受けたと

される21。被災した 94 県の教育施設の被害総額は 559 百万 USD に上る22。下表に、教育セク

ターにおける州別の被害額、損失額、被災した公立校、被災した児童・生徒の概要を示す。 

表 1-2 教育セクターの被害・損失の概要（州別） 

州 被害額 

（10 億
PKR） 

損失額 

（10 億
PKR） 

被害 損失 

全壊の 

学校数 

半壊の 

学校数 

学習が中断
した全児
童・生徒数 

学習が中断
した女子児
童・生徒数 

シンド 80.3 29.2 4,935 校 7,771 校 1,692,180 人 700,302 人 

バロチスタン 29.4 14.4 1,076 校 1,774 校 658,871 人 251,840 人 

KP 7.2 2.4 108 校 1,199 校 203,985 人 54,603 人 

パンジャブ 3.1 1.1 103 校 216 校 64,943 人 25,396 人 

特別区 0.08 0.08 3 校 20 校 4,034 人 809 人 

合計 120.0 47.1 6,225 校 10,980 校 2,624,013 人 1,032,950 人 

合計 

 

558.7 

百万 USD 

219.3 

百万 USD 

17,205 校 - - 

注）被害校数は 2022 年 10 月末時点のものである。シンド州においては、SELD が公表する 2023 年 9 月時点

の全・半壊の公立校の数は 19,808 校に上る。 

出典：Pakistan Floods 2022：Post-Disaster Needs Assessment、2022 Ministry of Planning, Development ＆Special 

Initiatives. 

パ国では、不就学児童（OOSCs）数が 22.8 百万人（5 歳～16 歳の学齢人口の約 44%）と世

界で2番目に多く、その多くを占める農村部・女子の就学促進が喫緊の課題であった23。災害

 
15 Ibid. 

16 Ibid. 

17 先述の教育セクター・ワーキンググループによる被災校の被害評価とは、被害校数に違いがあり、対象とする学校に違いがあると

思われる。また、PDNA報告書（2022年 10月末時点）が示すシンド州の全・半壊の学校数（12,706校）と比べて、SELDが 2023年

4月に公表している全・半壊した公立校は 19,808校と数字に違いがある。パ国で活動する英国の VSO (Volunteer Service Overseas)

によれば、2023年 9月時点で、シンド州の被害校数は 19,808校、バロチスタン州が 7,439校、パンジャブ州が 2,096校の少なくとも

30,389校が被害を受けたとしている（https://www.vsointernational.org/our-work/inclusive-education/back-to-school-pakistan）  

Pakistan Floods 2022 Post-disaster Needs Assessment Supplement Report (Sector Reports: Education): 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_emp/documents/publication/wcms_863195.pdf  

18 Ibid. 

19 Ibid. 

20 Ibid. 

21 Ibid. 

22 Ibid. 

23 UNICEF Pakistan: https://www.unicef.org/pakistan/education （最終アクセス 2023年 9月 21日） 

https://www.vsointernational.org/our-work/inclusive-education/back-to-school-pakistan
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_emp/documents/publication/wcms_863195.pdf
https://www.unicef.org/pakistan/education
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前の最新の同国社会生活水準測定調査（PSLM 2019-2020）の結果によれば、全国平均で、学

齢期（5～16 歳）の女子人口に占める女子の OOSC の割合は 37%であったのに対し、男子は

27%であった24。また、州別に見てみると、シンド州とバロチスタン州は学齢期の子どもの 2 

人に 1 人が OOSC であるのに対し、パンジャブ州は 4 人に 1 人にとどまっていた。さらに、

バロチスタン州では学齢期の女子人口に占める女子の OOSC の割合は 59%、シンド州でも

51%と非常に高かった25。このように、もともと OOSC が多く、特に女子の OOSC が多かっ

たシンド州とバロチスタン州で、大雨・洪水の被害が大きかったことから、これらの州（特

に被災した農村部）で OOSC（特に女子）がさらに増えるリスクが高い。 

PDNA 報告書によれば、時期や期間は異なるものの、被災した 17,205 校すべてが学校を一

時閉鎖したとのことである26。パ国では、COVID-19感染の蔓延により、2020年 3月から約半

年間学校が閉鎖される等、今回の災害前から OOSC が増えている状態にあったとされる27。

学校の閉鎖が長引けば長引くほど、学校に戻れたとしても、子どもたちの勉強の遅れは深刻

である28。そのため、学校閉鎖中、さらに再開後にも中途退学する子どもが増え、特に女子

にそのリスクが高いといわれる29。国際連合人道問題調整事務所（UN OCHA）は、2023 年 3

月時点で、新たに約 350万人（多くが女子）の中途退学者が出る可能性を示唆している30。こ

れは、より深刻な経済的困窮に陥った世帯では娘の結婚（早期婚・強制婚）を進めるほか、

治安の悪化から、通学路等でのセクハラを含むジェンダーに基づく暴力（GBV）を受けるリ

スクを心配して退学させる可能性があるからである31。一方、困窮世帯の男子は、家計を助

けるため児童労働に従事するケースが増え、退学する可能性が高くなる32。 

こうした深刻な被害や影響・リスクを踏まえて、4RF（Resilient, Recovery, Rehabilitation, 

and Reconstruction Framework）報告書では、早急のニーズとして、仮校舎（テント等）によ

る学校の一刻も早い再開をあげている。SELD の大臣によれば、シンド州では 19,808 校が

全・半壊し、これらの学校再開のためには 37,000 テントの設置の必要性があるとした33。UN 

OCHA が 2022 年 12 月に発行した 2022 年洪水対応計画（Floods Response Plan: FRP）中間報告

では、仮設の学校の設置のほか、早急な水のかき出し、学校の清掃・消毒、教材の支給、被

災した子どもの精神的ケアを行うための教員研修、学校再開のための安全確保等があげられ

 
24 Pakistan Coalition for Education. 2023. Towards a Resilient Education Recovery from Pakistan’s Floods: Rapid Response Research.: 

https://www.pcepak.org/publications/towards-a-resilient-education-recovery-from-pakistan-s-floods-pdf.pdf （最終アクセス 2023年 9

月 21日） 
25 Ibid. 

26 Pakistan Floods 2022 Post-disaster Needs Assessment Supplement Report (Sector Reports: Education): 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_emp/documents/publication/wcms_863195.pdf （最終アクセス 2023年 9月 21日） 
27 Pakistan Floods: Education Snapshot (30 Sept 2022): https://reliefweb.int/report/pakistan/pakistan-floods-education-snapshot-30-

september-2022 （最終アクセス 2023年 9月 21日） 
28 Pakistan Floods 2022 Post-disaster Needs Assessment Supplement Report (Sector Reports: Education): 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_emp/documents/publication/wcms_863195.pdf （最終アクセス 2023年 9月 21日） 

29 2022 Floods Response Plan Pakistan Interim Report Sep – Nov 2022: https://reliefweb.int/report/pakistan/pakistan-2022-

floods-response-plan-interim-report-sep-nov-2022-issued-09-dec-2022 （最終アクセス 2023年 9月 21日） 

30 OCHA: https://www.unocha.org/pakistan/about-ocha-pakistan （最終アクセス 2023年 9月 21日） 

31 2022 Floods Response Plan Pakistan Interim Report Sep – Nov 2022: https://reliefweb.int/report/pakistan/pakistan-2022-

floods-response-plan-interim-report-sep-nov-2022-issued-09-dec-2022 （最終アクセス 2023年 9月 21日） 

32 Ibid. 

33 International The News: https://www.thenews.com.pk/print/1018192-sindh-govt-can-t-rebuild-all-damaged-public-schools-

admits-minister 

https://www.pcepak.org/publications/towards-a-resilient-education-recovery-from-pakistan-s-floods-pdf.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_emp/documents/publication/wcms_863195.pdf
https://reliefweb.int/report/pakistan/pakistan-floods-education-snapshot-30-september-2022
https://reliefweb.int/report/pakistan/pakistan-floods-education-snapshot-30-september-2022
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_emp/documents/publication/wcms_863195.pdf
https://reliefweb.int/report/pakistan/pakistan-2022-floods-response-plan-interim-report-sep-nov-2022-issued-09-dec-2022
https://reliefweb.int/report/pakistan/pakistan-2022-floods-response-plan-interim-report-sep-nov-2022-issued-09-dec-2022
https://www.unocha.org/pakistan/about-ocha-pakistan
https://reliefweb.int/report/pakistan/pakistan-2022-floods-response-plan-interim-report-sep-nov-2022-issued-09-dec-2022
https://reliefweb.int/report/pakistan/pakistan-2022-floods-response-plan-interim-report-sep-nov-2022-issued-09-dec-2022
https://www.thenews.com.pk/print/1018192-sindh-govt-can-t-rebuild-all-damaged-public-schools-admits-minister
https://www.thenews.com.pk/print/1018192-sindh-govt-can-t-rebuild-all-damaged-public-schools-admits-minister
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ている34。また、中長期的なニーズとして、4RF レポートにおいて、災害リスク管理の視点

を教育計画に盛り込む必要性が言及されている35。 

（2） シンド州公立学校の校舎の被害状況 

パ国の教育制度は学校教育とノンフォーマル教育に分かれ、学校教育は公立校、私立校、

マドラサ（宗教学校）に大別できる。これら 3 種類の学校の中で、2022 年の大雨・洪水によ

る被害状況について定量調査が行われ、データがあるのは、公立校に限られる。 

SELD の Reform Support Unit（RSU）が提供するデータ36によれば、災害前、シンド州には

40,253 校の公立校（初等教育から後期中等教育まで）があった（その内機能している学校は

33,554 校、機能しておらず閉鎖されていた学校が 6,699 校）。2022 年の災害後（10 月以降）、

全公立校 40,253校の内 39,522 校（98.18%）からそれぞれの被害状況・復興ニーズにかかるデ

ータ収集・取りまとめが送られてきた。2023年 4月時点で、校舎が全壊した公立学校は 7,503

校（18.98%）、半壊した公立校は 12,305校（31.13%）、合計 19,808校が被害を受けたと報告さ

れている。学校の校舎の全・半壊の主な原因は大雨によるもので、一部が洪水によるとされ

る。シンド州の公立学校の被害状況とその原因の概要を下表に示す。 

表 1-3 シンド州公立学校の被害状況とその原因 

シンド州の 

全公立学校 

40,253 校 

調査を実施し
た公立学校 

n=39,522 校（全公立学校の 98.18%） 

原因/状況 全壊した学校 半壊した学校 被害のなかった学校 

合計 19,808 校 19,714 校 

（49.88%） 

 

 

 

小計 7,503 校 

（18.98%） 

12,305 校 

（31.13%） 

洪水 1,564 校（20.84%） 1,089 校（8.85%） 

大雨 5,835 校（77.77%） 11,058 校（89.87%） 

IDP 104 校（1.39%） 158 校（1.28%） 

注）IDP（国内避難者）がどのように全壊・半壊に関係するのか説明がないため、意味不明。 

出典：SELD/RSU の非公開データ（2023 年 4 月 11 日時点） 

次に、シンド州公立学校の校舎の被害状況について男子・女子・共学校別に見てみる（次

表・次図参照）。調査対象校（全 39,522 校）のほとんどが共学校（30,722 校）で、男子校、

女子校はそれぞれ 4,434 校、4,366 校であった。全壊した学校（7,503 校）の内、共学校が

5,801校、男子校が 768校、女子校は 934校であった。各学校の調査対象校に占める全壊した

学校数の割合は女子校が一番高かった（共学校は 18.9%、男子校は 17.3%、女子校は 21.4%）。 

 
34 “2022 Floods Response Plan Pakistan Interim Report Sep – Nov 2022”: https://reliefweb.int/report/pakistan/pakistan-2022-

floods-response-plan-interim-report-sep-nov-2022-issued-09-dec-2022 

35 Government of Pakistan, MoPDSI. 2022. Resilient Recovery, Rehabilitation, and Reconstruction Framework Pakistan (4RF). 

Islamabad: MoPDSI. 

36 一般には公開されておらず、RSUからリンク、IDおよびパスワードが共有されている関係機関のみが閲覧可能となっている。 

https://reliefweb.int/report/pakistan/pakistan-2022-floods-response-plan-interim-report-sep-nov-2022-issued-09-dec-2022
https://reliefweb.int/report/pakistan/pakistan-2022-floods-response-plan-interim-report-sep-nov-2022-issued-09-dec-2022
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表 1-4 シンド州公立学校の男子・女子・共学校別の被害状況 

調査を実施した学校：39,522 校（男子校：4,434 校、女子校：4,366 校、共学校：30,722 校） 

全壊した学校 半壊した学校 被害のなかった学校 

男子校 女子校 共学校 男子校 女子校 共学校 男子校 女子校 共学校 

768 934 5,801 1,468 1,251 9,586 2,198 2,181 15,335 

合計：7,503 校 合計：12,305 合計：19,714 

出典：SELD/RSU の非公開データ（2023 年 4 月 11 日時点） 

 

出典：SELD/RSU の非公開データ（2023 年 4 月 11 日時点） 

図 1-1 シンド州公立学校の男子・女子・共学校別の被害状況 

さらに、教育レベル（小学校、前期中等学校、基礎学校、中期中等学校、後期中等学校）

別に校舎の被害状況を見てみる（次図参照）。調査が実施された 39,522 校の内小学校

（Primary）が 35,202 校で、全体の 89%を占める。そのほか、前期中等学校（Middle）は

1,657 校、基礎学校（Elementary）は 710 校、中期中等学校（Secondary）は 1,551 校、後期中

等学校（Higher Secondary）は 402 校であった。また、各学校の中で全壊した学校が占める割

合も小学校が 20%（6,890 校）と高かった。一方、中期中等学校（Secondary）と後期中等学

校（Higher Secondary）はそれぞれの全体に占める全壊した学校の割合はどちらも 13%（206

校、54 校）と少ないが、半壊した学校の割合はそれぞれ 47%、56%と高くなっている。 

 
出典：SELD/RSU の非公開データ（2023 年 4 月 11 日時点） 

図 1-2 シンド州公立学校の教育レベル別の被害の状況 

Primary Middle Elementary Secondary
Higher

Secondary

被害なし 17,892 749 332 617 124

半壊 10,420 625 308 728 224

全壊 6,890 283 70 206 54

6,890 283 70 206 54

10,420 625 308 728 224

17,892 749 332 617 124
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全壊 半壊 被害なし

768

(17%)

1,468

(33%)

2,198

50%

男子校（n=4,434)

全壊 半壊 被害なし

934

21%

1,251

29%

2,181

50%

女子校（n=4,366)

全壊 半壊 被害なし

5,801

19%

9,586

31%

15,335

50%

共学校（n=30,722)

全壊 半壊 被害なし
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最後に、シンド州の公立学校の校舎の被害状況について、県別に見てみる（下図参照）。

各県の全調査対象校に対して全・半壊の学校が占める割合が 70%を超えている県は、全 30

県中 2 県あり、それらは Khairpur Mirs（73%）と Naushero Feroze（70%）であった。また、

60%を超えている県は、Sukkur（69%）、Kambar-Shahdadkot（65%）、Jacobabad（65%）、

Kashmore（62%）、Ghotki（62%）、Jamshoro（61%）の 6 県であった。Karachi 市内 4 エリア

および 3 タウンシップは比較的被害が少なかった（28%～49%）。 

 

出典：SELD/RSU の非公開データ（2023 年 4 月 11 日時点） 

図 1-3 シンド州公立学校の被害状況（県別） 

（3） シンド州公立学校の施設・設備の被害状況 

上記と同様に、調査対象のシンド州の公立学校（39,522 校）の施設・設備（境界壁、屋根、

床、教室、便所）の被害状況についても、次表が示すとおり、教育レベル別にデータがとら

れている。上記のとおり、調査が実施された学校数は、小学校が 35,202 校、前期中等学校が

1,657校、基礎学校が710校、中期中等学校が1,551校、後期中等学校が402校である。なお、

境界壁、屋根、床については各学校につき 1 つとして計算されているが、教室は各学校に複

数あるため、それぞれの全壊、半壊、被害なしの合計数は 39,522 を上回っている。一方、便

所の数は前期中等学校以降の学校にはもともと複数あったが、小学校では便所がなかった学

校も一定数あったことが分かる。 
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表 1-5 シンド州公立学校の施設・設備の被害状況（教育レベル別） 

 

出典：SELD/RSU の非公開データ（2023 年 4 月 11 日時点） 

（4） シンド州で被害が大きかった公立学校の児童・生徒および教員 

シンド州の公立学校において全・半壊の被害を受けた学校について、就学していた男子・

女子児童・生徒の数は、下表が示すとおりである。小学校で全・半壊した学校に就学してい

た男子児童数は 808,778 人で、女子児童数は 532,036 人であった。先述のとおり、全・半壊し

た男子校と女子校の数にそれほどの違いはなかったため、もともとの女子校、共学校におけ

る女子の就学者数が男子校、共学校における男子の就学者数よりかなり少なかったと思われ

る。 

表 1-6 全・半壊したシンド州公立学校に就学していた児童・生徒数（性別・教育レベル別） 

 就学していた児童・生徒数 

男子 女子 合計 

全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 

Primary 262,220 546,558 179,086 352,950 441,306 899,508 

Middle 14,079 50,078 8,211 31,547 22,290 81,625 

Elementary 6,928 47,455 5,520 29,469 12,448 76,924 

Secondary 63,815 260,572 31,711 157,396 95,526 417,968 

Higher 

Secondary 

49,273 181,247 17,583 85,594 66,856 266,841 

合計 396,315 1,085,910 242,111 656,956 638,426 1,742,866 

出典：SELD/RSU の非公開データ（2023 年 4 月 11 日時点） 

 

2022 年の災害前後の就学者数を比較したデータは取られていない。しかし、SELD の

2018/2019年度（2018年8月～2019年5月、COVID-19感染蔓延前）のデータによれば、Katchi

（就学前教育段階）および 1 年生～12 年生までの就学者数は、男子 2,812,000 人、女子

1,749,140 人の合計 4,561,140 人であった（次表参照）。災害発生前年の 2021/2022 年度（2021

年 8 月～2022 年 5 月）の Katchi および ECE37を含む就学者数は、男子 2,714,973 人、女子

 
37 UNESCOと UNICEFの支援で実施された「ECE Policy Review」(2008年１月)によれば、「パ国における ECEは、運用上、3 ～ 5 

歳の子どもを対象としたフォーマル/ノンフォーマルおよび公立/私立の両方の教育サービス」として定義されている。また「ECE という

用語は、適切な環境、つまり、専用の教室、専用の教員、適切な教材が提供される教育サービスに対して使用される」としている。一

方、「Katchiは公立学校における就学前教育（3～5歳の子どもを対象）に使用される用語で、地域言語または国語であるウルドゥー

語で提供されるが、英語のアルファベットと数字の指導も含まれる」としている。また、「このサービスは通常、複式で提供され、指定さ

れた/適切な教材や学習教材を使用せずに、同じ教室で 1 人の教員が１年生や２年生の児童とともに指導する」としている。 

全壊 半壊 被害無 全壊 半壊 被害無 全壊 半壊 被害無 全壊 半壊 被害無 全壊 半壊 被害無

Primary 10,837 10,392 13,973 9,381 14,221 11,600 9,782 13,176 12,244 18,636 31,956 9,478 9,478 16,778 4,934

Middle 454 659 544 415 798 444 392 745 520 1,997 3,567 1,918 1,918 1,378 834

Elementary 154 309 247 146 362 202 125 352 233 705 1,709 1,318 1,318 707 588

Secondary 300 802 449 332 931 288 296 844 411 4,060 7,801 9,130 9,130 2,901 3,282

Higher

Secondary
92 218 92 91 262 49 77 256 69 1,508 3,289 3,777 3,777 1,064 1,196

合計 11,837 12,380 15,305 10,365 16,574 12,583 10,672 15,373 13,477 26,906 48,322 25,621 22,528 22,828 10,834

トイレ境界壁 屋根 床 教室
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1,729,828 人、合計 4,444,801 人（内 ECE は男子 75,137 人、女子 70,089 人、合計 145,226 人）

であった。ECE を加えてもなお前々年度の就学者数より少なかったのは、COVID-19 感染蔓

延による学校閉鎖の影響（中途退学者の増加）があったと思われる。災害前後の 2022/2023

年度の ECE を含む就学者数は、男子 2,938,203 人、女子 1,945,519 人、合計 4,883,722 人（内

ECE は男子 106,851 人、女子 97,491 人、合計 204,342 人）と 2018/2019 年度の就学者数と同水

準かそれ以上であったと思われる。表 1-6 に示された全・半壊の学校の就学者数に ECE の子

どもの数が含まれているか不明であるが、仮に含まれているとして、2022/2023 年度に登録

（就学）した児童・生徒（4,883,722 人）の 48.8%が学校閉鎖等の影響を受けたことになる。

ECE の子どもの数が含まれていない場合は、50.9%とさらに高くなる。 

表 1-7 シンド州公立学校における就学者数の推移（2018/19～2022/23 年度） 

 

出典：SELD/RSU の非公開データ（2023 年 9 月 21 日時点） 

一方、全・半壊した学校に配属されていた教員・スタッフの数についても、圧倒的に男性

の方が多い（下表参照）。例えば、全・半壊した小学校に配属されていた女性教員・スタッ

フの数（17,463 人）は、男性教員・スタッフ（41,351 人）の半分以下である。児童・生徒同

様に、もともとの女性教員・スタッフの数が少なかったためである。 

表 1-8 全・半壊したシンド州公立学校に配属されていた教員・スタッフ数 

 配属されていた教員・スタッフ数 

男性 女性 合計 

全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 

Primary 7,711 15,317 2,181 5,264 9,892 20,581 

Middle 663 1,953 232 908 895 2,861 

Elementary 216 1,297 93 506 309 1,803 

Secondary 1,904 7,798 834 5,328 2,738 13,126 

Higher 

Secondary 

910 3,582 287 1,830 1,197 5,412 

合計 11,404 29,947 3,627 13,836 15,031 43,783 

出典：SELD/RSU の非公開データ（2023 年 4 月 11 日時点） 

同様に、次表にシンド州公立学校に配属されている教員・スタッフ数の推移を示す。シン

ド州では、2018/2019 年に向けて教員採用が行われて以降、2022/2023 年度に向けて 2021 年後

半から数年ぶりに教員募集・採用が行われた。そのため採用後の 2018/2019 年度の教員・ス

年度 性別 ECE Katchi G1 G2 G3 G4 G5 G6 G7 G8 小計 G9～12 合計

男子 - 516,498 378,964 337,928 303,693 267,060 235,605 158,941 146,164 128,445 2,473,298 338,702 2,812,000

女子 - 368,745 241,143 209,177 191,108 165,037 143,978 90,277 86,302 80,399 1,576,166 172,974 1,749,140

合計 - 885,243 620,107 547,105 494,801 432,094 379,583 249,218 232,466 208,844 4,049,461 511,679 4,561,140

男子 - 476,661 318,327 332,637 313,285 286,855 259,015 155,347 161,829 153,011 2,456,967 351,663 2,808,630

女子 - 352,743 218,415 213,694 198,008 181,115 163,773 84,063 89,168 87,082 1,588,061 180,354 1,768,415

合計 - 829,404 536,742 546,331 511,293 467,970 422,788 239,410 250,997 240,093 4,045,028 532,017 4,577,045

男子 75,137 428,100 298,271 282,958 292,277 276,855 252,273 152,073 151,755 149,011 2,358,710 356,263 2,714,973

女子 70,089 311,591 206,980 191,052 185,358 173,095 157,469 86,561 82,779 82,876 1,547,850 181,978 1,729,828

合計 145,226 739,691 505,251 474,010 477,635 449,950 409,742 238,634 234,534 231,887 3,906,560 538,241 4,444,801

男子 106,851 510,258 357,853 285,457 273,249 275,019 257,090 161,373 156,219 152,841 2,536,210 401,993 2,938,203

女子 97,491 382,300 257,668 197,745 186,817 177,018 164,581 96,556 90,699 85,615 1,736,490 209,029 1,945,519

合計 204,342 892,558 615,521 483,202 460,066 452,037 421,671 257,929 246,918 238,456 4,272,700 611,022 4,883,722

2018/19

2020/21

2021/22

2022/23
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タッフ数に比べ、退職者が出る一方で新規採用がないため 2021/2022 年度には約 20,000 人減

少した。その後 11万人程度で推移し、2022/2023年度に 2021/2022年度の採用分が反映され、

前年度に比べて 4 万人強増えている。しかし、前年度と比べて、男性教員の数は 26,000 人以

上増えているのに対し、女性教員の数は 14,000 人程度の増加にとどまっている。 

表 1-9 シンド州公立学校に配属されている教員・スタッフ数の推移 

年度 男性 女性 合計 

2018/2019 年度 90,207 42,869 133,076 

2020/2021 年度 80,676 38,411 119,087 

2021/2022 年度 76,130 34,629 110,759 

2022/2023 年度 102,624 48,751 151,375 

出典：SELD/RSU の非公開データ（2023 年 9 月 21 日時点） 

（5） 教育へのアクセスの現状と影響 

災害前後の OOSC や就学率の変化については、災害後に調査が行われていないため、災害

による影響を定量的に評価することはできない。しかし、2022 年の大雨・洪水被害は、特に

シンド州やバロチスタン州の農村部で深刻であったことから、すでに OOSC が多いこれらの

地域ではさらに OOSC、特に女子の OOSC が増える可能性が高いとされている38。上述のと

おり、UN OCHA は、2023 年 3 月時点で、新たに約 350 万人（多くが女子）の中途退学者が

出る可能性を示唆していた39。以下、PSLM（2021）のデータに基づき、2019/2020 年度のシ

ンド州における OOSC および初等教育と前期中等教育における純就学率の状況を述べる。 

下表に示すとおり、PSLM（2021）によれば、COVID-19 の感染蔓延が始まる直前の

2019/2020年度のデータでは、国全体で学齢期の男子に占める男子のOOSCの割合が 27%であ

るのに対し、女子は 37%と 10ポイントも高い。しかし、シンド州やバロチスタン州では、学

齢期の子どもに占める女子の OOSC の割合がそれぞれ 51%、59%と国の平均をはるかに超え

ており、パンジャブ州の 26%とは大きな格差がある。さらに、農村部の女子の OSSC の割合

は、シンド州が 69%、バロチスタン州が 65%であるのに対し、パンジャブ州は 31%、KP 州

でも 48%と、州間の格差が目立つ。 

表 1-10 学齢期人口に占める OOSC の割合（州別・性別・地域別）（2019/2020 年度） 

州 都市部 農村部 全体 

男子 女子 全体 男子 女子 全体 男子 女子 全体 

シンド 27% 32% 29% 49% 69% 58% 39% 51% 44% 

パンジャブ 17% 15% 16% 25% 31% 28% 22% 26% 24% 

KP 15% 25% 20% 23% 48% 34% 22% 44% 32% 

バロチスタン 29% 42% 35% 41% 65% 51% 38% 59% 47% 

全体 21% 23% 22% 30% 44% 37% 27% 37% 32% 

注）5～16 歳の年齢層 

出典：Government of Pakistan/Pakistan Bureau of Statistics. 2021. PSLM 2019-20. Islamabad: GoP/PBS. 

 
38 Towards a Resilient Education Recovery from Pakistan’s Floods: Rapid Response Research: 

https://www.pcepak.org/publications/towards-a-resilient-education-recovery-from-pakistan-s-floods-pdf.pdf （最終アクセス 2023年 9

月 26日） 

39 OCHA: https://www.unocha.org/pakistan/about-ocha-pakistan （最終アクセス 2023年 9月 21日） 

https://www.pcepak.org/publications/towards-a-resilient-education-recovery-from-pakistan-s-floods-pdf.pdf
https://www.unocha.org/pakistan/about-ocha-pakistan
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シンド州の中でも、県によって OOSC の割合が大きく異なる。PSLM（2021）によれば、

2019/2020年度のOOSCの割合が、男女間および都市部・農村部間の平均で最も高かったのは

Thatta の 71%（男子が 66%、女子が 78%）であった。最も OOSC の割合が少ない Karachi の

Central エリア（農村部はなく都市部のみで 21%）とは、同エリアの男子（21%）の 3 倍強、

女子（20%）にいたっては 4 倍近い。上記で、全・半壊した学校が全体の 70%以上だった

Khairpur Mirs（73%）と Naushero Feroze（70%）、また 60%以上だった Sukkur（69%）、

Kambar-Shanhdadkot（65%）、Jacobabad（65%）、Kashmore（62%）、Ghotki（62%）、Jamshoro

（61%）の合わせて 8 県について、性別・地域別の OOSC の割合を下表に示す。下表の示す

とおり、Kashmore、Jacobabad、Ghotkiは、それぞれ 2番目、7番目、9番目に OOSCの割合が

高いことから、災害によってさらに増えるリスクが高いといえる。 

表 1-11 2022 年の災害で公立学校の被害が大きかった 8 県の OOSC の状況（2019/2020 年度） 

州・県 都市部 農村部 合計 29 県＊中
OOSC が 

多い順位 
男子 女子 全体 男子 女子 全体 男子 女子 全体 

シンド州 27% 32% 29% 49% 69% 58% 39% 51% 44% - 

Khairpur 

Mirs 

36% 50% 43% 41% 61% 50% 40% 58% 48% 18 番目 

Naushero 

Feroze 

23% 25% 24% 45% 54% 49% 42% 50% 45% 21 番目 

Sukkur 27% 31% 29% 50% 73% 61% 41% 57% 48% 16 番目 

(Kambar-) 

Shahdadkot 

32% 51% 39% 55% 69% 60% 48% 63% 53% 12 番目 

Jacobabad 23% 36% 29% 55% 80% 66% 48% 69% 57% 7 番目 

Kashmore 46% 55% 50% 64% 82% 72% 60% 76% 67% 2 番目 

Ghotki 28% 42% 34% 47% 77% 60% 44% 72% 56% 9 番目 

Jamshoro 21% 31% 25% 52% 64% 57% 43% 54% 48% 19 番目 

注）5～16 歳の年齢層 

＊2019/2020 年度時点でのシンド州の県数は 29（現在は 30 県） 

出典：Government of Pakistan/Pakistan Bureau of Statistics. 2021. PSLM 2019-20. Islamabad: GoP/PBS 

次に、PSLM（2021）の初等教育における純就学率（NER）を州別・性別・地域別で見て

みる（次表参照）。2019/2020年度の 5～9歳の年齢層40で見てみると、全国平均の NERは 51%

と低い。最も高いパンジャブ州でも、全体 56%（男女ともに 56%）と低い。パンジャブ州の

都市部では、男女が逆転し、女子と男子の NER に 12 ポイントもの差がある。また、農村部

の男子の NER が都市部男子のそれを大きく上回っている。シンド州は 4 州の中で最も低く、

全体で 45%（男子 49%、女子 40%）であった41。シンド州およびバロチスタン州の性別およ

び地域別で見てみると、両州ともに、男子でも都市・農村部間で 7 ポイントの差があるが、

女子は 18 ポイントの差がある。 

 
40 6～10歳の年齢層で見ると、どの州も 5～9歳の年齢層の NERより数ポイント～十数ポイント高い。 

41 Ibid. 
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表 1-12 初等教育における就学率（性別・州別）（2019/2020 年度） 

州 都市部 農村部 全体 

男子 女子 全体 男子 女子 全体 男子 女子 全体 

シンド 53% 50% 51% 46% 32% 39% 49% 40% 45% 

パンジャブ 48% 60% 59% 55% 54% 54% 56% 56% 56% 

KP 61% 58% 58% 53% 41% 47% 54% 43% 49% 

バロチスタン 58% 50% 55% 51% 32% 43% 53% 37% 46% 

全体 56% 55% 56% 52% 45% 49% 54% 48% 51% 

注）5～9 歳の年齢層が対象 

出典：Government of Pakistan/Pakistan Bureau of Statistics. 2021. PSLM 2019-20. Islamabad: GoP/PBS. 

同様に、2019/2020年度の前期中等学校（6～8年生）における学齢期（10～12歳42）の子ど

もの NER を性別・州別・地域別に見てみる（下表参照）。全国平均は、21%（男子 22%、女

子 21%）で、パンジャブ州以外の 3 州はそれを下回っている。パンジャブ州は、都市部では

男女で NERが逆転し、農村部でも性別間格差がほとんどない。シンド州でも、都市部では男

女でわずかに逆転しているが、農村部では女子の NER（7%）が一桁で、男子（15%）の半分

である。また男女ともに農村部の NER は 4 州の中で最も低い値でもある。 

表 1-13 前期中等教育における純就学率（性別・州別）（2019/2020 年度） 

州 都市部 農村部 全体 

男子 女子 全体 男子 女子 全体 男子 女子 全体 

シンド 24% 25% 24% 15% 7% 11% 19% 16% 18% 

パンジャブ 27% 32% 29% 22% 22% 22% 24% 26% 25% 

KP 28% 24% 26% 22% 13% 18% 23% 15% 19% 

バロチスタン 23% 17% 20% 16% 8% 13% 18% 11% 15% 

全体 26% 28% 27% 20% 17% 19% 22% 21% 21% 

注）10～12 歳の年齢層が対象 

出典：Government of Pakistan/Pakistan Bureau of Statistics. 2021. PSLM 2019-20. Islamabad: GoP/PBS 

上記同様に、2022 年の災害で全・半壊した学校が特に多かった 8 県について、性別・地域

別の初等教育および前期中等教育における NER を次表に示す。まず、初等教育の NER は、

Naushero Feroze 以外の県では都市部でも性別間に格差がある。農村部では、シンド州全体の

男女間の格差（14 ポイント）と同等かそれ以上に格差があるのは、Shahdadkot（14 ポイント）

と Jacobabad（27 ポイント）のみであった。しかし、州内の NER 順位のワースト 10に半分の

4 県（Khairpur Mirs、Jacobabad、Kashmore、Ghotki）が入っており、これら 4 県の特徴は、女

子の NERがシンド州全体の女子の NERを大きく下回っている点である。これにより、特に 4

県については、災害被害の影響がもともと低かった就学率、特に女子の就学率にさらに影響

を与える可能性があるといえる。 

 
42 初等教育と同様に、11～13歳の年齢層で見ると、どの州も 10～12歳の年齢層の NERより数ポイント～十数ポイント高い。 
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表 1-14 2022 年の災害で公立学校の被害が大きかった 8 県の初等教育における純就学率

（2019/2020 年度） 

州・県 都市部 農村部 全体 29 県*中の
順位 男子 女子 全体 男子 女子 全体 男子 女子 全体 

シンド州 53% 50% 51% 46% 32% 39% 49% 40% 45% - 

Khairpur 

Mirs 

50% 38% 44% 45% 32% 39% 46% 34% 41% 22 番目 

Naushero 

Feroze 

69% 69% 69% **47% **54% 50% 50% 56% 53% 3 番目 

Sukkur 64% 56% 60% 45% 33% 39% 52% 41% 47% 11 番目 

(Kambar-) 

Shahdadkot 

55% 48% 52% 49% 35% 44% 51% 40% 47% 10 番目 

Jacobabad 64% 49% 57% 47% 20% 36% 50% 26% 40% 23 番目 

Kashmore **45% **52% 48% 31% 18% 25% 34% 25% 30% 27 番目 

Ghotki 63% 52% 58% 48% 25% 38% 50% 29% 41% 21 番目 

Jamshoro **50% **65% 58% 45% 44% 45% 46% 50% 48% 8 番目 

注）5～9 歳の年齢層 

*2019/2020 年度時点ではシンド州の県数は 29 だった（現在は 30 県） 

**男女の数字を間違えている可能性があり、そのため全体の数字も間違っている可能性あり 

出典：Government of Pakistan/Pakistan Bureau of Statistics. 2021. PSLM 2019-20. Islamabad: GoP/PBS. 

次に、8 県の前期中等教育における NER についても、都市部でも Khairpur Mirs 以外の県で

は性別間の格差がある。農村部の女子の NER は、Khairpur Mirs、Sukkur、Jamshoro 以外の県

では下回り、特に Kashmore ではわずか 2%となっている。そのため、8 県の全体男子の NER

はシンド州全体の男子のNERとそれほど差はないが、女子のNERでは一桁台が 4州もある。

一方、初等教育とは違い、ワースト 10 に入っている県は 2 県（Naushero Feroze と Shahdadkot）

のみであった。 

表 1-15 2022 年の災害で公立学校の被害が大きかった 8 県の前期中等教育における純就学率

（2019/2020 年度） 

州・県 都市部 農村部 合計 29 県*中
の順位 男子 女子 全体 男子 女子 全体 男子 女子 全体 

シンド州 24% 25% 24% 15% 7% 11% 19% 16% 18% - 

Khairpur Mirs 16% 16% 16% 17% 7% 13% 17% 10% 14% 18 番目 

Naushero 

Feroze 

36% 31% 33% 12% 6% 9% 15% 10% 13% 22 番目 

Sukkur 41% 32% 37% 18% 9% 14% 28% 18% 23% 7 番目 

(Kambar-) 

Shahdadkot 

30% 21% 26% 11% 5% 9% 16% 9% 13% 20 番目 

Jacobabad 34% 13% 24% 14% 6% 11% 20% 8% 15% 15 番目 

Kashmore 24% 14% 21% 24% 2% 15% 24% 4% 16% 14 番目 

Ghotki **18% **35% 25% 17% 5% 11% 17% 8% 13% 19 番目 

Jamshoro **14% **29% 18% 18% 12% 16% 16% 17% 17% 12 番目 

注）10～12 歳の年齢層 

*2019/2020 年度時点ではシンド州の県数は 29 だった（現在は 30 県） 

**男女の数字を間違えている可能性があり、そのため全体の数字も間違っている可能性あり 

出典：Government of Pakistan/Pakistan Bureau of Statistics. 2021. PSLM 2019-20. Islamabad: GoP/PBS. 
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（6） 教育の質の現状と影響 

パ国では、教育へのアクセスと同様に、教育の質も災害発生以前から教育セクターの優先

課題とされてきた。災害の影響で中途退学者が多く出る可能性が高く、残存率（定着率）や

中退率、また学習の到達度（学力）に深刻な影響が出ると考えられる。しかし、災害後に災

害による影響（因果関係）について分析する調査が行われていないため、前後の変化を示す

データはない。以下に、2022 年の災害発生前の教育の質の状況を記す。 

まず、残存率の災害前の最新データは、2020/2021年度の教育統計となる。同統計データに

よれば、同時に小学校 1年生に入学した児童（100人）の内 5年生まで進級して中途退学せず

に小学校に残る率（残存率）は、パ国全体で男子が 79%であるのに対し、女子は 78%と性別

間格差は少ない（下図参照）。州別に見ると、シンド州では男女が逆転し、女子の残存率が

79%であるのに対し、男子のそれは 76%であった。一方、バロチスタン州は男子の残存率が

58%、女子は 51%であり、4 州の中で最も低かった。また、8 年生までの残存率は、パ国全体

で男子 58%、女子 57%と性別間格差は少ないが、5 年生までの残存率と比べると大幅に減少

している。なお、シンド州の 8 年生までの残存率は、男子については 52%であるが、女子は

50%と全国平均よりやや低い値となっている。 

 
出典：Pakistan Education Statistics 2020-21 

注）AJC: Azad Kashmir; GB: Gilgit-Baltistan; and ICT: Islamabad Capital Territory. 

図 1-4 5 年生まで及び 8 年生までの残存率（性別、州別）（2020/2021 年度） 

次に、シンド州における公立小学校における中途退学率の推移を見る（次表参照）。同州

における公立小学校での中途退学は、年によりばらつきがあるが、2015/2016 年度では 1 年生

から 2 年生への進級時が最も高く、男子が 18.5%、女子が 25%となっている43。また、

2014/2015 年度では、4 年生から 5 年生への進級時が最も高く、男子 20.9%、女子 25.2%とな

っている44。このように平常時から中途退学者が出やすい 1年生から 2年生への進級時や 4年

生から 5 年生への進級時、特に災害後に中途退学者がさらに出る可能性が高くなると考えら

れる。 

 
43 SEMIS 2016-2017（SELDの Situational Analysis of the Education Sector in Sindhで引用） 
44 Ibid. 
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表 1-16 シンド州の公立小学校における中途退学率（性別、学年別）（2013-2016 年） 

単位：% 

年度 G1～2 G2～3 G3～4 G4～5 

男子 女子 合計 男子 女子 合計 男子 女子 合計 男子 女子 合計 

2013-14 18.8 22.0 20.0 14.5 14.0 14.3 14.2 14.1 14.2 14.3 14.0 14.2 

2014-15 12.3 14.0 13.0 11.5 10.3 11.1 11.7 10.9 11.4 20.9 25.2 22.7 

2015-16 18.5 25.0 20.9 15.4 16.0 15.6 12.1 13.5 12.7 13.2 14.7 13.5 

出典：SEMIS 2014-15 to 2016-17（SELD の Situational Analysis of the Education Sector in Sindh で引用） 

最後に、災害による子どもの学力への影響も計り知れない。しかし、教育へのアクセスや

教育の質と同様に、災害による子どもの学力への影響を定量・定性的に評価分析した調査結

果がないため、推測の域を出ない。また、子どもの学力への影響はもう少し中長期的に見て

評価しなければわからないともいえる。PDNA 報告書は、災害による教育セクターへの影響

は、被災した公立学校の児童・生徒 240 万人を含む数百万人におよぶ子どもたちの学びの中

断、それに伴う学習損失、将来の人間開発まで多岐にわたると分析している45。学習再開の

遅れは学習時間の損失につながり、すでに勉強で遅れている児童・生徒の学習成果や成績に

影響を与えるとしている46。さらに、同報告書は、世界銀行の専門家によるコメントを基に、

洪水後の子どもの学力低下（学習貧困）は、学校閉鎖だけで 5 ポイント上昇するところ、災

害やパンデミックによる学校閉鎖によってさらに 4 ポイント上昇するとしている47。また、

こうした自然災害の後は特に、仮に学校に戻れたとしても、子どもの学習は遅れがちで、な

かなか追いつくことができず、人間資本の損失が蓄積していくと示唆している48。 

パ国の災害前の子どもの学力は、アジア諸国の中でも非常に低く、学力の向上が喫緊の課

題であった。Annual Status of Education Report (ASER) 2021 によれば、小学校 3 年生レベルの

基礎的な読解力や計算能力が合格レベルに達していたのは、それぞれ 全体の 15%と 20%の

子どもだけであった49。また、性別で見てみると、男子の方がわずかに学力が高く、ウルド

ゥー語/シンド語/パシュトゥー語の文章を読むことができる男子（5～16歳）は 48%であった

が、女子は 45%であった50。同様に、同じ調査対象グループで引き算ができる男子は 38% で

あったのに対し、女子は 37% だった51。 

以上から、4RF 報告では、災害前からの子どもの学力の課題をあげている。同報告書によ

れば、2019 年時点でパ国の学校に通う 4 人に 3 人が 10 歳までに読解力を身につけられてい

ないとしている52。同国では、もともと COVID-19 感染症によるパンデミック以前の学習貧

 
45 Pakistan Floods 2022 Post-disaster Needs Assessment Supplement Report (Sector Reports: Education): 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_emp/documents/publication/wcms_863195.pdf （最終アクセス 2023年 9月 21日） 
46 Ibid. 

47 Ibid. 

48 Ibid. 

49 Towards a Resilient Education Recovery from Pakistan’s Floods: Rapid Response Research: 

https://www.pcepak.org/publications/towards-a-resilient-education-recovery-from-pakistan-s-floods-pdf.pdf （最終アクセス 2023年 9

月 26日） 
50 Ibid. 

51 Ibid. 

52 World Bank. 2019. Pakistan Learning Poverty Brief. 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_emp/documents/publication/wcms_863195.pdf
https://www.pcepak.org/publications/towards-a-resilient-education-recovery-from-pakistan-s-floods-pdf.pdf
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困率が 75%と推定されていたが、それは南アジア地域の平均より 16.3ポイント高い数値であ

った。COVID-19 感染症の蔓延による長期間の学習中断に続き、2022 年の大雨・洪水による

さらなる学習中断で、子どもの学習損失がますます深刻になったとしている53。 こうしたパ

ンデミックや災害による混乱は学習格差を増大させ、特に社会経済的に不利な家庭の子ども

に深刻な影響を与えると示唆している54。  

1-1-2 教育セクターへの災害対応・復興支援計画 

（1） 災害対応計画 

上記の被害状況や影響の甚大さを踏まえて、UNOHA や UNICEF をはじめとする UN 機関

とそのパートナー機関（NGOs）は、政府による緊急援助・人道支援をサポートするため、

2022 年 9 月に洪水対応計画（Floods Response Plan: FRP）55を策定した。FRP は、支援を必要

とする 2,060万人の中でより厳しい状況に置かれている 950万人をターゲットとし、その支援

活動には 816 百万 USD が必要とした。FRP の戦略目的として 3 つあげられており、それらは、

1）最も被害を受けた地域の人々に対し、優先順位に沿って政府の災害対応を支援し、防寒

対策などの緊急救命と生計支援を提供する、2）感染症の発生を防ぎ、妊娠中や授乳中の女

性、5 歳未満の子ども等の脆弱な人々の栄養状態を含む、健康に対するリスクを効果的にモ

ニターする、3）洪水の影響を受けた人々が、緊急援助や保護支援にアクセスでき、生命を

左右する意思決定プロセスに参加できることを保障し、安全や尊厳を回復する、である。 

これら戦略的目的に基づき、教育分野を含む 9 つの支援分野が選定されている。支援分野

は、1）教育、2）食料安全保障・農業、3）保健、4）栄養、5）保護、6）シェルター、7）

WASH（水・衛生）、8）ロジスティクス、9）連携、である。 

FRP 下の教育分野への支援は、70 万人（女子・男子および女性・男性）をターゲットとし、

必要な予算は 40.6 百万 USD とされた。パートナー機関（NGOs）が、シンド州を含む各州政

府教育局とともに、下表に示す活動を行い、被災地域の子ども・若者が継続して安全な学習

環境が得られるようにすることを目指している。 

 
53 Resilient Recovery, Rehabilitation, and Reconstruction Framework Pakistan (4RF): 

https://www.undp.org/pakistan/publications/pakistan-floods-2022-resilient-recovery-rehabilitation-and-reconstruction-framework-4rf 

（最終アクセス 2023年 9月 28日） 
54 Ibid. 

55 FRP: https://reliefweb.int/report/pakistan/revised-pakistan-2022-floods-response-plan-01-sep-2022-31-may-2023-04-oct-2022 （最

終アクセス 2023年 9月 22日） 

https://www.undp.org/pakistan/publications/pakistan-floods-2022-resilient-recovery-rehabilitation-and-reconstruction-framework-4rf
https://reliefweb.int/report/pakistan/revised-pakistan-2022-floods-response-plan-01-sep-2022-31-may-2023-04-oct-2022
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表 1-17 FRP の教育セクター支援の概要 

 支援活動 支援対象者数 試算額
（USD） 男性 女性 男子 女子 

1 仮設校舎（TLC）の建設 - - 109,512 93,288 10,140,000 

2 浸水した学校の水のかき
出し、清掃、消毒 

- - 347,875 296,337 2,147,375 

3 被害校の小規模修繕 - - 202,545 172,538 3,985,268 

4 教員を対象とした、社会
心理サポート（PSS）、複
式授業のやり方、緊急時
の教え方等に関する研修 

11,246 9,580 - - 374,862 

5 学校運営委員会（SMC）
メンバー対象の PSS、学
校の安全な再開に関する
研修 

21,922 18,675 - - 730,747 

6 教材、学習教材、キット
の配布 

- - 7,307 6,224 8,119,410 

7 給食 - - 21,600 18,400 1,785,600 

8 十分需要のある学校での
プレハブ小屋の建設 

- - 10,951 9,328 5,070,000 

9 学校再開の会の開催 - - 312,057 265,826 2,029,853 

10 防寒キット - - 146,016 124,384 6,219,200 

出典：UN OHCA. Oct. 2022. Revised 2022 Floods Response Plan. 

2023 年 8 月現在までの FRP の実施状況について、UN OCHA は、34 の被災県を対象に 380

人万以上への支援を行ったと報告している。当初 816 百万 USD が必要としていたところ、

67%分の予算は確保できたとのことである。教育分野については、上記のとおり支援に必要

な予算額として試算された 40.6 百万 USD の内 28.2 百万 USD（69%）は確保でき、対象とす

る70万人中30万人に対して支援ができたとのことである。しかし、残る12.4百万USD（31%）

については確保できておらず、引き続き予算確保の必要があるとしている。 

具体的な支援の内訳として、マイナーな学校修繕により、バロチスタン州は 46,000人、KP

州は 7,700人、パンジャブ州は 5,000人、シンド州は 11,000人の子どもに裨益したとしている

56。全壊した学校は再建まで時間を要するため、プレハブの仮設校舎（Transitional School 

Structures: TSSs）の供給支援も行われた。TSSs の支援でバロチスタン州では 13,000 人、シン

ド州では 150 人の子どもに裨益したとしている57。また、一時的に学べる学校（Temporary 

Learning Centers: TLCs）の建設により、バロチスタン州で 23,000 人、KP 州で 4,000 人、パン

ジャブ州で 48,000 人、シンド州で 120,000 人の子どもが教育サービスを受けることができた

58。そのほか、学習教材、避難所で使用するための日用品キット等が、シンド州での 258,000

人を含む 36 万人以上の子どもに配布された59。また、SMC のメンバーを対象にした、社会心

理サポート（Psychosocial Support: PSS）、安全な学校の再開、学校を機能させるためのやり方

 
56 UN OCHA. “PAKISTAN: 2022 Monsoon Floods Situation Report No. 19 As of 12 August 2023”. 

57 Ibid. 

58 Ibid. 

59 Ibid. 
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等に関する研修の実施、さらに PSS のやり方、複式学級での教え方等について、シンド州を

含む 4 州の 2,000 人の教員に対する研修が行われた60。 

UN OCHA によれば、上記であげた予算の不足分に加えて、課題について下記のポイント

をあげている61。まず、予算不足により、TSS の支給や復興が遅れている点である62。計画さ

れた 510 の TSS の内 136 のみ建設されたとのことである。また、修繕が計画された 3,444 校

のうち、353 校が修繕され、今後 164 校の修繕が行われる予定であるが、残る 2,927 校につい

ては未定の状態である63。さらに、2023年 7月までに 2,312人の教員に研修が行われたが、対

象とする 20,826 人には遠く及ばない64。今後の災害に対する備え基金が不足していることも、

課題としてあげられた。 

（2） PDNA 

上述のとおり、PDNA 報告書において、教育セクターの被害総額は 559 百万 USD、損失総

額は 219 百万 USD とされた。また、被災した 17,205 校の 97%が小学校から高校（1 年生から

12 年生）までの学校が占め、240 万人の児童・生徒の学びに影響を与えたとした。これらを

踏まえ、復興に向けたロードマップには、子どもや青少年の教育、保護、福祉に対するリス

クを軽減するため、代替または一時的な学習スペース（Temporary Learning Centers: TLCs）を

通じた学習の再開に当面の重点を置くとされている65。その理由として、アクセス可能で安

全、安心、インクルーシブな教育機関の再建と修復が中長期にわたって続くからとしている

66。さらに、PDNA 報告書では、復興期間を通じて質の高い教育の確保を優先させることを

提言している67。それには、災害による子どもの学習損失の実態評価、学習回復のための計

画作成、子どもが質の高い教育にアクセスできているかどうかを追跡できるシステムの確立、

教員が新しい状況に適応できるための継続的な研修とサポートを行うニーズがあるとしてい

る68。 

これらの支援を行うために、教育セクターの復興には 918 百万 USD が必要と試算された69。

内訳として、「アクセスと学習環境」のために 888.7 百万 USD、「教育と学習」のために 16.8

百万 USD、「教育政策」のために 12.6 百万 USD、である。これら 3 つの優先項目の中で、さ

らに詳細な取り組み事項に分け、実施時期（短期、中期、長期）と優先順位も記載している

（次表参照）。 

 
60 Ibid. 

61 Ibid. 

62 Ibid. 

63 Ibid. 

64 Ibid. 

65 Pakistan Floods 2022 Post-disaster Needs Assessment Supplement Report (Sector Reports: Education): 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_emp/documents/publication/wcms_863195.pdf （最終アクセス 2023年 9月 21日） 
66 Ibid. 

67 Ibid. 

68 Ibid. 

69 Ibid. 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_emp/documents/publication/wcms_863195.pdf
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表 1-18 PDNA・教育分野における復興ニーズの優先事項 

取り組み 短期（12 ヶ
月以内） 

中期（3 年
以内） 

長期（5 年
以内） 

優先順位  

（1～5

位） 

アクセスと学習環境 

合計額： 1,909 億 PKR 

合計額： 888.7 百万 USD 

TLC による学校再開 ✓  ✓   1 

被災した学校の施設被害評価の実施 ✓    1 

被災校の水のかき出し、清掃、消毒等 ✓    1 

全壊した学校のためにプレハブ教室の建
設 

✓  ✓   1 

BBB（Build Back Better）原則を適用し、
損傷した学校の再建、改修 

 ✓  ✓  1 

就学キャンペーンの実施 ✓  ✓   2 

安全な学校の再開、DRM（Disaster Risk 

Management）計画策定等のために PTA、
SMC 等のモービライゼーション 

✓    2 

学習機会へのアクセスと災害復興への参
加に向けて地域社会のモビライゼーショ
ン・センシタイゼーションの実施 

✓  ✓  ✓  1 

2～3 年以内に再開できない場合、特に女
子が利用可能な私立校に通うためのバウ
チャー導入 

✓  ✓  ✓  3 

教育と学習 

合計額： 36 億 PKR 

合計額： 16.8 百万 USD 

学習時間損失の評価を行い、影響を受け
た子どもや OOSC の学習ギャップを埋め
るためのエビデンスに基づいた地域改善
計画の策定 

✓  ✓  ✓  1 

アクセスと学習成果を測定するためのジ
ェンダー視点に立ったモニタリングシス
テムの確立 

✓  
  

✓  ✓  1 

ニーズに基づく継続的な教員の専門能力
開発 

✓  ✓  ✓  2 

教育政策 

合計額： 27 億 PKR 

合計額： 12.6 百万 USD 

「学校安全フレームワーク」の更新・運
用および教員・教育職員の研修に DRM モ
ジュールの包含 

 

 ✓  ✓  3 

県ごとに (i) 緊急対応および避難計画と訓
練、(ii) 早期警報システム、 (iii) 学習継続
計画、の開発 

  ✓  3 

教育セクター計画に必須かつ有償の DRM 

コンポーネントを導入 

  ✓  2 

カリキュラムへの DRM の挿入  ✓  ✓  3 

再建中でも教育継続を可能にするため
に、被災した私立学校に低利融資を導入 

 ✓  ✓  4 
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教育財団への支援を含む、機敏で低コス
トのサービス提供モデルによる官民パー
トナーシップを確立 

 ✓  ✓  4 

国の洪水対応や復旧ダッシュボードにリ
ンクさせたり、国・州・県レベルの追
跡、監視、評価プロセスに統合させて、
PDNA における復旧の取り組み状況を追
跡できるプロセスを確立 

✓  ✓  ✓  2 

出典：Government of Pakistan, Ministry of Planning, Development and Special Initiatives. 2022. Pakistan Floods 2022 

Post-disaster Needs Assessment Supplement Report (Sector Reports: Education). Islamabad: GoP. 

（3） 4RF（Resilient, Recovery, Rehabilitation, and Reconstruction Framework） 

パ国政府は、PDNA の調査結果を基に、復興に向けた戦略・アプローチを示す 4RF

（Resilient, Recovery, Rehabilitation, and Reconstruction Framework）を作成した。4RF では、戦

略的復興目標（SRO）として 4 つの目標が掲げられている。 

SRO1: 被災した人々、特に最も脆弱な人々の生活と生計を回復させるためのガバナンス

と政府機関の能力を強化する。 

SRO2: 生計と経済的な機会を回復させる。 

SRO3: 社会的包摂と人々の参加を確実にする。 

SRO4: 基本的なサービスやインフラについて、レジリエントかつ持続可能な方法で復

元・改善する。 

上記 4 目標の中で、教育分野の復興戦略は SRO4 の中に組み込まれている。さらに、SRO4

下に、a) 政策および実施改革のための優先事項（短期、中期、長期）、b) 復旧・復興・再建

を支援するための優先プログラム（短期、中期、長期）、c) 制度の有効性とより良い取り組

み方の優先事項（短期、中期、長期）、が設けられている。教育分野については、a)、b）c)、

それぞれの中で「社会サービス・教育」のカテゴリー下、短期間および中期間の取り組み事

項が記載されている（下表参照）。 

表 1-19 4RF の教育分野に関連する優先事項（短期・中期） 

社会サービス・教育 

カテゴリー 短期の取り組み事項 中期の取り組み事項 

a) 政策および実
施改革 

✓ 学習施設を今後の気候リスク
や災害に対して安全でレジリ
エントにするため、「学校安全
フレームワーク（SSF：School 

Safety Framework）」を更新・
実施する。 

✓ SSF を 実 施 し 、 防 災
（DRM）をカリキュラム、
教材、教育セクター計画、
教員研修等に加える。 

b) 復旧・復興・
再建のための投
資/プログラム 

✓ 基礎的な学習の回復と学習の
継続を優先して、すべての子
どもたちに届く行動計画を立
て、安全に学習を再開する。 

✓ 心理社会的な健康と福祉を統
合して、子どもの学習レベル

- 
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を評価し、基礎を教え、指導
とキャッチアップ学習の効率
性を高める。 

✓ 安全で包括的かつ強靱な教育
施設を確保するため、学校の
早急な再建/修復に投資とイノ
ベーションを集中させる。 

c) 制度とより良
い取り組み方 

✓ 保護者や地域社会の関与とす
べての教育レベルにわたる調
整を強化し、学習と就学に対
するリスク、中退や中断に対
する早期警告システムを強化
する。 

✓ OOSC や中退者を受け入れる
ための非公式のシステムを強
化し、学校教育への復帰と公
立学校の修復を促進するため
の官民および官民非営利のパ
ートナーシップを模索する。 

✓ 校長や県職員向けの適切な
オリエンテーションととも
に、すべての教員にとって
適切なレベルで教え、指導
することに関する教員教育
と能力開発を統合する。必
要に応じて民間部門や NGO

と協力する。 

✓ 補習学習の成果を達成し、
学校の災害対応計画を策定
する際に、校長を技術的お
よび財政的に支援する。 

✓ 全レベルで質の高い包括的
な学習を継続できるよう、
アクセスと学習環境、教
育、学習と政策の優先事項
に焦点を当てた、複数年に
わたる戦略的な教育セクタ
ー計画を立てるため、専門
的技術支援を各州に確保す
る。 

✓ 幼児教育、ノンフォーマル
教育、特別支援教育、職業
訓練を組み込んだインクル
ーシブ教育への技術的支援
を提供する。 

出典：Government of Pakistan, Ministry of Planning, Development and Special Initiatives. 2022. Resilient Recovery, 

Rehabilitation, and Reconstruction Framework Pakistan (4RF). GoP: Islamabad. 

 

上記 SRO4 下での教育分野の取り組みを実施するための予算計画が作成されている（次表

参照）。この予算計画は、上述の PDNA の予算計画とリンクするもので、合計予算額や実施

時期に一貫性が持たされている。一方で、上表では、教育分野の取り組み事項は短期間と中

期間の取り組みのみが記載されているが、次表の予算計画には長期間の取り組みのための予

算額も設定されており、これは PDNA における長期間の取り組み（の予算額）が反映された

ものと思われる。 
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表 1-20 4RF・SRO4 の予算計画（社会サービス・教育） 

単位：百万 USD 

必要額 

 

戦略カテゴリ
ー 

短期 

 

中期 

 

長期 

 

合計 

 

コミットさ
れた予算額 

予算源 

918.0 a) 政策および
実施改革 

0.4 4.5 7.6 12.5 - 政府、
UN、ドナ
ー、NGOs 

b) 復旧・復
興・再建のた
め の 投 資/プ
ログラム 

83.5 536.5 277.5 897.5 - 政府、
UN、ドナ
ー、NGOs 

c) 制度とより
良い取り組み
方 

5.6 1.9 0.5 8.0 - 政府、
UN、ドナ
ー、NGOs 

出典：Government of Pakistan, Ministry of Planning, Development and Special Initiatives. 2022. Resilient Recovery, 

Rehabilitation, and Reconstruction Framework Pakistan (4RF). GoP: Islamabad. 

（4） シンド州政府（SELD）による教育セクター復興計画 

シンド州の教育セクターでは、2022 年 9 月以降、SELD と UNICEF が共同議長を務める

「DRR ワーキンググループ」が中心となって、被害を受けた学校の再建や子どもたちに必要

な緊急および復興支援のニーズの取りまとめ、実施に向けた話し合いを進めてきた。シンド

州には 30 の県があるが、県レベルに設置されている「District Education Group」は、UNICEF

等の支援を受けて、隔週で会議を持ち、復興に向けた活動計画の策定に取り組んできた。し

かし、いずれも 2022年の水災害を受けて緊急対応する主旨のもので、中・長期的な復興計画

や予防の取り組みを含む復興計画ではない。アジア開発銀行（ADB）は、シンド州を中心に

教育セクターへの復興支援にコミットしており、そのミッションリーダーによれば、同州教

育セクターの中・長期的な復興計画の策定の技術支援を行いたいとのことであったが、2023

年 5 月時点では具体的な支援内容は未定の状況であった。 

同州の「学校教育セクター計画およびロードマップ」は 2024年までで、2024年以降のセク

ター計画の策定が課題となっている。その一環として、シンド州では、2022 年から GPE

（Global Partnership for Education）下での優先的な取り組み内容（Compact70）について、

UNICEF が Coordinating Agency として SELD（主に RSU）および同取り組みに賛同する JICA

や世界銀行を含む関係ドナー、NGO（セーブ・ザ・チルドレンほか）等と協議を進めている。 

しかし、GPE の Compact は、2022 年の災害前から取り組まれていたこともあり、災害復興

に焦点を当てた取り組み内容とはなっていない。2023 年 5 月に開催された関係者間のワーク

ショップで、Compact の期待される成果として「improved equitable access to quality foundational 

learning, retention, and the transition from primary to elementary level especially for girls」が打ち出

された。今後は、RSU の職員やコンサルタントから構成されるタスクフォース・チームによ

って Compact が作成される予定で、打ち出された成果を基に、女子の小学校教育の修了・前

 
70 シンド州の GPEにおける Compactは、SELD/RSUおよび GPEに参加するドナー・NGO等が合意し、その実施に対して協定を結

んだ共通の目標・最優先取り組み内容のことを指す。ただし、実施は各ドナー・NGOが個別に行い、それぞれのやり方で、Compact

の達成を目指すシステムとなっている。 
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期中等学校進学の促進、就学前教育の促進、教育の質改善、等（災害復興も少しは含まれる）

が優先課題とされる見込みである。また、これらを目的とする GPE による無償事業も計画さ

れることになる。Compact の内容に賛同するドナーや NGO は署名を行い、その内容に沿った

支援をそれぞれ進めていくことが期待される。また、Compact で計画された無償事業の実施

を担う Grant Agent も選定される。 

上述のとおり、シンド州では全・半壊した学校が 19,808 校ある。SELD では、PDF

（Planning, Development & Finance）担当の次官補が、復興にかかる予算計画の策定に取り組

んでいる。全・半壊した公立学校の修繕・再建にかかる費用は 2,620 億 PKR と試算されてい

る。これらの費用を賄う資金源として、SELD の独自予算とドナーによる支援が考えられて

いる。まず、SELD の独自予算の中で被災校の再建・修繕に充てられる予算（2023/24 年度）

には、M & R（Maintenance & Repair）の 35 億 PKR と ADP（Annual Development Plan）の 19.2

億 PKR がある。ADP の全体予算（160 億 PKR）は、M&R 予算に比べて予算規模が大きいも

のの、そのうち約 80%は既存の事業に充てられ、被災校の再建・修繕を目的とする新規事業

には約 20%（32億 PKR）しか充てられないという制約があり、そのうちの 60～65%（19.2億

PKR）を充てている。加えて、連邦政府からの公共セクター開発事業（PSDP）予算が 110 億

PKR と大きい。次に、ドナーによる支援は、中国からの支援が 70 億 PKR、EU からの支援が

30 億 PKR（既存事業 DEEP からの振り分け）と大きく、これに ADB の支援が加わることに

なる（2023 年 5 月時点で支援額は未定であるが、ミッションリーダーからの聞き取り内容に

よれば、1～2 億 USD 程度とのことであった）。 

2023 年 5 月時点のシンド州における被災校の修繕・再建計画は次表のとおりである。 

表 1-21 シンド州の被災した公立学校の修繕・再建計画 

財源 予算の 

種類 

全体予算額
（億 PKR） 

対象校数 備考 

修繕(校) 建替(校) 

ニーズ 2,620  12,305 7,503 

政府 

予算 

M & R 
2022/23 

19 850 - 予算のすべてを被災校の修繕
に充てる 

M & R 
2023/24 

35 1,500～2,000 - 

ADP 
2023/24 

19.2  

1,000 (～1,200) 

ADP 全体予算（160 億 PKR）
の約 20%（32 億 PKR）が新規
事業用、その 60～65%（19.2
億 PKR）を充てる 

PSDP 
2023/24 

110 1,800 Public Sector Development 
Project（PSDP）は ADB 等支
援による連邦予算 

ドナー
支援 

EU/DEE
P 

無償 

30 - 120 DEEP 予算の内 12.7 百万ユー
ロを被災校再建費に充てる。
農村部の被災校が対象。 

中国 

無償 

70 - 646 Dadu, NF, Jamshoro, Khairpur, 
Mirpurkhas の市街地の被災校
が対象 

ADB 

有償 

未定 未定 未定 SSEIP とは別に支援、8 月ごろ
詳細が確定 

合計 283.2+ 2,350～2,550+ 766+ これに ADB のローンが加わる 

出典：SELD/PDF の次官補等からの聞き取り（2023 年 5 月 26 日）情報に基づき、調査団作成 
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1-1-3 社会経済・ジェンダー状況 

（1） 社会経済状況 

パ国は、南アジアに位置し、東はインド、北東は中華人民共和国、北西はアフガニスタン、

西はイランと国境を接し、南はインド洋に面している。パ国は、パンジャブ州、シンド州、

バロチスタン州、KP 州、首都 Islamabad（連邦直轄地域）から構成される連邦国家である。

人口は、2022 年の国連によると、2.27 億人と、世界で 5 番目に多い。多民族国家で、パンジ

ャブ人（約 60%）、シンド人（13%）、パシュトゥン人（13%）、バローチ人（4%）等から構

成され、公用語はウルドゥー語と英語である71。また、国民の約 97%がイスラム教を信仰し

ているが、少数派としてキリスト教徒やヒンドゥー教徒もいる。 

パ国の主要産業は、農業および繊維産業や自動車産業等の製造業である72。世界銀行によ

れば、2022 年のパ国の GDP は、3,765.3 億 USD で、一人当たりの GDPは 1,535USDであった

73。パ国は、建国 100 周年を迎える 2047 年までに高中所得国を目指しているが、そのために

は、治安の安定、電力供給の安定、製造業の促進等に加えて、人口の 3 割強を占める 24 歳以

下の若手人材の育成が課題となっている。しかし、上述のとおり、パ国には、学校に行って

いないOOSCが全国に 2,280万人以上もおり、全国平均で学齢期（5～16歳）の総人口の 32％

にあたる74。2019/2020年度の初等教育（1～5年生）における総就学率（5～9才）は 82%であ

ったが、前期中等教育（6～8 年生）の総就学率（10～12 才）は 56%と非常に低い75。これを、

州、地域（都市部・農村部）別、性別で見ると、バロチスタン州やシンド州の農村部の女子

はさらに低い。なお、15～24歳の識字率（2019/2020年度）は、全国平均で72%（男性79%、

女性 65%）に留まっている76。 

さらに、パ国は、気候変動・温暖化による豪雨や洪水等の水災害のリスクに晒されている、

最も脆弱な国のひとつとして考えられている。上記のとおりパ国の主要産業は農業であり、

甚大な水災害が起こるたびに農業は大きな打撃を受けることになり、農業関係者はもちろん

国全体の経済・GDP にも大きな影響を与える。また、道路や橋、灌漑施設等の経済活動を支

えるインフラ、さらに住宅および教育施設や病院等の社会インフラの損壊は、人々の暮らし

や社会・経済活動を妨げ、その復旧には、莫大な時間、労力、資金を要することになる。州

や地域間および性別間で経済力、教育レベル、情報やテクノロジー、さらに金融サービス等

へのアクセスにおける格差が著しいパ国では、すでに脆弱である農村部の女性、貧困層、障

害者等がさらに経済的困窮に陥り、ますます脆弱になる可能性が高い。また、女性・少女

（特に障害のある女性・少女）は、災害後さらにジェンダーに基づく暴力（早期婚・強制婚、

DV、レイプ、人身売買等）の被害にあうリスクが高まる。被災した人々、特に子どものトラ

ウマや精神的な健康被害も深刻である。気候変動リスクは、パ国の社会経済開発の大きな妨

 
71 http://www.pbs.gov.pk/content/population-census （最終アクセス：2022年 7月 4日） 
72 https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/pakistan/data.html#section4 （最終アクセス：2022年 7月 4日） 
73 Trading Economics: 

https://tradingeconomics.com/pakistan/gdp#:~:text=GDP%20in%20Pakistan%20averaged%2094.51,statistics%2C%20eco

nomic%20calendar%20and%20news. （最終アクセス：2023年 9月 29日） 
74 Government of Pakistan/Pakistan Bureau of Statistics. 2021. PSLM 2019-20. Islamabad: GoP/PBS. 
75  Ibid. 

76 Ibid.  

http://www.pbs.gov.pk/content/population-census
https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/pakistan/data.html#section4
https://tradingeconomics.com/pakistan/gdp#:~:text=GDP%20in%20Pakistan%20averaged%2094.51,statistics%2C%20economic%20calendar%20and%20news
https://tradingeconomics.com/pakistan/gdp#:~:text=GDP%20in%20Pakistan%20averaged%2094.51,statistics%2C%20economic%20calendar%20and%20news
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げとなり得る。 

（2） ジェンダー格差の現状 

パ国は、法の下の男女平等を憲法にて保障している。また、政府は、1996 年に女性差別撤

廃条約 に署名・批准し、同条約と整合性をとるための国内法の改定を進めている。さらに、

ジェンダー平等と女性のエンパワメントに向けた様々な制度整備も行っている77。しかし、

実社会においては、イスラム法や部族の慣習が広く採用され、女性の人権が著しく侵されて

いる78。伝統的な家父長制の慣習やイスラム法が支配する社会において、相続権や土地の所

有権等を含め、女性には男性と同等の権利が実質的には与えられていない79。さらに、「男性

は女性の上に位置する」「男性は女性の保護者である」とする社会通念や女性を隔離する

「パルダ」80の社会慣習により、女性や少女の移動の自由、教育や保健等の社会サービスへ

のアクセス、経済活動への参加・雇用の機会等が制限されている地域が少なくない81。 

パ国は、2023年に「世界経済フォーラム」が発表した「ジェンダー・ギャップ指数（GGI）」

において、146 ヶ国中 142 位であった（下表参照）。南アジアの周辺国（バングラデシュ、イ

ンド、ネパール、スリランカ）と比較してみると、下表が示すとおり、バングラデシュが 59

位、スリランカが 115 位、ネパールが 116 位、インドが 127 位となっている。インドの保健

分野を除いて、全ての分野においてパ国のジェンダー格差が最も大きい。 

表 1-22 ジェンダー・ギャップ指数（GGI）（2023 年）周辺国との比較 

 パキスタン バングラデシュ インド ネパール スリランカ 

順位 指数 順位 指数 順位 指数 順位 指数 順位 指数 

総合 142 位 0.575 59 位 0.722 127 位 0.643 116 位 0.659 115 位 0.663 

経済 143 位 0.362 139 位 0.438 142 位 0.367 136 位 136 124 位 0.555 

教育 138 位 0.825 122 位 0.936 26 位 1.00 127 位 0.918 85 位 0.988 

保健 132 位 0.961 126 位 0.962 142 位 0.950 82 位 0.969 1 位 0.980 

政治 95 位 0.152 7 位 0.552 59 位 0.253 54 位 0.276 106 位 0.130 

出典：World Economic Forum. 2020. Global Gender Gap Report 2020. New York: World Economic Forum 

GGIの評価が始まった 2006年時のパ国の指数は 0.543、順位は 115ヶ国中 112位であった。

その 17年後の 2023 年、指数は 0.575に多少改善が見られるが、順位はワースト 4からワース

ト 5 にわずかに順位を上げたに過ぎない。2023 年の GGI において、パ国は、政治分野が 146

ヶ国中 95 位、教育分野は 138 位、保健分野は 132 位、経済活動への参加分野は 143 位となっ

ている。特に、経済活動への参加分野の指数は 0.362 で、146 ヶ国平均の 0.601 を大きく下回

る。また、これは 2006 年時の指数値（0.369）よりも低い。さらに、2023 年の労働参加率は

男性が 80.67%であるのに対し、女性は 24.53%となっている。また、女性の年収は男性の 4分

の 1 程度に留まっている。 

 
77 JICA 「パキスタン・イスラム共和国 パンジャブ州・国境地域農業セクター情報収集・確認調査ファイナル・レポート」2016年 
78 ibid. 
79 JICA 「パキスタン・イスラム共和国 平成 26年度国別ジェンダー情報整備調査報告書」2015年 
80 パルダは、南アジアを中心とする地域において、女性を社会から隔離する慣習・制度である。特に、女性の居場所を家

庭・私的な領域に限定し、公的な領域への移動や公的な領域における男性との接触を制限する。 
81 JICA 「パキスタン・イスラム共和国 パンジャブ州・国境地域農業セクター情報収集・確認調査ファイナル・レポート」2016年 
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表 1-23 ジェンダー・ギャップ指数（GGI）2023 年 

指標 順位 値 女性 男性 

労働参加と機会 

労働参加率（%） 140 位 0.304 24.53% 80.67% 

類似職種の賃金 (1-7段階評価、7が高
い) 

71 位 0.6250 - - 

推定年収（1,000US$） 137 位 0.251 2.09 8.32 

幹部・管理職の割合（%） 139 位 0.061 5.71% 94.29% 

専門職・技術職の割合 (%) 132 位 0.358 26.39% 73.61% 

教育の習得 

識字率 (%) 137 位 0.671 - - 

初等教育への就学率 (%) - - - - 

中等教育への就学率 (%) 132 位 0.868 41.59% 47.90% 

高等教育への就学率 (%) 104 位 0.984 12.12% 12.32% 

健康 

出生時の男女比 - 0.944 - - 

健康寿命 140 位 0.999 - - 

政治参加 

女性国会議員の割合 (%) 94 位 0.258 20.5% 79.5% 

女性大臣の割合 (%) 126 位 0.103 9.38% 90.63% 

女性国家元首が在任した年数（過去 50

年間の内の年数） 

36 位 0.104 4.73 45.27 

出典：World Economic Forum. 2023. Global Gender Gap Report 2020. New York: World Economic Forum. 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

パ国は、人口約 2.27 億人を擁する南アジアの大国である。特に若年層人口の厚さから、今

後人口ボーナスを享受し大きな経済成長を遂げる可能性を秘めている。しかし、前述のとお

り、5～16 歳の学齢期の総人口 5,153 万人に占める OOSC は約 2,280 万人で、世界で 2 番目に

多いとされる。本事業の対象地域であるシンド州は、全 4 州の中で人口（約 4,700 万人）が 2

番目に多く、パ国で最大の商業・工業都市であるKarachiを擁することから、当国の経済成長

を牽引する重要な州である。そのため、州外からの移住者も多く、過去 10年間で人口が激増

し、なかでも 15 歳以下の若年人口が占める割合も増えている82。一方で人口の半数近くは農

村部に暮らしており、農村人口の 4人に 3人が多面的な貧困に苦しんでいるといわれる83。シ

ンド州では、Karachi を含む都市部と農村部、県の間で経済的な格差がより拡大している。ま

た、同州はパンジャブ州や首都 Islamabadと比較して、特に農村部ではジェンダー差別が根強

く、ジェンダー規範やパルダの慣習から、多くの女性・少女は移動の自由が制限されている。

結果として教育や保健のサービスへのアクセスや経済活動への参加が限られている. 

こうした都市部と農村部の経済格差やジェンダー差別は、教育へのアクセスに大きな影

響を与えている。上述のとおり、シンド州は、パ国の中でも OOSC の割合が高く、就学率が

低いが、特に農村部の女子にその傾向が強いとされる。シンド州の学齢期の総人口に占める

 
82 シンド州教育セクター計画＆ロードマップ（SESP&R 2019-2024） 
83 Ibid. 
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OOSCの割合は、女子が 58%、男子が 47%で、どちらも全国平均（女子 49%、男子 40%）を

大きく上回っている84。また、上述のとおり、同州の初等教育における NER（5～9 歳）は、

都市部では性別間にそれほど大きな格差はないが（女子 50%、男子 53%）、農村部では女子

32%、男子 46%と 14 ポイントの格差がある85。同様に、前期中等教育の NER（10～12 歳）

でも、都市部（女子 25%、男子 24%）では男女で逆転している一方、農村部（女子 7%、男

子 15%）では男女ともに非常に低いうえに、女子は一桁台である86。 

かかる課題への対応として、JICA はこれまでに無償資金協力「シンド州南部農村部女子

前期中等教育強化計画」（2013 年度閣議）および「シンド州北部農村部女子前期中等教育強

化計画」（2015 年度閣議）を通じ、シンド州南部 6 県・北部 6 県において計 54 校を対象に、

老朽化した一部小学校校舎の改築と前期中等学校教室の整備を行った。また「シンド州農村

部における女子前期中等教育拡充計画」（2022 年度閣議）を通じ、シンド州北部 4 県および

Karachi 地区内の県の 20 校を対象に、老朽化した一部小学校校舎の改築と女子学生向けの前

期中等学校教室の整備し、女子基礎学校へのアップグレードを実施している。 

しかしながら、2022 年 6 月中旬よりモンスーンによる降雨に伴い、パ国各地において洪水

が発生し、国土の 3 分の 1 が水没等の影響を受けた。結果、死者は 1,700 名以上、被災者は

3,300 万名以上に達したといわれる（国家防災管理局、2022 年 11 月時点）。パ国政府は、同

年 9 月中旬より国際機関等とともに PDNA を開始した。上述のとおり、PDNA の試算によれ

ば、大雨・洪水被害による今後 5年間で必要な復興ニーズは 163億 USDに上り、このうち教

育分野の復興ニーズは 9.18 億 USD とされる。特に、シンド州での被害は、教育分野の被害

額全体の 66%を占めており、続く他州（バロチスタン州（24.5%）、KP 州（6%）、パンジャ

ブ州（2.5%）と比べても、最も甚大な影響を受けている。 

2023 年 1 月に開催されたパ国洪水復興支援国会合にて発表された「4RF」によれば、短期

的な対応として TLCs 等を活用した教育機会の場の提供・再開があげられている。これらは

進められている一方で、中長期的な対応として、損壊した教育施設の再建を速やかに行い、

子どもたちが安全に学習する機会を確保することが求められている。また、教育施設の再建

にあたっては、いかに災害に強い施設へ改善するかという視点が重要とされている。 

上記を踏まえ、パ国政府は「シンド州洪水被災地域にかかる教育施設改修計画」の支援を

要請した。これは、これまで JICA が調査・協力したシンド州農村部の女子基礎学校のうち、

特に 2022年の洪水により被害を受けた 5県 9校の教育施設および資機材の復旧を通じて、学

習環境の改善（安全に学べる環境の整備）および災害への耐性向上を図るものであり、同国

の教育セクターにおいて優先度の高い事業として位置付けられる。 

なお、前述の無償資金協力で過去に JICA が支援した協力対象校について、2022 年の洪水

では浸水による被害・損壊が少なかった旨、報告されており、SELD から高く評価されてい

る。 

 
84 Pakistn Education Statistics 2016-17.  
85 Government of Pakistan/Pakistan Bureau of Statistics. 2021. PSLM 2019-20. Islamabad: GoP/PBS. 

86 Ibid. 
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1-3 我が国の援助動向 

我が国は、パ国に対する ODA の基本方針として、「中間層の拡大を通じた安定的かつ持続

的な社会の構築」を掲げてきた87。この大目標を達成するための重点分野（中目標）として、

1）人的資本への投資 と社会サービスの 拡充を通じた人間 の安全保障の確保 と社会の安定化、

2）投資環境の整備を 通じた質の高い経 済成長の推進、3）平和と安定の確立、を設けている

88。これらの中目標下に、重点分野である、教育、保健、女性・若年層、水、農業・農村、

防災、産業、 電力、平和と安定、に焦点を当てた協力プログラムが設定されている。これら

の協力プログラムの展開に当たり、ア） 人的資本の蓄積、イ）ジェンダー主流化、 ウ）気候

変動対策、エ）地域連結性と地域の安定、オ）DX の主流化への貢献、に留意することとし

ている89。 

女子教育およびジェンダー平等に向けた支援は、1）の人的資本への投資と社会サービス

の拡充を通じた人間の安全保障の確保と社会の安定化、の中に設置された小目標の「教育ア

クセスと質の改善」下で、「ジェンダー主流化」の視点に立って支援が行われてきた。また、

本事業は、それらに加えて小目標「自然災害等への強靭性確保」下の協力プログラム「防災

対策」にも関連し、「気候変動対策」の視点に立った支援が求められる。 

基礎教育分野における我が国の主要な支援実績を次表にまとめる。また、シンド州や教育

セクター等に関連する防災・災害復興関連の支援実績についても、まとめた。 

表 1-24 我が国の主要な援助実績（基礎教育分野） 

年度・期間 案件名 E/N額 概要 

技術協力プロジェクト   

2004年度～ 

2007年度 

パンジャブ州識字行政改善プロジェ

クト 

- モデル 4県の全世帯対象識字データ

ベースの構築と事業計画、実施、評価

能力の強化 

2007年度～

2010年度 

パンジャブ州識字行政改善プロジェ

クト（フェーズ 2） 

- モデル 4県での識字事業サイクルの確

立と、州内 31県の識字データ管理体

制強化 

2009年度～ 

2012年度 

生徒中心・探求型の理科教育促進プ

ロジェクト 

約 3.5億

円 

新カリキュラムに対応した教材の開発と

人材の養成、中央-州の連携強化 

2011年度～

2015年度 

ノンフォーマル教育推進プロジェクト - パンジャブ州における質の高いノンフォ

ーマル教育提供システムの強化 

2015年～ 

2019年 

オルタナティブ教育推進プロジェクト - 連邦政府所管地域、バロチスタン州、

パンジャブ州及びシンド州におけるノン

フォーマル教育システムの強化 

2021年～

2025年 

オルタナティブ教育推進プロジェクト

フェーズ 2 

- パ国全土を対象に前期中等レベルや

技術訓練の内容を含むノンフォーマル

教育システム強化 

 
87 JICA「パキスタン国別分析ペーパー」（2022年）：https://www.jica.go.jp/Resource/pakistan/ku57pq00000468g1-att/jcap.pdf （最終

アクセス 2023年 9月 29日） 
88 Ibid. 

89 Ibid. 

https://www.jica.go.jp/Resource/pakistan/ku57pq00000468g1-att/jcap.pdf
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2022年～

2026年 

学校活動と住民参加を通じたジェン

ダーに配慮した就学継続プロジェクト 

- シンド州におけるジェンダー視点に立っ

た退学抑止モデルの開発と就学継続

活動の実践 

無償資金協力   

1994年度 北西辺境州女子教員養成校設立及

び教育機材整備計画 

8.57億円 アボダバード市での女子教員養成校の

建設及び機材の供与 

1994年度 北西辺境州初等教育改善計画 4.06億円 モデル小学校（男女共学）30校の建設 

（国債案件） 
1995年度 同 2/3期 7.86億円 

1996年度 同 3/3期 2.24億円 

2006年～ 

2010年 

地震復興のためのノン・プロジェクト

無償資金協力 

40.00億円 2005年の大規模地震で被災した北部

辺境州バタグラム県の病院、保健医療

施設、小中学校施設、橋梁等の再建 

2014年～

2016年 

シンド州南部農村部女子前期中等教

育強化計画 

8.08億円 シンンド州南部 6県 29サイトにおける

既存小学校の前期中等学校へのアッ

プグレードに必要な教室建設（教室棟、

便所棟） 

2016年～

2019年 

シンド州北部農村部女子前期中等教

育強化計画 

9.73億円 シンド州北部 6県 25サイトにおける既

存小学校の前期中等学校へのアップグ

レードに必要な教室建設、家具・PC機

材の調達 

2022年～

2026年 

シンド州農村部における女子前期中

等学校拡充計画 

16.86億円 シンド州 5県 20サイトにおける既存小

学校の前期中等学校へのアップグレー

ドに必要な教室建設、家具の調達 

有償資金協力   

1997年度～

2010年度 

バロチスタン州中等教育強化改善計

画 

39.17億円 施設建設（中学校新設 200校、技術家

庭科教室増設 52校、既存校舎の補

修、女性教員寮 5棟）、家具・備品整

備、教員育成支援 

表 1-25 我が国の主要な援助実績（関連する防災・災害復興分野） 

無償資金協力 

2006年度 地震復興のためのノン・プロジェクト無
償資金協力 

40億円 2005年の地震で甚大な被害を受けた
被災地の復興・復旧に必要な資金供与 

2006年度 南アジア地域における地震防災対策
計画 

5.84億円 2004年のインド洋津波や 2005年のパ
国地震等を受けて、自然災害が頻発す
る南アジア地域の義務教育施設を含む
公共施設の耐震化にかかる支援 

2011年度 ノンプロジェクト無償資金協力（途上
国の要望を踏まえた工業用品等の供
与） 

3億円 2010年および 2011年の洪水で甚大な
被害を受け、その復興・復旧に必要な
敷材を購入するための資金供与 

2020年度 KP州における災害に対して強靭な学
校設備整備計画 

4.71億円 KP州の学校の耐震化、教育関連機材
供与、および防災教育にかかる支援 

出典：外務省ホームページ（日本の ODA プロジェクト） 
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1-4 他ドナーの援助動向 

現在、シンド州の教育セクターでは、主要ドナーとして EU、世界銀行、ADB、UNICEF、

USAID が有償資金協力、無償資金協力、技術支援を行っている。これらのドナーは、2022年

の大雨・洪水災害を受けて、既存のプロジェクト内、あるいは新規の特別プロジェクトを立

ち上げて、災害復興支援を行う計画を表明している。 

EU 

EUは、これまで長きにわたってシンド州の教育セクターの支援を行ってきており、現在は

シンド州の学校教育セクター計画・ロードマップ（2019～2024 年）の実施支援を主な目的と

する「Development through Enhanced Education Programme: DEEP」を実施している。2022

年の大雨・洪水で被害を受けた学校に対する新規の復興支援事業は行わない。しかし、

DEEP の全体予算の 50 百万ユーロのうち、通常活動のために割り当てられていた一部予算

（12.7 百万ユーロ）が、被害を受けた農村部の学校（約 120 校）の再建のために振り替えら

れることとなった 

世界銀行 

世界銀行も、EUと同様に、新規の復興支援事業は行わない。しかし、現在シンド州で実施

中の SELECT（Sindh Early Learning Enhancement through Classroom Transformation）プロジェク

ト内で、支援を行う。世界銀行パ国事務所の教育担当官および SELECT プロジェクトの関係

者によれば、同プロジェクトが対象とする 600 校（12 県が対象）の内約 400 校が全・半壊の

被害を受けているとのことである。これら約 400 校の修繕・再建のための活動を 2 期に分け

て、まず 2023 年の第 1 期（12 か月間）に、比較的被害が少ない対象校（149 校）について、

500 万 USD をかけて修繕を行い、続いて第 2 期に、被害の大きかった 250 校について修繕・

再建を行う予定である。また、SELECT のコンポーネント 2 は小学校から基礎学校へのアッ

プグレードを目的とするが、その予算の 25%以上を充てるとのことである。 

表 1-26 世界銀行・SELECT 内での被災校支援内容 

対象校の被災の有無 予算額 （USD） 対象校数 備考 

修繕 建替え 

被災した学校 5 百万 149 校 - 壁、床、便所、水道
等の早急な修繕 

第 1 期（今年） 

コンポ 2 の全体予算
116 百万の 25%以上 

250 校 修繕・建替えを合わ
せて 250 校 

第 2 期 

被災はしていないが、ア
ップグレードのため増築
される学校 

NA 201 校 2 期および 2 期以降 

出典：世界銀行関係者からの聞き取り（2023年 5月 12日）情報を基に、調査団作成 

ADB 

ADB は、シンド州・教育セクターにおける新規の復興支援（ローンおよび技術支援）を行
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う。加えて、既存の SSEI（Sindh Secondary Education Improvement）プロジェクト内でも、対

象校の中で被災した学校の再建・修繕を行う。SSEIPプロジェクトは、3つのコンポーネント

（①小学校のアップグレードと EMO（Education Management Organizations）による学校運営、

②5 教科の教員の能力強化、③中等教育の学力評価システムの強化）の内、アップグレード

を対象とする 160 校（南部の 10 県）に被災した学校も含まれ、それらの修繕・再建が行われ

る。なお、ADB 関係者からの聞き取り（2023 年 5 月 4 日に実施）結果によれば、SSEIP は当

初予定より実施が遅れており、それは立ち上げ時に SELD からの Project Director の選定が遅

れたことに加え、2022 年の水災害の影響によるものとのことであった。 

UNICEF 

上記のとおり、UNICEF は SELD とともに DRR Working Group の共同議長を務め、復興計

画の中心的な役割を担ってきている。また、県レベルのワーキンググループの調整も行い、

特に PDNA では、各被災校の被害・損失状況の試算の取りまとめに尽力した。UNICEF は、

もともと EU が支援する既存事業の DEEP の実施機関として、シンド州・教育セクターの既

存の教育統計システム(SEMIS)のデータの更新に関わっていたことから、各学校の被害状況

を盛り込んだデータシステム「Floods Dashboard」の構築・更新を行った。 

また、UNICEF は、被災地へのサービスデリバリー支援として、パ国全土で 1,000 以上、

シンド州では約 940 のテントの仮設学校（Temporary Learning Center: TLC）の開設・運営支

援を行ってきた（内 148 校はすでに閉校）。TLC の実際の運営は、UNICEF の Partner 

Implementers (PI)が行っている。シンド州での TLC の開設は、Umerkot（139 校）、Dadu（131

校）、Mirpurkhas（109 校）の順に多い。現在も運営が継続されている TLC792 校で学んでい

る子どもは、女子が 32,208 人、男子が 42,115 人に上る90。パ国全土では 16 万人以上、シン

ド州ではこれら約 74,000人を含む約 85,000人の子どもたちに、教材やカバン、衛生用品等が

入った UNICEF の災害キットが支給された。シンド州の TLC で学ぶ子どもたちの内 40%は

もともと学校に行ったことがない OOSCs であったとのことである。各 TLC には、WASH ス

ペースも設けられ、IP によって児童の精神的ケアが行われたり、教員研修（特に複式学級で

の教え方にかかる研修）も行われた。 

UNICEF は、教育分野のほか、関連する WASH、保健、子どもの保護、性的搾取・虐待の

防止（Protection from Sexual Exploitation and Abuse: PSEA）といった分野でも支援を行ってい

る。これら災害緊急・復興支援をスムーズに行えるように、バロチスタン州は Sibi、パンジ

ャブ州は Multan、シンド州では Sukkur と Hyderabad にハブ拠点が設置されている。 

USAID 

米国政府は、2010 年のシンド州における大洪水被害を受けて、米国国際開発庁（USAID）

を通じて Sindh Basic Education Program（SBEP）を実施し、被災地域での女子校建設を含む包

括的な支援を行ってきた。SELD 下 Planning Development & Finance 部門の次官補によれば、

今回の洪水に対する USAID によるシンド州の教育分野への支援はないとのことである。 

教育分野以外への支援については、2022 年 8 月、洪水被害が続く中、USAID を通じた、シ

 
90 UNICEF “Flood Emergency in Sindh: Education Sector Early Response and Rehabilitation, April 2023” 
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ンド州の被災農村地域への人道支援のほか、シンド州、バロチスタン州、KP 州の防災局

（Disaster Management Authorities）に対する技術支援が行われることが発表された。また、

USAID によるローカル NGO（RSPN）を通じた、総額 140万 USD の予算で、シンド州の被災

4 郡（Badin、Thatta、Umarkot、Tharparker）を対象としたコミュニティ・ベースの災害リス

ク管理事業も実施される91。 

  

 
91 USAID: https://www.rspn.org/index.php/completed-projects/usaid-rspn-tahafuz-project-building-resilience-through-

community-based-disaster-risk-management-in-the-sindh-province-of-pakistan/ 

https://www.rspn.org/index.php/completed-projects/usaid-rspn-tahafuz-project-building-resilience-through-community-based-disaster-risk-management-in-the-sindh-province-of-pakistan/
https://www.rspn.org/index.php/completed-projects/usaid-rspn-tahafuz-project-building-resilience-through-community-based-disaster-risk-management-in-the-sindh-province-of-pakistan/
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員（シンド州学校教育・識字局） 

州レベル 

2010年の憲法改正法令に伴う地方分権化により、教育行政に係るすべての権限が連邦政府・

教育省から各州政府に移譲され移譲され、以降、各州政府の教育担当局が教育セクターの政策

面での責任を担い、実施は州の下の県や郡（タルカ）レベルの教育事務所が担う体制にある。 

シンド州政府の場合、SELD が州の教育行政を担っている。SELD には、次官の下、学校教

育を担当する特別次官 1 名、次官補 1 名、さらに初等教育を担当する副次官 1 名と前期中等教

育以上のレベルを担当する副次官 1 名が配置されている。 

Secretary

Special Secretary
(School)

Special Secretary
(Law/Coordination)

Special Secretary
(GA/C & Dev.)

Additional Secretary
(School)

Deputy Secretary
(Secondary)

Deputy Secretary
(Primary)

Additional Secretary
(Judicial)

Deputy Secretary
(Judicial I & II)

Section Officer I
(Judicial I)

Section Officer II
(Judicial II)

Section Officer I
(Law III)

Additional Secretary
(General Admi.)

Additional Secretary
(Plan Dev. Finance)

Additional Secretary
(Academic & Training)

Additional Secretary
(Private School)

Additional Secretary
(Coordination)

Deputy Secretary
(General Admi.)

Deputy Secretary
(Budget & Finance)

Deputy Secretary
(Coordination I)

Deputy Secretary
(Coordination II)

Directorate of Non 
Formal Education

Prov. Institute of 
Teacher Education

Sindh Text Book Board

Reform Support Unit

Directorate of 
Monitoring & Evaluation

Curriculum Wing

PPP Node

Sindh Teachers 
Education Dev. Authority

Directorate Gen. of 
Private School

Directorate HR & 
Training

Directorate Curriculum & 
Assessment & Research

Directorate of Audit & 
Inspection

Teachers Training 
Institute

Planning, Dev. & Reserch

Directorate of Primary/ 
Elementary/ Sec.

Deputy Secretary
(Education Works)

Deputy Secretary
(Plan & Develop.)

Deputy Secretary
(Academic & Training I)

Deputy Secretary
(Academic & Training II)

Minister of SELD

Directorate of Inspection of 
Gov. Institutions

 

出典：SELD からの資料を基に調査団作成 

図 2-1 SELD 組織図 

さらに教育行政を担当する部署として、「Planning Development & Research」、「Curriculum 

Wing」、「Directorate of Curriculum, Assessment, and Research」、「Sindh Textbook Board」、「Sindh 

Teacher Education Development Authority」、「Provincial Institute of Teacher Education」、RSU、

「Directorate of Monitoring and Evaluation」等の部局・関連機関が設置されている（図 2-1 参照）。 



33 

地方レベル 

地方レベルにおいて教育行政を担当する事務所が地域（Division）レベル、県（District）レ

ベル、タルカ（Taluka/Tehsil）レベルに設置されている。シンド州は 7 つの地域、30 の県があ

り、各県はさらに 3～8 つのタルカに分けられている（合計 144）。各地域レベルの教育事務所

は初等教育担当部門および中等教育以降（Elementary, Secondary, Higher Secondary）担当部門に

分けられている。県レベルの学校教育計画の作成、各学校からの学校施設整備・修復や教員増

員等の要請の取り纏め、SELD/RSU が作成する学校の統廃合政策の確認・促進を行っているの

は県レベルで、その責任を負っているのが DEO（BSP-20）である。タルカレベルには初等教

育担当（Primary）と中等教育以降担当（Secondary）の TEO（BPS-17）が、男子学校及び女子

学校の担当別に配置されている。 

表 2-1 州レベル以下の教育行政体制 

レベル（数） 管轄機関・事務所 責任者（人数） 

州 SELD Secretary (1) 

地域（7） Directorate of School 

Education 

Director School Education (DSE), 

Primary (1) & Secondary (1) 

Additional DSE, Primary (1) 

Additional DSE, Secondary (1) 

県（30） District Education Office District Education Officer (DEO), Primary 

(1) & Secondary (1) 

Deputy DEO, Primary (1) 

Deputy DEO, Secondary (1) 

タルカ（144） Taluka Education Office Taluka Education Officer (TEO), Primary 

(2) & Secondary (2) 

小学校（約 39,000 校） 各小学校 校長（1） 

出典：関係者への聞き取り結果を基に調査団作成 

2-1-2 学校運営委員会 

シンド州では、学校運営（児童の就学促進、教員の出勤状況の確認、学校施設の維持管理状

況の確認等）を担うコミュニティの組織として、学校運営委員会（SMC）の設置が推奨されて

きた。近年改定されたガイドラインでは、小学校の場合、Executive Committee は、委員長は保

護者代表、書記は校長、メンバーは選挙で選ばれた保護者 1 人のほか、コミュニティの代表 2

人の合計 5 人に児童の代表 2 人を加えた 7 人で構成され、中心的役割を担う。各 SMC に対し

て、学校施設の運営維持管理費てられる小規模の SMC 基金予算が供給されている。各 SMC は、

Executive Committee のメンバーが中心となって住民・保護者とともに、学校の維持管理に必要

な活動について School Improvement Plan を作成し、それに従って活動の実施・予算の支出を行

うことになっている。 

2-1-3 財政・予算 

（1） 国家予算と教育分野予算 

国家予算及び教育分野予算（連邦及び州予算の合計）の推移を表 2-2 に示す。 
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表 2-2 国家予算及び教育分野予算 

単位：百万 PKR 

年度 国家予算 教育分野予算（歳出） 対前年比

伸び率 
対 GDP比 

対国家

予算比   （歳出） 合計 経常費 開発費 

2021-22* 13,295,275 1,101,654 973,920 127,734 37.32% 1.7% 8.29% 

2020-21 10,306,691 802,226 714,892 87,334 -10.96% 1.4% 7.78% 

2019-20 9,648,488 901,013 802,274 98,739 3.80% 1.9% 9.34% 

2018-19 8,345,640 868,022 778,495 89,527 4.69% 2.0% 10.40% 

2017-18 7,488,394 829,152 721,875 107,277 18.58% 2.1% 11.07% 

出典：Pakistan Economic Survey  2021-22, 2020-2021, 2019-2020, 2018-2019 

注：予算執行年度は 6月～7月、国家予算は州予算と連邦予算の合計 * 2021-22年度は暫定値 

 

パ国教育分野予算（4州の政府予算及び連邦政府予算の合計、実績）は概ね GDPの 1.4~2.1%、

国家予算の 7.8～11.4%を占める。経常費が全体の 85～90%を占めており、その割合は年々高ま

る傾向にある。なお、2020‐21 年度は COVID-19感染拡大に対して長期間の学校閉鎖が行われ

たため、予算執行額は前年度の 1 割減に止まっている。なお、PDNA 報告書によると、復旧・

復興にかかる総額は、16,261 百万 USD と見積もられ、2021-22 年度国家予算の約 3.5 割に相当

し、また、教育セクターの復旧・復興にかかる総額も 918 百万 USD と見積もられ、2021-22 年

度の教育分野予算の約 2.5 割に相当し、被害の大きさが伺える。 

（2） 州予算と教育分野予算 

シンド州及び同州教育分野予算の推移を表 2-3 に示す。教育分野は州開発計画の優先分野と

して厚い予算配分を受けており、過去 4 年間の推移を見ると、州予算の約 20%を占め、ここ 3

年間は予算ベースで年 9～15%の着実な増加となっている。経常支出が約 8 割を以上占め、内

訳は、就学前・初等教育運営に約 30%、前期中等を含む中等教育運営に約 30%、SELD を含む

運営管理に約 15%となっており、全体の約 7 割が SELD の管理下にあると考えられる。 

表 2-3 シンド州予算及び教育分野予算 

単位：百万 PKR 

項目 2020-21 2021-22 2022-23 2023-24 

  予算 実績 予算 実績 予算 修正予算 予算 

歳入 1,167,747 984,563 1,335,169 1,215,061 1,444,134 1,461,373 1,851,961 

歳出 1,241,125 981,710 1,477,904 1,250,131 1,713,583 1,765,023 2,247,581 

[円換算額：百万円] [594,772] [470,455] [708,241] [599,088] [821,183] [845,834] [1,077,086] 

 経常支出 1,008,182 858,655 1,148,871 1,025,265 1,253,926 1,358,701 1,547,478 

  経常運営費 968,991 828,700 1,089,372 957,735 1,199,445 1,296,569 1,411,222 

  経常資本費 39,191 29,955 59,499 67,530 54,481 62,132 136,256 

 開発支出 232,943 123,055 329,033 224,866 459,658 406,322 700,103 

教育分野支出 263,676 194,468 301,762 224,908 334,834 284,177 360,914 

[円換算額：百万円] [126,359] [93,193] [144,610] [107,780] [160,459] [136,183] [172,957] 

  対州予算割合 % 21.24% 19.81% 20.42% 17.99% 19.54% 16.10% 16.06% 

  対前年比 % 109.2% - 114.4% - 111.0% - 108.8% 

 【経常運営費】* [236,160] [182,607] [271,438] [212,111] [296,860] [265,355] [341,738] 
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  就学前・初等教育 79,880 62,863 90,025 69,157 94,650 76,339 103,861 

  中等教育 76,887 65,357 86,186 76,532 97,208 87,796 111,920 

  高等教育 40,403 35,367 48,475 41,409 58,737 58,550 70,589 

  その他教育サービス 2,600 2,311 3,634 2,958 4,405 4,395 4,400 

  運営管理 36,390 16,709 43,118 22,054 41,859 38,277 50,968 

 【開発費】 27,516 11,861 30,324 12,797 37,975 18,822 19,176 
 

出典：シンド州予算書 Vol. 1 2023-24, 2022-23,  2021-22, 2020-21 

*項目は予算書「機能別分類」による。 

（3） 学校運営予算 

基礎教育レベルの学校運営資金は通常、学校単位（校長が予算執行権を持つ場合）あるいは

郡・県教育事務所に集約されて、請求され、執行される。SELD が所管するシンド州学校教育

分野の運営費内訳を表 2-4 に示す。 

表 2-4 シンド州学校教育分野運営予算（経常費）内訳 

単位：百万 PKR 

項目 2021-22 2022-23 2023-24 備考 

  予算 実績 予算 修正予算 予算 (構成比) 

(うち前期中

等教育運営

予算) 

  

人件費関連経費 176,844.4 148,130.1 192,531.9 159,469.1 215,679.0 80.6% 22,117.4 *1 

人件費以外の経費 45,258.1 34,551.9 44,170.1 45,001.4 51,915.1 19.4% 336.1   

プロジェクト準備調査 
       

  

運営費 13,956.7 7,883.4 14,374.1 14,918.4 20,912.7 7.8% 160.2 *2 

贈与補助金及び債務免除 7,463.6 4,912.8 5,976.2 6,291.0 6,774.0 2.5% 100.0   

交付金 10,758.1 11,058.1 13,307.8 13,821.8 16,042.1 6.0% 
 

*3 

物的資産 7,796.9 5,201.0 5,213.9 4,635.3 1,865.1 0.7% 23.6   

修繕及び維持管理 5,282.8 5,496.7 5,298.2 5,335.0 6,321.2 2.4% 52.4 *4 

合計 222,102.4 182,682.0 236,702.0 204,470.5 267,594.1 100.0% 18,939.7   

出典：https://imufd-sindh.com (2022.6.7 アクセス) , Budget Book 2022/23 vol-VII, Dep. of Finance, Sindh Government 

*1: 基準給(Pay）及び各種手当（Allowances）で構成される。 

*2: SMC基金、女子奨学金、教科書無償配布等を含む。 

*3: 大部分がシンド教育基金への拠出となっている。 

*4: Education Works（教育施設部）が所管する比較的大規模な修繕予算が大部分を占める。 

大きく見ると人件費関連予算が 8 割、それ以外の予算が 2 割である。人件費以外の予算には、

光熱水費・研修費等が含まれる運営費（Operating Expenses）が 7.8%あるが、SMC 基金、教科

書の無償配布、女子生徒への奨学金支給等の政策的費用もここに計上されている。また、その

他、シンド教育基金への拠出金、Education Works が所管する施設修繕費（2.4%）等、特定の目

的・使途の予算も人件費以外の経常費に含まれ、学校運営に必要な資機材購入、行事費、学習

環境整備等に使える経費は限られている。 

（4） 学校の修繕・維持管理予算 

教育セクターの予算において、学校の修繕・維持管理に充てられる予算は 1）運営予算に計

上される修繕及び維持管理費（M&R 予算）、2）開発予算（Annual Development Program: ADP

（年間開発計画）予算）である。シンド州では、2022年の洪水や豪雨により全・半壊した学校
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が 19,808 校ある。SELD では、PDF（Planning, Development & Finance）担当の次官補が、復興

にかかる予算計画の策定に取り組んでいる。その詳細は、「1-1-2 教育セクターへの災害対応・

復興支援計画（4）シンド州政府（SELD）による教育セクター復興計画」に記載の通りである。 

2-1-4 技術水準 

実施機関であるSELDはこれまでに実施されたUSAIDによる類似プロジェクト（施設整備）

や世界銀行や ADB の支援による学校インフラ整備を実施機関として遂行しており、パ国側で

必要となるプロジェクト管理の能力と経験は有している。また、全州的なプロジェクトの家

具・機材の調達に当ってはその計画から実施までを担当しており、公共調達に関しても必要な

知識と経験を有している。なお、学校施設建設に係る技術的な役割を担うEducation Works部局

が構成されている。また、本計画のようなドナープロジェクトでは、プロジェクトユニットが

組織され、SELD の下で計画に係るモニタリングを行う。本計画では、Education Works が耐震

基準への適合等、技術基準への適合について技術的側面からチェックする体制にある。SELD

は日本の無償資金協力で行われた前案件でも実施機関として必要な技術水準に問題は無く、本

案件も、同様の支援体制の下、県・郡レベルの担当者との緊密な連携体制を確立して事業実施

に当たることで、前案件同様、本プロジェクトを支障なく実施できると判断される。 

2-1-5 既存施設・機材 

（1） 既存施設状況 

現地踏査を行った 12校の既存施設状況を表 2-5にまとめる。サイトごとの施設内容・既存施

設の状況は立地に応じて様々であり、概要を以下に記す。 

▪ 前期中等学校：建物躯体に大きな損傷はないが、モルタルクラック、ペンキの剝れ、扉や窓

の建具金物の欠損などが確認されている。また、照明はスイッチや機器の不具合が一部確認

されている。 

▪ 便所棟：階段の壁クラック、フラッシュタンクの破損、水栓の欠損、建具金物の欠損、ペン

キの剝れや照明器具の不具合が確認されている。 

▪ 既存小学校：屋根からの雨漏り、鉄筋の露出や構造クラックなど老朽化が進み、建替えが必

要な建物が散見される。 

▪ 外構：入口ゲート扉の錆・吊具の損傷、塀の塗装剥がれ、クラック、犬走りコンクリート舗

装のクラック、排水桝蓋の損傷、井戸の不良、ポンプの故障が一部のサイトで確認されてい

る。 

▪ 太陽光発電システム：一部のバッテリーは消耗し充電できない状況である。分電盤は、雨の

内部への進入により錆とブレーカーの不具合が確認されている。 
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表 2-5 既存建物（既存小学校）調査結果 1 

   

棟番号

階数
建設年

校長

室

教員

室
倉庫

便所

使用可/数
門塀

Mi03
GGES

Deh 294
平屋 1995 3 0 1 1 1

① 0/3

② 0/2
有

天井の鉄筋が多数露出し、庇の鉄筋が

爆裂。雨漏り有り。

Mi04
GGES

Kachelo Farm

a: 平屋

b: 平屋

c: 平屋

a: 1998

b: 2000

c: 2010

a: 3

b: 1

c: 2

a: 0

b: 0

c: 0

a: 1

b: 0

c: 0

a: 1

b: 0

c: 0

a: 1

b: 0

c: 0

① 0/3

② 0/2

③ 0/1

有

2か所

a:天井は鉄筋が露出、庇の鉄筋が爆

裂。床材の沈下。

b:外壁の下端の損傷大きく、鉄筋露出

が多数。雨漏り有り。

c:天井は鉄筋が露出し、雨漏り有り。

Mi08

GGES

Muhammad Hassan

Mari

平屋 1992 4 0 1 1 1 0/2 有り

天井の鉄筋が一部露出し、雨漏り有

り。

床の沈下と共にクラック。

Ba01
GGES

Gullah Khaskheli

a: 平屋

b: 平屋
2008

a: 1

b: 2
0 ⁻ ⁻ ⁻ 0/2 有り

a:外壁の下端の損傷し、鉄筋露出が多

数。天井は鉄筋が露出し、雨漏り有

り。

b:床の沈下。雨漏り有り。

サブゲートの柱は倒壊の危険

Ba06
GGES

Ibrahim Chandio
平屋 2009 2 0 ⁻ ⁻ ⁻ 0/2 ⁻

天井は鉄筋が露出し、雨漏り有り。

劣化により境界塀の損傷。

Na01
GGES

Quest
平屋

a: 2008

b: 2012

a: 2

b: 2

a: 2

b: 2
⁻ ⁻ ⁻ 0/2

有

2か所
a:天井の一部で鉄筋が露出。

Na03
GGES

Jalalani

a: 平屋

b: 平屋

a: 1987

b: 2001

a: 2

b: 3

a: ０

b: ０

a: 0

b: 1

a: 0

b: 1
1 1/2 有り

a:天井は鉄筋が露出し、雨漏り有り。

b:床の沈下。シロアリ被害多数。

内壁に構造的なクラック。

Kh05
GGES

Bajeed Fakir

a: 平屋

b: 平屋

c: 平屋

a:2010

(W.B)

b:2008

(Lead)

c:2006

(Lead)

a: 3

b: 1

c: 1

a: 0

b: 0

c: 0

- - - 0/3 有り
a:床の沈下。シロアリ被害多数。

B, C:シロアリ被害多数。雨漏り有り。

Kh09
GGES

Jani Boro

a: 平屋

b: 平屋

a:2007

(W.B)

b:2002

(Lead)

a: 2

b: 1

a: 0

b: 0
- - -

0/2

(Unicef

2007)

有

2か所

a:雨漏り有り。

B:内壁に構造的なクラック。

雨漏り有り。

S
U

K
K

U
R

Su04
GGES

Moto Mirbahar
 平屋

1990

(Gov.

Sindh)

2 0 - - - - 有り
屋根スラブの多数で鉄筋が露出し、

パラペットも損傷。

G
H

O
T
K

I

Gh01
GGES

Officer Colony Ghotki

a: 平屋

b: 平屋

a, b:

1988

(Gov.

Sindh)

a: 2

b: 1

a: 0

b: 0
- - - 0/2 有り

a:天井の鉄筋が大きく露出。

B:屋根パラペットに大きく亀裂。

雨漏り有り。

D
A

D
U

Da05

GGES

Wali Muhammad

Gorar

平屋

1992

(Gov.

Sindh)

2 0 - - - 0/1 ⁻

天井は鉄筋が露出し、雨漏り有り。

シロアリ被害。

サブゲートの欠損。

サイト

No.
学校名

N
A

W
A

B
S
H

A
H

K
H

A
IR

P
U

R
M

IR
P
U

R
K

H
A

S

教室棟
教室

数

継続使用

可教室数

付属室・施設

パキスタン側建設既存施設

備考

B
A

D
IN
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表 2-6 既存建物（協力された前期中等学校）調査結果 2 

   

施設

タイプ
建設年

多目的

教室

校長

室
倉庫

便所

使用可/数
門塀

Mi03
GGES

Deh 294
1F-3CR-M 2016 3 全 1 - - 3/3 -

教室棟：建具金物欠損、ジョイントクラック

便所棟：フラッシュタンクの不良、ジョイントクラッ

ク、点検蓋の損傷

Mi04
GGES

Kachelo Farm
1F-3CR-M 2016 3 全 1 - - 3/3 _

教室棟：建具金物欠損、左官のクラック、塗装・ビ

チュメン等の剥離、黒板・掲示板等の不良、床の劣

化、

便所棟：フラッシュタンクの不良、カランの欠損、塗

装・ビチュメン等の剥離、ジョイントクラック、建具

金物の欠損

Mi08

GGES

Muhammad Hassan

Mari

2F-3CR-HSM 2016 3 全 1 1 1 3/3 -

教室棟：建具金物欠損、左官クラック

便所棟：フラッシュタンクの不良、左官のクラック、

電気ボックスの欠損

Ba01
GGES

Gullah Khaskheli
2F-3CR-HSM 2016 3 全 1 1 1 3/3

有り

門扉

サビ

教室棟：建具金物欠損、左官のクラック、塗装・ビ

チュメン等の剥離、ジョイントクラック、黒板・掲示

板等の不良

便所棟：フラッシュタンクの不良、カランの欠損、塗

装・ビチュメン等の剥離、臭突の欠損、点検蓋の損傷

Ba06
GGES

Ibrahim Chandio
1F-3CR-HSM 2016 3 全 1 1 1 3/3

有り

門扉

サビ

教室棟：建具金物欠損、塗装・ビチュメン等の剥離、

ジョイントクラック

便所棟：フラッシュタンクの不良、建具金物の欠損、

点検蓋の損傷

Na01
GGES

Quest
1F-3CR-HSM 2016 3 全 1 1 1 3/3 有り

教室棟：建具金物の欠損、左官のクラック、ジョイン

トクラック、黒板、掲示板等の不良、床モルタルの劣

化

便所棟：フラッシュタンクの不良、塗装・ビチュメン

等の剥離、ジョイントクラック、建具金物の欠損

Na03
GGES

Jalalani
1F-3CR-M 2016 3 全 1 - - 3/3 有り

教室棟：建具金物欠損、黒板の不良、木製建具の損傷

便所棟：塗装・ビチュメン等の剥離、ジョイントク

ラック、建具金物の欠損

Kh05
GGES

Bajeed Fakir
1F-3CR-HSM 2018 3 全 1 1 1 3/3 -

教室棟：建具金物欠損、黒板・掲示板等の不良

便所棟：左官のクラック、ジョイントクラック、建具

金物の欠損、ポンプのスイッチ不良、高架水槽の不良

Kh09
GGES

Jani Boro
2F-3CR-HSM 2018 3 全 1 1 1 3/3 -

教室棟：建具金物欠損、左官のクラック、塗装・ビ

チュメン等の剥離

便所棟：フラッシュタンクの不良、建具金物の欠損、

排水溝のつまり

S
U

K
K

U
R

Su04
GGES

Moto Mirbahar
2F-3CR-HSM 2018 3 全 1 1 1 3/3 有り

教室棟：塗装・ビチュメン等の剥離、ジョイントク

ラック

便所棟：フラッシュタンクの不良、カランの欠損、建

具金物の欠損

G
H

O
T
K

I

Gh01
GGES

Officer Colony Ghotki
2F-3CR-HSM 2018 3 全 1 1 1 3/3 -

教室棟：建具金物欠損、ジョイントクラック、黒板・

掲示板等の不良

便所棟：フラッシュタンクの不良、左官のクラック、

建具金物の欠損、給水パイプの損傷

D
A

D
U

Da05

GGES

Wali Muhammad

Gorar

2F-3CR-HSM 2018 3 全 1 1 1 1/3 有り

教室棟：塗装・ビチュメン等の剥離、ジョイントク

ラック、換気ブロックの損傷

便所棟：フラッシュタンクの不良、カランの欠損、塗

装・ビチュメン等の剥離、点検蓋の損傷

サイト

No.
学校名

N
A

W
A

B
S
H

A
H

K
H

A
IR

P
U

R

教室棟 継続使

用可教

室数

M
IR

P
U

R
K

H
A

S

備考

日本側建設既存施設

付属室・施設

B
A

D
IN

教室

数
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（2） 既存機材状況 

現地調査を行った前期中等学校及び既存小学校の機材整備状況は以下の通りである。 

教育家具 

前期中等学校：協力で整備された教育家具は、生徒用机・椅子、教員・スタッフ用の机・椅

子やキャビネットである。一部の机や椅子のビスが外れているが、概ね状態は良好である。 

既存小学校：いつくかの教室に、家具が整備されているが、老朽化が進んでいる。 

教育用機材 

数葉の掛図が掛けられている学校もあるが、ほとんどの学校ではコンピュータを除き教育用

機材は整備されていない。 

コンピュータ機材：協力されたいくつかの学校において、コンピュータの実習（ワード等

の基本的な使い方の指導）が、雇用された指導員や先生により、G6～8 の生徒を対象に、1

週間に 1 回（40 分間）行われている。 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

現地踏査を行った 12サイトの敷地及び関連インフラ整備状況を表 2-6に示す。各項目の概要

は以下の通りである。 

（1） アクセス状況 

州都 Karachi 及び本計画の対象となる内陸部の中心都市 Sukkur から各県都を結ぶ道路及び県

都からサイトへの主要道路はアスファルト舗装された国道又は県道で、特にインダス川両岸の

国道 5 号（左岸）・55 号（右岸）は幅員 9m～20m、パンジャブ州や Islamabad へ至る物流の幹

線として通年の通行が確保されている。それら主要道路からサイトへのアクセスはアスファル

ト舗装又は未舗装の地方道となるが、幅員 4m 以上の道路が大部分で中型トラック程度までの

工事用車輛はアクセス可能である。舗装面の荒れた区間や未舗装区間が一部にあるが、計画対

象サイトのアクセスについては概ね状態は良い。但し、サイトが立地する集落内の道路は幅員

も狭く、排水設備が不備なために少しの降雨で冠水やぬかるみにより通行困難となるため、資

機材の搬入時期に留意を要する。 

（2） 敷地・周辺状況 

サイトはシンド州 5 県に広く分散し、立地条件はサイトごとに多様である。多くが既存市街

地又は集落内、あるいはその外縁部に位置し、周囲は家屋や耕作地等の既開発地で、利用でき

る土地が限定されているサイトが多い。すべての学校が境界塀で囲われて、敷地面積は多くが

700m2 以上であり、12 校は過去の協力により小学校から女子基礎学校にアップグレードされ、

前期中等教育の施設が敷地範囲内に整備されており、本計画では 2022 年の記録的な豪雨によ
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り被害があった、既存小学校の建替えを行う計画となっている。 

敷地は概ね矩形又は方形で平坦又は緩勾配の土地である既存校の地盤レベルは、都市部の学

校では概ね周囲の道路と同等であるが、農村部の学校では道路面より地盤レベルが低い学校が

あり、地形上周囲からの雨水流入の恐れがあるサイトでは適切な排水処理が必須である。また、

12 サイト中 1 サイトで盛土による地盤の部分的な嵩上げが必要と判断される。 

（3） インフラ整備状況 

電力：全サイトで概ね電力引込み済みであるが、全て切断又は停止の状態にある。既存校での

違法接続や料金未払い等の問題が無ければ、再接続に問題はない。ただし、パ国では発電の 7

割を占める火力発電の燃料調達難や設備の老朽化・故障等に対する保守の不備のため全域で電

力不足が深刻な問題となっており、シンド州でも計画停電を含めてほぼ毎日、延べ時間では半

日以上もの停電が発生している状態にある。 

通信：既存校で固定電話設備のあるサイトはなく、携帯電話が最も一般的な通信手段となって

いる。携帯通信は本計画の対象エリア全域で利用可能である。 

給水：市水が利用可能な 3 サイト、その他のサイトはハンドポンプ式または電動ポンプ式の井

戸を給水源に利用している。既存井の状況から判断してほとんどのサイトで浅井戸での取水が

可能である。井水の水質については一部に塩分濃度が高い地域があり、現在使用中のものでは

Mi04、Ba01 で飲用としては利用できない。 

排水：暗渠の下水設備が整っている地域は Nawabshah の 2 サイトで、その他のサイトは路脇の

開渠（コンクリート側溝）が設置されているのみである。一般的には簡易浄化槽等で処理した

排水を地中浸透又は側溝への直放流にて処理しているが、側溝がないサイトでは排水が周囲の

土地の低い部分に流れ込んで滞留する状況も多く見られる。 
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表 2-7 敷地・インフラ状況調査結果 

 

  

幅員

舗装種別

道路状

況

引込済

単相220V

太陽光

発電
井水 市水

計画可能性

(井戸深さ)

Mi03
GGES

Deh 294
1,690㎡

123km

2時間25分

5.60ｍ

未舗装
中型可 引き込み済 稼働

電動ポンプ

（未使用）
- （－25m） 浸透ます

Mi04
GGES

Kachelo Farm
2,160㎡

116km

2時間20分

3.5ｍ

未舗装
中型可 引き込み済 稼働 浅井戸(塩気)

市水

(カナル)

（－30～

35m）
地中直接浸透

西側門扉GL+1.2m(2011年)

西側門扉GL+0.9m(2022年)

Mi08

GGES

Muhammad

Hassan Mari

1,460㎡
79km

1時間47分

5.5m

未舗装
中型可 引き込み済 稼働

敷地外の

ため池の水を、

ポンプで吸い上

げ

- - 地中直接浸透

敷地入口は幅員1.9mの道が

15m続いている。

ため池はカナルの水

Ba01
GGES

Gullah Khaskheli
980㎡

103km

1時間57分

3.1ｍ

未舗装
中型可 引き込み済 稼働

敷地内は塩気、

敷地外の井戸よ

り引込み

敷地内に

配管

（－30～

35m）
浸透ます

門①からバイパスまでは約

50m

Ba06

GGES

Ibrahim

Chandio

1,370㎡
125km

2時間2分

5.6m

未舗装
中型可 引き込み済 稼働

浅井戸

敷地内に

井戸有り

電動ポンプで吸

い上げ

-
（－22.5～

25m）
地中直接浸透

PK施設の廊下から1.3m

(2011年)

Na01
GGES

Quest
2,690㎡

112km

2時間6分

アスファ

ルト舗装
中型可 引き込み済 稼働 - 市水 - 敷地外放流

Na03
GGES

Jalalani
1,890㎡

102km

1時間52分

5.0m

未舗装
中型可 引き込み済 稼働

浅井戸

電動ポンプ

（稼働）

- (－10m)
北側敷地外に

浸透ます

Kh05
GGES

Bajeed Fakir
2,200㎡

133km

2時間13分

3.5m

未舗装
中型可 引き込み済 稼働 井戸有り - -

敷地内ドレー

ン有

浸透ます

・入口門の前に小川有り

・入口北の道路は農道のた

め、通行不可

・教室棟ｂ、cは住宅に隣接

Kh09
GGES

Jani Boro
990㎡

41km

58分

3.8m

未舗装
中型可 引き込み済 稼働

井戸有り

中学校側は電動

ポンプ稼働、

Unicefによる井

戸は使用不可

-
(－12m)

地中直接浸透

敷地東側にマ

ンホール有り

浸透ます

ローカルコンサルによれ

ば、井戸深は、ー40～50m

S
U

K
K
U

R
（

北
部

）

Su04
GGES

Moto Mirbahar
540㎡

64km

1時間19分

4.0m

未舗装
中型可 引き込み済 稼働

電動ポンプ

（稼働）
- (－13m) 浸透ます

敷地が狭いため、配置計画

後、プロトタイプの追加が

必要

G
H

O
T
K
I（

北
部

）

Gh01

GGES

Officer Colony

Ghotki

910㎡
75km

1時間28分

3.5m

未舗装
中型可 引き込み済

インバー

タ故障

井戸有り

ハンドポンプ、

電動ポンプ稼働

- (－18m) 浸透ます
旧施設の井戸および電動ポ

ンプは破損

D
A

D
U

（
北

部
）

Da05

GGES

Wali Muhammad

Gorar

720㎡
144km

2時間21分

6.0m

未舗装
中型可

引き込みあり

敷地外に配電

網あり

主配電盤

の接続不

具合

井戸有り

飲用可

ハンドポンプ、

電動ポンプ稼働

- (－30m) 浸透ます

配電網からの電力が得られ

ていないため、太陽光に

頼っているが、配電盤の故

障により、太陽光電力も使

用できていない。

過去洪水時

浸水最大レベル

（GL+）

サイト

No.
敷地面積

K
H

A
IR

P
U

R
（

北
部

）

インフラ状況

*主要都市

からの距

離・時間

主要道路からの

アクセス
電力

排水

処理方式
備考

給水
学校名

アクセス状況

M
IR

P
U

R
K

H
A

S
（

南
部

）
B

A
D

IN
（

南
部

）
N

A
W

A
B

S
H

A
H

（
南

部
）
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2-2-2 自然条件 

（1） 敷地・地勢 

サイトの多くはインダス川の流域平野に位置し、基本的には平坦な地形である。ただし道路

等は洪水時の冠水を避け、盛土により地盤を上げて設置されているサイトが 1 サイト（Mi08）

あり、結果としてサイトが周囲の地盤より低くなって周囲からの雨水流入が懸念される。 

敷地については地形や敷地範囲、障害物等の諸条件を詳細に把握して敷地ごとに最適設計を

行うため、現地調査において調査対象 11 サイトと、パ国側から追加要請があった 1 サイトを

加えた 12 サイトで測量調査を実施した。調査は現地再委託とし、既存校敷地を中心に周辺状

況のわかる範囲を含めて平面・高低測量を実施した。仕様はピッチ 10m（グリッド）、等高線

0.5m とし、結果は緯度・経度、方位、敷地・拡張予定地境界、既存建築物位置、樹木・障害

物、インフラ等の情報を含む地形測量図（CAD データ）に取りまとめた。 

（2） 土質・地盤 

設計の実施に当たり、計画サイトにおける地質及び建物の基礎設計に係る地盤の許容支持力

を把握する必要がある。そのため、現地調査において調査対象 12 サイトで以下の試験を実施

した。 

• 標準貫入試験（SPT）：地盤構造及び地盤強度の把握のため、1 サイトあたり 2 ヶ所ないし 3

ヶ所、現状地盤-20.0m までの試験を実施した。 

• 土質サンプリング及びラボ試験：1 サイトあたり 2 ヶ所ないし 3 ヶ所、現状地盤-1m、-2m

及び-4m の 3 ポイント（1 サイトあたり計 6 又は 9 ポイント）で土壌の不攪乱サンプルを採

取、ラボ試験（3 軸圧縮試験、コンシステンシー限界、粒度分布、比重、空隙率、含水率）

にて土壌の物理的、化学的及び力学的性質を把握した。 

以上の試験結果により、対象サイトでは比較的軟弱な地盤が多いことが確認された。 

調査結果によれば、サイトによって差が見られるものの、支持地盤面と想定する地表面下

0.8～1.2m の土質は比較的軟らかいシルト質粘土又はシルト質の沈泥質砂が多く、期待される

地盤支持力はサイトによって 50～180kN/m2 程度である。また、地下水位が高いサイトは、季

節によって水位が変動する可能性があるため、基礎工事に当たり留意が必要である。 

（3） 気象条件 

シンド州は大部分が亜熱帯モンスーン地域に属し、一年は寒冷期（12～2 月）、酷暑期（3～

6 月）、雨季（6～9 月）、寒冷期への移行期（10～11 月）の四季に分れる。気候上は北部内陸部

（上シンド）、南部内陸部（下シンド）、南部沿岸部の 3 地域に分けられ、海洋性の比較的穏や

かな気候となる沿岸部に対して、内陸部の大部分は年間降雨量が 200mm に満たない高温乾燥

地域で、4～6 月にかけて平均最高気温が 40℃を超える猛暑となる一方、寒冷期には気温が氷

点近くに落ちることもあり、日較差・年較差の大きな気候である。特に上シンドでは、Sukkur

を含む 7 カ所で 50℃を超える気温が記録されている。風向は、寒冷期の終る 2 月中旬から 9 月
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末にかけては南西モンスーンの影響が卓越する一方、10～1 月には冷涼な北寄りの風が卓越す

る。 

（4） 自然災害 

地震 

パ国では北部地域で 7 万人を越える死者と建造物等に対する甚大な被害を出した 2005 年の

大地震（M7.6）を始め、人的被害を伴う地震がしばしば発生しているが、被害は概ね北部～

西部の山岳地域に集中している。本計画の対象地域では有感地震はあるものの、建造物への被

害を伴う地震の記録はない。2005 年地震を受けて策定された「パキスタン建築基準（Building 

Code of Pakistan）」ではシンド州は沿岸地域の一部を除き、地震地域区分 2A（5 区分中 2 位、

区分 1 が最も小さい地震動を想定する地域）となっており、本計画の対象サイトの 5 県の区分

は 2A の地域に含まれる。 

 

出典：Building Code of Pakistan 

図 2-2 地震強度分布図 

豪雨・洪水 

シンド州のインダス川流域平野は雨季の間、毎年のようにモンスーンによる豪雨・洪水によ

る被害を受けており、2022年も、モンスーンによる豪雨により、シンド州全域で人的被害を伴

う甚大な被害を出した。本計画では浸水時でも校舎が使える又は、容易に復旧できるよう、サ

イトごとの過去の浸水歴を踏まえた設計を行う必要がある。次に、シンド州における 2010 年

から 2022 年の洪水被害マップを示す。2022 年の洪水被害が大きいことがわかる。 
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出典：https://pdma.gos.pk/gis-maps/ 

図 2-3 洪水被害マップ 

2-2-3 環境社会配慮 

（1） プロジェクト実施による自然・社会環境への影響 

本計画は、過去の協力により小学校から女子基礎学校にアップグレードされた敷地において、

豪雨により被害をうけた既存小学校を、2 階建ての小規模施設（教室棟・便所棟）へ建直しを

するものである。いずれの敷地も既開発地で、生態学的あるいは環境保護面で特殊な地域に該

当するエリアは無い。施設建設を予定するエリアは多くが約 700m2 以上の敷地面積で、地形は

ほぼ平坦であるが、周辺土地あるいは道路に比してレベルの低い土地では敷地内の雨水排水が

可能となるよう、外構計画による地盤レベルの調整が必要となる。その他、樹木伐採、建設行

為、排水処理設備の設置等によるサイト内外の自然・社会環境への影響が想定されるが、パ国

の定める環境基準等を遵守すると共に、環境への望ましくない影響を可能な限り低減するよう

以下の配慮を行う計画とする。 

• 敷地造成は施設建設に必要な範囲に限定し、建物床レベルが過去に記録された浸水レベル

以上となるよう、外構計画全体の中で周辺の土地に雨水流出等の影響が及ばないよう地盤

レベルを設定する。 
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• 既存植生の除去は施設建設に必要な範囲に限定し、高木は可能な限り保全することとして、

既存の自然環境の改変を最小限に抑える計画とする。 

• 汚水排水はパ国基準に従った簡易浄化槽を経て浸透桝にて敷地内処理とすることを基本と

し、浸透率が低いサイトと下水道が整備されているサイトは敷地外排水路へ処理水を直接

放流することする。なお、浄化槽からの放流レベルが敷地ごとの最大浸水レベルより低く

ならないよう便所棟床レベルを設定することで、雨季に敷地が冠水した場合でも未処理の

汚水が溢れることのないよう計画する。 

• 多くの敷地で主要道路から集落内のアクセス路を経てアプローチする必要がある。道路と

敷地の間に民家があるサイトでは、工事車両のアクセスは住民の合意を得つつ居住環境に

与える影響が極力抑えられるルートで設定する。 

• 敷地のいくつかは既存集落内又は既存集落に隣接しているため、工事中の騒音対策、粉塵

や廃棄物の処理、安全対策をシンド州環境保護庁の指導に従い行うこととし、周辺住民の

生活環境への負の影響を極力少なくするよう施工計画を策定する。 

（2） 環境影響評価に係る制度・手続き 

パ国では環境保護法（Pakistan Environmental Protection Act, 1997）に基づき環境保護庁が設立

され、環境保護行政を所管している。環境影響評価（Environmental Impact Assessment: EIA）も

同庁の所管であり、同庁規則（Pakistan Environmental Agency Regulations, 2000）がその具体的

手続きを定めている。同規則では EIA 及び初期環境調査（Initial Environmental Examination: IEE）

が必要なプロジェクトをリストに定めている。なお、本計画は、既存校がある敷地に新たに施

設増設を実施するものであり、環境保護庁が定める「環境上脆弱な地域：Environmentally 

Sensitive Area」に該当しないことから、手続きは必要ないとの了解を得ている。また、その対

応が必要となった場合は、SELD が責任をもって対応することで合意を得ている。 

2-3 当該国における無償資金協力事業実施上の留意点 

（1） Planning Commission-1（PC-1）の承認 

パ国では、本計画を実施するにあたって、PC-1 と呼ばれる公的資金を利用する開発プロジ

ェクトの計画段階の国家承認プロセスが必要である。PC-1 は実施の各段階で更新される。通

常の PC-1 の承認プロセスには、概略設計調査のドラフトレポート及びその署名済ミニッツの

添付が必要であるが、本計画では災害復旧の包括無償としてできるだけ早く事業実施を進める

ため、ドラフトレポートは添付せず、署名済ミニッツのみ添付された。次に、通常の承認プロ

セスとそれに係る期間を示す。 
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表 2-8 PC-1 の承認プロセス 

No 承認プロセス 期間（日） 

1 SELD による PC-1 書類の準備 10-15 日 

2 SELD 次官による承認  7 日 

3 Planning & Development Department による承認（Provincial Development 

Working Party による技術的承認含む） 

30-60 日 

4 連邦政府による承認 90 日 

 合計 6-7 ヶ月 

（2） 治安 

パ国は異なる言語を持つ多様な民族構成や、封建的な社会構造、地方‐都市間の経済格差と

いった国内要因に加え、インドやアフガニスタンとの間に緊張する国境エリアを抱えて、内

外の情勢変化の影響で常に治安情勢が流動化する危険性が高い国である。本計画が実施され

るためには治安情勢の継続的な安定が必須であり、対象地域での治安の悪化はプロジェクト

の中断につながる懸念がある。 

（3） 包括無償としての実施計画の策定 

SELD との協議の中で、実施中案件との違いとそれぞれのスキームの概要、委員会、タイム

フレーム等の相違点を説明し了解を得た。以下に包括無償と一般無償の違いを列記する。 

 包括無償（本計画） 一般無償（実施中案件） 

施主 SELD 

ただし、委員会（Committee, 

Subcommittee）が構成される。 

SELD 

委員会 主なメンバー： 
EAD（Economic Affairs Division）、
PDD（Planning and Development 

Department）、SELD 

- 

タイムフレーム 案件を迅速に実施するために、閣議
承認後も、協力準備調査が並行して
実施される。 

協力準備調査後、本体業務に移行し
た。 

2-4 その他（グローバルイシュー等） 

（1） 女子就学の制約条件 

調査対象サイトのヒアリングによると、コミュニティによって、女子就学に対する考え方は

様々である。2020年以降COVID-19による影響や、2022年の洪水によって、就学に対する意識

が低下したことが伺える。 

女子の就学を阻害している要因として現地調査で挙げられた主な内容は以下の通りである。 

• 社会・文化的要因 

- 親の女子教育に対する無理解（親の教育レベルや機会費用を反映） 

- 早期婚（一般的には 14～16 才で結婚、それ以上の教育は求めない） 
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- パルダ（伝統的慣習に基づく公的な場での女性の行動制限） 

- 特定のカースト、宗教、民族などのコミュニティが子供を就学させない 

• 経済的要因 

- 家庭内労働の必要性（家事、子守、農作業） 

- 経済的な負担（制服、交通費、文房具等）ができない 

• 女子児童にとって不適切な就学状況 

- 通学可能な範囲（距離、通学路の安全、交通手段の有無を考慮）に学校が無い 

- 教員不足による授業の質の低下（多学年での複式授業、過密状態での授業） 

今回調査を行った地域の中で、特に Badin 県の対象サイトが学校に行くことへの意識が低く、

女子教育に対するコミュニティの関心も低かった。今後は、少なくとも子どもが学校に継続し

て通うためには、周辺のコミュニティも含め校長や教員の保護者に対する継続的な働きかけが

必要である。 

（2） 本計画での取り組み 

本計画では、災害に強い施設を整備することと併せて、女子児童の就学促進させるため、建

設される施設が女子の就学阻害要因とならないよう適切な施設環境を整えることとし、必要な

仕様を充たした外周塀、給水設備、便所をコンポーネントに含めて一体的に整備する。 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

（1） 上位目標とプロジェクト目標 

本プロジェクトの上位目標は、2022 年の洪水により被害を受けたシンド州において、教育施設、

設備及び資機材等を復旧することにより、安全に学べる学習環境の整備及び災害への耐久性向上

を図り、もってパ国の人間の安全保障の確保と社会基盤の改善に寄与するものである。本プロジ

ェクトの目標は、上位目標を達成するために、被災した教育施設を建直し、今までに協力された

前期中等学校と合わせて有効活用されることを目標とする。 

（2） プロジェクトの概要 

本計画は、我が国がこれまでの無償資金協力で拡充を行った、あるいは拡充を計画している 78

校（前案件 54校、実施中案件 24校）から、2022年の洪水により被害を受け、「情報収集・確認調

査」にて選定された計 11サイトに 1サイトを追加した計 12サイトのうち、最大 9校（約 39教室）

の既存小学校の建替えを行うものである。同時に施設運用に最低限必要となる家具の整備を行う

ものである。 

3-2 協力対象事業の設計 

3-2-1 設計方針 

（1） 基本方針 

無償資金協力施設・機材調達方式（現地企業活用型）による実施を前提とし、先行案件（「前

案件」及び「実施中案件」、以下同じ）の設計仕様を参照し、現地の施工業者・サプライヤーが

妥当な価格で質の高い施設建設を行うことが可能で、かつ将来の災害に対する強靭性を備えた計

画を策定する。 

• 現地の建設事情を踏まえて、標準的な工法・材料を基本に設計・施工計画を策定する。 

• 災害に対する適切な堅牢性を備え、維持管理負担の少ない仕様を基本とする。 

• 災害時にシェルター利用されることを想定する。 

（2） 協力対象サイト・コンポーネントの選定 

本調査の調査対象サイトは、事前に行われた「情報収集・確認調査」で選定された 11 サイトに、

SELD より追加要望があった 1 サイトを加えた 12 サイトである。洪水や継続して降り続いた雨に

より既存小学校教室が主要構造体の被害や大きな雨漏り等の被害をうけ、その建替えを必要とす

るサイトであることを条件とし、以下の選定基準に照らして評価、優先順位付けを行い決定した

ものである。 
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1） 調査対象サイトの選定の基準 

• 洪水の危険地域（浸水レベル GL（Grand Level）＋1.5m 以上）に位置するサイトで、住民が移

転したサイトは除外する。 

• 洪水の水が引いていないサイトは除外する。 

• 対象施設が既に改修済、もしくは他ドナーによる支援が決定しているサイトは除外する。 

• アクセスが悪い（困難な）サイトは除外する。 

• 安全が確保できないサイトは除外する。 

• 想定される施設建設が可能な広さ・形状の土地が確保できないサイトは除外する。 

• 小学校の就学者数（G1-G5）及び教員数が十分に確保されているサイトを優先する。 

なお、実施中案件の 24 サイトについては、本案件の対象とした場合は実施期間の重複が想定さ

れ、管理が複雑化することから、改修・建て替えが必要なサイトは実施中案件の中で対応するこ

ととし、本案件の調査対象サイトからは除外した。 

2） 協力対象サイトの選定基準 

協力対象サイトの選定は、「情報収集・確認調査」で検討した優先順位付けの基準案に基づき、

無償資金協力により建設された又は建設される前期中等学校が十分に活用されるために、初等教

育レベルにあたる G1-G5 の現状就学者数と小学校教員数が十分に確保されているサイトを優先す

る。具体的な優先基準は「情報収集・確認調査」の検討結果を SELD に示し、協議を通じて以下

とすることで合意した。なお、小学校就学者数は、学校によって学年ごとの生徒数のばらつきが

異なるために学年平均を用いて評価することとして、標準の教室定員である 30 名に達するか否か、

また教員数については、就学前クラスを含む 6 学年を学年ごと、または 2 学年ごとの複式で運営

するに必要な教員数（6名、または 3名）が配置されているか否かの観点から 4段階の優先度に区

分した。 

表 3-1 優先順位付けの基準案 

優先順位付けの基準 

優先 A：G1-G5 の学年平均就学者数 30 名以上、小学校教員数（PST）6 名以上 

優先 A-：G1-G5 の学年平均就学者数 30 名以上、小学校教員数 3-5 名） 

優先 B：G1-G5 の学年平均就学者数 12 名以上 29 名以下、小学校教員数 3 名以上 

優先 B-：G1-G5 の学年平均就学者数 12 名以上 29 名以下、小学校教員数 2 名以下 

3） 協力対象サイトの優先順位 

上記基準に基づく調査対象サイトの優先順位を次に示す。 
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表 3-2 調査対象サイトの優先順位 

 記号 県 タルカ SEMIS 学校名 評価 
南

部
案

件
 

Mi03 Mirpurkhas Kot Ghulam Muhammad 405020099 GGES - Deh - 294 B 

Mi04 Mirpurkhas Kot Ghulam Muhammad 405020096 GGES -Kachelo Farm A 

Mi08 Mirpurkhas Hussain Bux Mari 405060015 GGES - Muhammad Hassan Mari A- 

Ba01 Badin T.Bago 401040123 GGES - Gullan Khaskheli B- 

Ba06 Badin S.F Raho/Golarchi 401020124 GGES - Ibrahim Chandio B- 

Na01 Nawabshah Nawab Shah 417020074 GGES - Quest 
B

（A） 

Na03 Nawabshah Sakrand 417030290 GGES - Jalalani B 

北
部

案
件

 

Kh05 Khairpur Faiz Ganj 415010517 GGES - Bajeed Fakir A- 

Kh09 Khairpur Kot Diji 415050286 GGES - Jani Boro B 

Su04 Sukkur Pano Akil 418010225 GGES - Moto Mirbahar B 

Gh01 Ghotki Ghotki 419010151 GGES - Officer Colony Ghotki A 

Da05 Dadu Mehar 402040143 GGES - Wali Muhammad Gorar B 

なお、今回調査で追加されたNa01については就学者数と教員数の基準からはA評価となるが、

既存小学校教室の一部が継続利用可能で建替えまでの必要はないと判断された。しかし SELD と

の協議の結果、同校では就学者数に対して教室が不足しており、前期中等クラスの就学者数から

見ても安全な学習環境を確保する必要性が高いと判断されたことから、優先度を B に下げて対象

に残すこととした。 

4） 協力対象コンポーネントの検討と優先順位の設定 

「情報収集・確認調査」にて確認された要請コンポーネントは小学校教室棟（一般教室、校長

室、教員室兼倉庫）、便所棟（生徒・教員用）、教育用家具及び太陽光発電システムである。本調

査では SELD に対して次表に示したコンポーネントの優先順位について説明し、太陽光発電シス

テムの優先順位を C とすることを提案し、先方負担とすることで合意された。なお、SELD から

は本計画の 9 校の太陽光発電システムの新規設置と、前案件対象の前期中等学校 54 校の太陽光発

電システムの改修をパ国側負担として既に PC-1に含むことが明らかにされた。また、教室数につ

いては、「情報収集・確認調査」の結果、就学前クラスと G1 クラスは就学者数がそれぞれ多いこ

とより、別々の教室を計画することで合意した。更に、前案件対象の前期中等学校には、既に校

長室と教員室・倉庫が整備されている学校が 12 サイト中 9 サイトあり、本計画では校長室と教員

室・倉庫が整備されていない 3 校のみそれらをコンポーネントに含むことで合意した。なお、倉

庫は可能な限り階段下のスペースを有効活用することとした。 

次に、要請コンポーネント内容とその優先順位を示す。 
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表 3-3 要請コンポーネント内容とその優先順位 

 コンポーネント 備考 優先 

順位 

施設 小学校教室 各学年 1教室を想定される生徒数に応じて整備する。 

G1-5の学年平均就学者数が 30人以上：6教室 

G1-5の学年平均就学者数が 12以上 29以下：4教室（就学前、G1、G2＋
G3、G4＋G5） 

A 

 校長室 

＋教員室・倉庫 

協力された中等学校のうち、校長室と教員室・倉庫が整備されていないサイ
トのみ計画する。 

B 

 生徒・教員用 

便所棟 

 A 

 外周塀 女子学校では就学促進のために必須であり、必要範囲の設置を行う。 A 

機材 教育用家具 基礎的な生徒用および教員用家具等を整備する。 A 

 太陽光発電 

ｼｽﾃﾑ 

既に PC-Iにパ国側負担として含まれ整備が確認されている。 C 

以上を踏まえ、本計画で協力対象とする施設内容は、上記要請コンポーネントの中から現地調

査時の SELD との協議結果を踏まえて、以下の通り基準を設定した。 

• 女子基礎学校のうち、初等教育施設として最低限必要な施設であること。 

• 公立の初等教育施設として標準的な施設であり効果的に利用され、維持管理されること。 

5） 施設計画に係る方針 

付加価値創出に係る方針（Build Back Better 概念適用、シェルター利用） 

協力済の中等学校は、2010 年の洪水の浸水レベルを基に 1 階床レベルが設定されており、本計

画の対象 12 サイトの中等学校では、床上浸水は確認されなかった。また、サイト調査にていくつ

かの協力された中等学校がシェルターとして利用され、倉庫などを個室として利用するケースや

教室を複数の家族で利用するケースが確認された。 

これらの教育施設の復旧にあたっては、災害前の状況に戻すのではなく、将来同様の災害が起

こる可能性やリスクを把握したうえで、将来起こり得る災害による被害を最小限に抑えるための

対策を考えていくという、「Build Back Better:よりよい復興」の概念が重要である。以上を踏まえ、

対応可能な付加価値向上策を提案する方針とする。 

（3） 自然環境条件に対する方針 

1) 気象条件への対応 

シンド州はパ国南東部に位置し、亜熱帯モンスーン気候に属する。気候上は大きく上シンド

（中心都市：Jacobabad）、中シンド（中心都市：Hyderabad）、下シンド（中心都市：Karachi）に 3

分され、沿岸部の下シンドでは比較的穏やかな気候となるが、本計画の対象地域となる北部の

Sukkur にかけての内陸部は、大部分が年間降雨量が 200 ㎜に満たない高温乾燥地域である。4～6

月にかけて平均最高気温が 40℃を超える猛暑となる一方、11～3 月は比較的冷涼で夜間の気温が

10℃を下回る。7～8 月は南西モンスーンの影響で雨季となり、時に激しい降雨となってしばしば

洪水被害を引き起こす。Sukkur と Hyderabad の過去 30 年間の平均気温（最高・最低）と降雨量の
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気象グラフを示す。 

 

出典：https://www.meteoblue.com/のデータより調査団作成 

図 3-1 シンド州の気象（Hyderabad、Sukkur） 

本計画ではこうした気象条件に対し、以下の方針で施設計画を行う。 

• 現地の標準的な設計に倣い、可能な限り東西軸を原則とした建物配置とし、深い庇を設ける

ことにより日射や降雨から室内環境を守る計画とする。なお、狭小なサイトでは、敷地に合

せて建物を配置する。 

• 高温乾燥の気候に対し、屋根・壁の仕様は、現地業者による施工であることを考慮しつつ、

遮熱・断熱性能の高い仕様・工法を採用する。 

• 維持管理費の低減に留意しつつ、夏季の高温に対して最小限の天井扇等の機械設備設置を計

画する。 

対象サイトの多くが比較的平坦な土地に位置しているため、雨季（7 月～9 月）における雨水処

理について特に以下の点に配慮する方針とする。 

• 雨水ならびに汚水は敷地内処理を原則として計画する。 

• 建物回りにコンクリートの犬走を設置し、建物の汚れを防ぐ。 

2) 自然災害への対応 

対象地域となるシンド州における主な自然災害は大雨や河川の増水による洪水、浸水である。

シンド州の過去の平均年間降雨量は 180mm程度と非常に少ないものの、雨季の間、毎年のように

モンスーンによる豪雨・洪水による被害を受けている。2022 年は、モンスーンによる豪雨（対象
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地域降雨量：約 450～850mm）により、シンド州全域で人的被害を伴う甚大な被害を出した。な

お、サイト踏査時のヒアリングに依れば、本計画対象サイトにおいて 2022 年の豪雨に伴う床上浸

水の被災歴はない。以上を踏まえ、本計画では以下の方針で施設計画を行う。 

• 建物床レベルは標準床高を設計 GL＋600mm で設定を行う。 

• 便所棟の簡易浄化槽は槽内へ雨水が逆流することのないよう、放流管のレベルを記録された

最大浸水高より高く設定する。 

なお、パ国は地震国として建築基準（Building Code of Pakistan）の中で建物の耐震設計基準を定

めており、対象地域は 2A（水平最大加速度 0.08-0.16g）に区分されている。本計画では同基準に

従い適切な地震力を考慮した設計を行うこととする。 

3) 地形・地質条件への対応 

計画対象サイト（建設予定エリア）は大部分が平坦な土地であるが、1 サイトのみ周囲の地盤

より低く、降雨時に浸水し易い土地が含まれる。これらの地形・地盤条件に対しては、以下の方

針で施設計画を行う。 

• 隣地や前面道路より低く、冠水の可能性があるサイトもあるので、それらを考慮して、設計

地盤レベル＋600mm を建物床レベルとして設定し、必要最小限の範囲を盛土等により適切な

レベルを確保する。 

• 周囲から雨水の侵入が想定されるサイトでは開渠等の適切な雨水排水路を設置して敷地外に

雨水排水を導く計画とする。 

• 軟弱地盤となるサイトでは十分な地耐力を確保できるよう適切な地盤改良や基礎下のラップ

ルコンクリートによる地盤改良を計画する。 

（4） 社会経済条件に対する方針 

1) 文化的側面での方針 

パ国はイスラム国家としてイスラム法に則った様々な慣習や制約を保持するとともに、伝統的

な部族社会の構造を色濃く残す国家である。また、地方部では男女間の格差や部族間の隔たりが

大きく、特に女性はパルダと呼ばれる服装（ヴェールの着用）や行動制限（男女の生活空間の分

離）等の様々な戒律の下で生活をしている。計画に当ってはそうした伝統的な社会構造に対して、

以下の方針で計画を行う。 

• ラマダン等のイスラム固有の行事の影響を十分考慮した実施工程とする。 

• 施設計画に当っては女子の就学促進を図れるような環境整備（清潔な便所や可能な限り外部

からの視線に配慮した外周塀の整備）に留意する。 

2) 物価上昇に対する方針 

COVID-19 の影響や近年の原材料費高騰に伴い、建設資材価格は高騰しており、中でも鉄筋は

前案件の入札時点（2016 年 11 月）からと比較して 3 倍以上価格が上昇している。その他の材料
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も、当初の想定物価上昇率より上昇している。本計画にあたっては、仕上げの仕様を十分に検討

し、コスト上昇を可能な限り抑えた計画とし、適正コストの設定を行う方針とする。 

（5） 建設事情／調達事情に対する方針 

1) 建築基準・許認可等 

SELD の中には学校施設建設に係る技術的な役割を担う Education Works 部局が編成されている。

また、本計画のようなドナープロジェクトでは、プロジェクトユニットが組織され、SELD の下

で計画に係る実施・モニタリングを行う。本計画では、Education Works が耐震基準への適合等、

技術基準への適合について技術的側面から確認を行い、承認する。また、構造解析については、

現地のリソースを効率的に活用し、現地の建築基準に従い、施設検討と並行してより細やかに検

討を進める。 

2) 建設事情･調達事情 

計画対象となるシンド州はパ国第 1の商業都市である Karachiを擁し、州内の幹線道路の状況は

良好で、現地で一般的な建設資機材については調達、輸送に問題はない。また、国内外の大規模

プロジェクトを手掛ける大手建設業者・コンサルタント企業を始め、多くの建設関連企業が

Karachi を拠点に活動を行っている。一方、北部地域では中心都市である Sukkur においても建設

業者のほとんどは個人経営の小規模企業で、本計画実施に必要な能力を有する業者の調達は困難

である。更に、資機材についても多くの工業製品はKarachiから陸路での調達となるため、雨季に

おけるサイトへの未舗装路による通行困難や近年の急激な燃料費高騰に伴う輸送費・材料費の上

昇等、コスト面・工期面でのリスクが存在する。施工計画に当ってはそれらリスクを適正に見込

んだ工期と概算コストの設定を行う方針とする。 

（6） 現地業者の活用に係る方針 

1) 現地コンサルタント 

本計画では設計からの一貫性を保ちつつ効率的な施工監理を行うため、設計を担当した本邦コ

ンサルタントが JICA より推薦され、引続き入札支援・施工監理を行う。シンド州には Karachi を

中心に国内外のプロジェクトを手掛ける大手コンサルタントが数社あり、他ドナーによる多サイ

ト案件の施工監理の経験を有するコンサルタントも複数ある。他方、現地コンサルタントの施工

監理では、日本の無償資金協力で求められる短期間での業務遂行が困難であり、委託した業務を

管理するために大きな労力を割く必要があると判断される。また、現地での施工監理業務は通常、

支払いに係る出来高査定、発注者と施工業者との調整、設計変更の対応、品質管理が中心である

ことから、本計画では現地工法についての技術的なアドバイス・相談などの業務を現地コンサル

タント会社に依頼する方針とし、原則として本邦コンサルタントの日本人常駐監理者の下に、現

地エンジニアを直傭し監理する体制を計画する。 

2) 現地施工会社 

本計画の施設建設は JICAの「施設・機材等調達方式（現地企業活用型）に係る調達ガイドライ
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ン」に従い、原則として被援助国業者を対象にした一般競争入札で選定される業者により実施さ

れる。パ国では公共工事に係る施工業者は受注可能請負額等に応じて CA から C6 までの 8 段階の

ランク別にパキスタン・エンジニアリング協会（Pakistan Engineering Council: PEC）に登録されて

いるが、最上位 CA クラスの業者は国内外の大規模な民間工事を手掛ける企業が多く、財務管理

や品質・工程管理の能力は高いが、本案件のような中小規模の教育施設建設に対しては実績もな

く、受注意欲も低い。学校建設等の公共工事は多くが CB～C6 クラス業者によって行われている

が、CB クラス未満の業者には十分な能力を持つ企業も少ない。本計画では州都 Karachi に拠点を

置き、州・県公共事業局が実施する教育施設建設の実績を有する CB 以上の業者を対象に資格審

査を行い、財務状況や施工能力、技術力等を総合的に確認したうえで入札を実施し、最適な施工

業者の選定・活用を行う方針とする。 

3) 家具調達業者 

SELD の実施する案件の教育家具調達で実績を有する大手サプライヤーが Karachi 周辺に複数社

存在している。第三国製品（既製品）の輸入調達の他、自社で生産を行う専門業者もあり、一般

的な教室家具の多くはそれら業者が生産、供給を行っている。前案件での納入実績によれば本計

画で必要な家具の調達能力に問題は無く、品質や技術力も学校家具として問題の無いレベルにあ

る。一方、州内に分散する多数のサイトについて、それぞれの建設工事の進捗に合せて家具の製

作・調達・輸送を進める必要があり、そうした業務全体の管理能力には不安がある。本計画では、

財務状況やサンプル検査による技術力等を総合的に確認したうえで入札を実施し、最適な家具業

者の選定・活用を行う方針とする。また、サイトごとの家具納入が適切な時期に、かつ確実に実

施されるよう計画する。 

（7） 運営・維持管理に係る方針 

本計画では新設される学校施設の運営と維持管理に係る負担が可能な限り少なくなるよう、維

持管理に特殊な技術を要さない現地標準の工法・仕様の採用を基本に、堅牢で維持管理が容易な

設計を行う。また、設備等は特殊な操作・運用指導等を必要とせず、運営を行う学校・県教育事

務所等の現地の人員が容易に管理・運転できる標準的な内容の計画とする。 

（8） 施設・機材等のグレード設定に係る方針 

施設のグレードはシンド州の標準的な基礎学校施設として実施された前案件のグレードに準じ

るものとし、機能性、経済性、維持管理の容易さ等の観点から主要部位の仕様を比較再検討し、

学校施設として必要な機能と耐久性が確保できるレベルのグレードを採用する。また、家具につ

いても前案件同様標準的に備える基礎的な内容のものであり、シンド州政府が調達する標準的な

家具のグレードと同等の仕様･グレードとする。 

（9） 工期に係る方針 

本計画は、シンド州 5 県の広範囲に分散する約 9 校の女子基礎学校サイトで既存小学校施設の

建直しを行うもので、計画コンポーネントは教室棟、便所棟、外周塀及び家具とシンプルで、サ

イト当りの規模は約 250m2から最大でも約 400 m2と小規模である。現地の標準的な工期は 1 サイ
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ト当り約 12 か月であるが、契約単位を本計画の施工に最も適した CB クラス業者の参画が可能な

9 サイト 1 ロットとした場合は、仮設資材と労務の転用を考慮した工程となる。また、6～9 月の

雨季は作業効率が落ちるため 6 割程度の進捗を想定するとともに、交通遮断による資材搬入の遅

れを考慮し、可能な限り雨季を避けた調達計画、工期の設定とする必要がある。加えて既存集落

内又は既存集落に隣接し敷地が狭小なサイトが多いため、仮設用地や資機材の搬入・設置に関す

る制約や、重機による作業に関する制約が想定されるサイトも多い等、様々な施工上の課題が予

見される。以上の条件を踏まえ、サイト毎の固有の条件を十分検討した上で、実現性のある工程

計画を策定する方針とする。 

（10） 安全対策に係る方針 

パ国は安全対策に係る付加的経費の取扱いに関し JICA が定める「紛争影響国・地域」に該当

し、外務省の海外安全情報によれば、シンド州では北部州境のジャコババード郡で「レベル 3

（渡航中止勧告）」、それ以外の地域に「レベル 2（不要不急の渡航中止）」の危険情報が出されて

いる。本計画では、安全対策に係る体制を構築し、常に治安情報の収集に努めるとともに、必要

な治安対策を施工計画に含める方針とする。 

3-2-2 基本計画（施設計画／機材計画） 

施設・機材の基本計画は前案件の内容や仕様を踏まえ、現地調査で得られた施設使用状況、維

持管理状況を反映した改善、及び後述の付加価値向上の観点からの改良を加え策定する。 

（1） 協力対象サイトの選定・優先順位付け 

協力対象サイトの選定・優先順位付けは、現地調査で得られたサイト状況を評価・分析し、総

合的な判断に基づいて決定する。 

（2） 就学状況から見た妥当性の確認 

本調査では、全候補サイトを対象にフィールド調査を行い、被災状況、女子の就学状況、就学

者数・教員数・周辺小学校数、前期中等への進学状況、および前期中等学校進学に対する制約条

件等、サイトごとの就学状況・就学事情の詳細を把握して、選定されたサイトとその優先順位の

妥当性を確認した 

1） 就学者数、教員数、周辺校等の状況および前期中等学校進学に対する制約条件 

各対象校の就学者数（初等教育と前期中等教育）、教員数、対象校の前期中等部（6～8 年生）

に進学してくる可能性のある周辺の小学校（半径 2km 程度以内のフィーダー校）数は、下表に示

すとおりである。また、あわせて対象校の初等部から中等部への進学時等、進学・就学継続の制

約となり得る要因についての調査結果を記載する。 
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表 3-4 調査対象サイトの就学状況と制約条件 

調査 

対象校 

G1-5 就学者数 G6-8 就学者数 教員数 周辺

校数 

制約条件 

(2022/23)  

Mi03 111 人 30 人 8 人 なし ムスリム/ノン・ムスリムの混合コミュニティ。親の 6

割は教育を受けており、女子教育への理解度が高い。

街の学校に通学しているケースもある。 

Mi04 150 人 99 人 10 人 4 校 ムスリム/ノン・ムスリムの混合コミュニティ。約半数

の親が教育を受けており女子教育への理解度が高い。

中等部終了後、ほとんどが離れた高校に進学する。 

Mi08 195 人 20 人 7 人 なし ムスリム/ノン・ムスリムの混合コミュニティ。親の多

くが農業に従事、親の女子教育への関心・意識は低

く、小学校 3年生以降に就学者数が激減する傾向で、親

のために家事や妹・弟の世話をしている模様。就学を

継続しても 5年生までで、それ以降は進学させない世帯

が多い。 

Ba01 90 人（男子含

む） 

15 人 *1 14 人 2 校 中等部は各学年 1桁の就学者数。初等部でも毎年中退者

が出ている。早期婚と、農業労働者である親が仕事を

手伝わせるためである。5 年生卒業生の 2～3 割は中等

部には進学せず、5 割強がこの学校の中等部に進学、残

りが街の高校に進学する。教員の多くは、村外出身で

女子の就学促進に熱心に取り組んでいる様子はなかっ

た。 

Ba06 97 人 25 人 8 人 3 校 周辺コミュニティには早期婚の慣習が根強く残り、

13、14 歳で結婚するため、初等部の途中で中退、中等

部には進学しないケースがある。 

Na01 215 人 120 人 27 人 なし 100%ムスリム。親の多くが農業労働者で教育を受けて

いないが、近くに大学があることもあり、女子教育へ

の関心・意識が高い。 

Na03 70 人（男子含

む） 

21 人 7 人 3 校 多くの親が農業労働者で、教育を受けておらず、女子

教育への関心・意識が低い、学校にまったく来ていな

い OOSC が相当数いる模様。女性の移動の制限があ

り、父親による意思決定への支配傾向が強く、母親が

SMC 活動にまったく参加していない。 

Kh05 248 人（男子

含む） 

65 人 9 人 4 校 親の中には農業労働者だけでなく、地主も含まれ、親

の約 7割は女子教育への関心・意識が高い。女子教育推

進に熱心で、リソースが可能なコミュニティといえ

る。 

Kh09 100 人 40 人 9 人 3 校 100%ムスリムのコミュニティ。住民の女子教育への関

心・意識が高いが、共学校への抵抗が強い親もおり、

近在の共学校（SEF）ではなく、この学校の中等部への

転学の需要がある。 

Su04 101 人 63 人 3 人 なし 親の多くが農業労働者で教育を受けていないが、女子

教育への関心・意識はあり、小学校卒業後前期中等学

校に進学させている。5～10 世帯が農業労働の手伝いな

どのため、子どもを学校に行かせていない。街から遠

く（20km）交通の便が悪いため、教員の配置や継続勤

務が難しい。 

Gh01 193 人（男子

含む） 

33 人 14 人 3 校 街から近く、親の多くは政府職員で女子教育への関

心・意識が高い。2022/23 年にこの基礎学校が開始され

るまでは、ほとんどが 2 ㎞離れた GGHSS Ghotki(～G12)

に進学していた。 

Da05 66 人 22 人（6 年生

と 7 年 生 の

み） *2 

4 人 2 校 多くの親が農業労働者で、教育を受けている親は限ら

れ、女子教育への関心・意識も高いとはいえない。学

校に来ていない子どもが 2、3 割いる模様で、4 年生以

降は、男子は農業労働を手伝い、女子は家事や弟妹の

面倒をみるため、学校に来ない子どももいる。また、
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他のコミュニティと比べて、男性による意思決定のコ

ントロールが強い模様。 

*1 2km圏内に NGOが運営する Sindh Education Foundation（SEF）の学校があり、ヒアリングによると生徒がそち

らに集まっており、留意が必要である。 

*2 2022 年度より前期中等教育課程を開始しているが、登録されている就学者数と実際の就学者数について乖離

があることに留意が必要である。 

註） 就学数は、基本的に女子の人数を示す。 

出典：各対象校の校長への聞き取り情報を基に、調査団作成 

2） 女子の就学状況 

学校周辺のコミュニティはムスリムだけでなくノン・ムスリム、2 つの混合のコミュニティと

様々で、また多くの親は農業労働者の貧困層であるが、一部技術者、政府職員、自営業者等も含

まれていた。候補校の中で特に Badin の学校は、周辺住民にもともと女子教育に対する偏見や意

識不足の傾向が強く、早期婚の慣習により前期中等部（6～8 年生）への進学が限られている学校

も数校あった（下表参照）。一方、Mirpurkhas や Khairpur の学校は、周辺住民がジェンダー規範

（パルダ）よりも女子の教育を優先する考え方に変わりつつあるようであった。Badin の学校を

はじめ、もともと女子の就学が限られている学校では、COVID-19 蔓延や洪水災害による長期間

の学校閉鎖の後、少数ではあるが中退した女子もいたようであるが、多くの候補校では、時間は

かかったものの（2022 年 12 月ごろまでには）児童・生徒が学校に戻ってきたことが分かった。 

表 3-5 調査対象サイトにおける女子の就学状況 

調査対象校  女子基礎学校アップグレード時 

（中学生受け入れ時） 

COVID-19 蔓延による学校

閉鎖後（2020 年 9 月～） 

洪水災害後（2022 年 

8 月の新学期～） 

Mi03 初年度（2017年）6年生 12人受入れ、全員 8年

生までを修了。ほとんどが高校（10km）に進

学。 

9 月の学校再開後、1 ヶ月程

度ですべての児童・生徒が

戻った。 

別の場所に避難して

いた児童・生徒も含

め、全員が戻ったの

は 12 月ごろ。 

Mi04 初年度（2018年）6年生 20人受入れ、全員 8年

生までを修了。うち 18 名は共学の高校へ進

学、2 名は進学せず（親の反対）。 

なかなか戻らず、保護者に

呼びかける等苦労があっ

た。特に遠方から通学小学

生 5、6人が戻ってこなかっ

た。 

児童・生徒の全員が

戻るまで、8 月の新学

期開始後から 1 ヶ月く

らいかかった。 

Mi08 教員不足により開校が遅れた。初年度（2020

年）6 年生 2 名のみ（COVID-19 の影響）。教員

は 4 名に増加。 

児童・生徒の多くは学校の

再開を心待ちにしていたた

め、すぐに戻ってきた。 

学校閉鎖を経て 9月 13

日に再開後、遠方か

らの児童・生徒が戻

ってくるのに 10～15

日程度かかった。 

Ba01 初年度（2017年）6年生 11人を受入れ。全員が

8 年生を修了、ただし小・中学生の早期婚によ

る中退は毎年ある。 

多くの親が農業労働者で、

子どもに手伝わせるため、

子どもを学校に戻さないケ

ースが多かった。 

そ れ ほ ど 影 響 が な

く、すぐに児童・生

徒は戻ってきた。 

Ba06 初年度（2017 年）6 年生 17 人を受入れ。うち

2、3 人が 1 年以内に中退（やる気をなくし

て）、残りは高校（10km）に進学。 

小学生 102 人中 16 人、中学

生 28 人中 8 人が戻ってこな

かった、主な中退理由は早

期婚。 

9～10 月にかけて、

徐々に児童・生徒が

戻ってきた。 

Na01 初年度（2017 年）6 年生 19 人を受入れ。 面談した校長は 2022/23 年

度に赴任したため、不明。 

60 日洪水の被害をう

け、30 日程度シェル

ター利用された。 

Na03 初年度（2019 年）6 年生 4 人を受入れ。 全員が戻ってくるまでに約

3 ヶ月かかった。 

4 家族が別の場所に引

っ越し、そのため 4 人

の小学生が中退。 
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Kh05 初年度（2017/18 年度）に 6～8 年生まで順に

28、22、20 人を受入れ、COVID-19 蔓延後の

2020/21年度の 6年生への進学者数は 5年生を修

了した 24 人中 17 人に止まる。 

徐々に戻ってきた。 児童・生徒は徐々に

戻ってきて、全員が

戻るのに 2 ヶ月かかっ

た。 

Kh09 初年度（2019/20 年度）6 年生 15 人を受入れ。

COVID-19 禍の 2020/21 年度の 7 年生は 8 人、

2021/22 年度の 8 年生は 17 人である。 

徐々に戻ってきて、全員が

戻るまでに 2 週間程度かか

った。 

8 月の新学期開始後 3

ヶ 月 間 の 学 校 閉 鎖

後、11 月に再開。 

Su04 初年度（2021/22 年度）6 年生 20 人を受入れ。

全員が 8 年生まで就学を継続中。 

児童・生徒はなかなか戻っ

てこず、全員が戻ってくる

のに 2 ヶ月程度かかった。 

学校が再開されたの

は 10 月で、全員が戻

ってきたのは 12 月 

Gh01 初年度（2022/23 年度）6 年生 27 人を受入れ、

うち 13人はこの小学校からの進学、１4人は他

の小学校からの進学。 

徐々に戻ってきて、中退者

は出なかった。 

8 月末から学校を再開

し、全員が戻るまで

に 1 ヶ月程度かかった 

Da05 初年度（2022/23 年度）6 年生 18 人と 7 年生 5

人を受入れ。 

面談した校長は 2022/23 年

度に赴任したため、不明。 

9 月末まで学校が閉鎖

さ れ 、10 月 か ら 再

開、子どもたちは再

開を心待ちにしてい

たためすぐに戻って

きた。 

（3） 協力対象範囲の設定 

以上の検討結果を踏まえ、日本側予算規模も考慮の上、協力対象とするサイト範囲を優先順位

に応じて以下の通り設定した。 

表 3-6 調査対象サイトの優先順位 

優先順位 サイト 備考 

A Mi04, Gh01 既存就学者数から高い需要が見込まれることから、1 学年 1教室として計画し、協力

対象とする。 A- Mi08, Kh05 

B Mi03, Kh09,  

Su04, Na01, Na03, 

既存就学者数から一定の需要が見込まれることから、既存就学者数や既存の利用可

能教室に合わせて教室数を設定し、一部の学年を複式学級として計画対象とする。 

B- Ba06, Da05, 

Ba01 

既存就学者数から一定の需要が見込まれるが、教員数が 3 名を下回り、運営上の懸

念があるため、優先順位を下げて予備サイトとする。 

また、予備サイトの優先順位については、小学校就学者数に加えて、Ba01が SEF支援校と競合

状態にあることを考慮し、Ba06、Da05、Ba01 の順とすることで SELD と合意した。 
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表 3-7 対象サイトの優先順位一覧表 

 

S.no District 学校名 SEMIS
既存小学校
の状況

治安の
問題

対象サイト
の評価 (G1-5)

F M F M F M F M F M F M F M F F+
M F M F M F M F M F F+

M F M F M F M F M F M F M F M F M

3 Mirpurkhas Mi03 GGES - Deh - 294 405020099 16 18 24 22 17 14 95 0 19 19 7 8 15 30 0 10 10 5 3 8 0 要建直し B

4 Mirpurkhas Mi04 GGES -Kachelo Farm 405020096 90 36 25 23 47 19 150 0 30 30 47 26 26 99 0 33 33 6 4 10 0 要建直し A

7 Mirpurkhas Mi08 GGES – MuhammadHassan Mari 405060015 50 80 58 38 11 8 195 0 39 39 11 6 3 20 0 7 7 1 2 3 1 7 0 要建直し A-

22 Badin Ba01 GGES - Gullan Khaskheli 401040123 32 18 21 4 11 3 16 4 14 3 14 76 14 15 18 5 7 3 15 0 5 5 2 8 3 1 14 0 要建直し Bー

26 Badin Ba06 GGES - Ibrahim Chandio 401020124 60 18 11 15 28 25 97 0 19 19 11 8 6 25 0 8 8 1 6 1 8 0 要建直し Bー

19 Nawabshah Na01 GGES - Quest 417020074 190 50 55 40 35 35 215 43 38 42 40 120 40 15 12 3 30 0 要改修 B

21 Nawabshah Na03 GGES - Jalalani 417030290 65 25 10 5 10 5 11 1 10 3 11 4 52 18 10 14 9 6 6 21 0 7 7 5 1 3 1 9 1 要建直し B

33 Khairpur Kh05 GGES - Bajeed Fakir 415010517 118 47 25 15 32 3 16 9 27 13 23 20 123 60 24 36 26 21 18 65 0 22 22 2 3 4 9 0 要建直し A-

37 Khairpur Kh09 GGES - Jani Buriro 415050286 75 24 21 18 13 24 100 0 20 20 17 15 8 40 0 13 13 5 3 1 9 0 要建直し B

40 Sukkur Su04 GGES - Moto Mirbahar 418010225 50 10 30 21 20 20 101 0 20 20 24 19 20 63 0 21 21 3 3 0 要建直し B

46 Ghotki Gh01 GGES – Officer Colony Ghotki 419010151 55 25 27 15 50 10 19 8 32 6 13 13 141 52 28 38 27 5 1 33 0 11 11 13 1 14 0 要建直し 注意 A

53 Dadu Da05 GGES – Wali Muhammad Gorar 402040143 40 20 14 12 14 6 66 0 13 13 18 5 23 0 8 8 3 1 4 0 要建直し Bー

12<P<30 ECT：就学前教員 JEST：中等学校教員
30≧P PST：小学校教員 HST/SST：高校教員／科目教員

HST/S
ST

その
他 合計

平均
G6-8

G9 G10 ECT PST JEST合計
G6-G8

合計
G1-G5

平均
G1-5

G6 G7 G8G5Kati G1 G2 G3 G4
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（4） 協力対象コンポーネントの検討と優先順位の設定 

SELD から要請のあった施設・機材コンポーネントに基づき、協力の妥当性及び適切な内

容・規模について検討を行い、協力対象範囲を設定する。各コンポーネントに対する検討結果

と設計方針を以下に示す。 

1） 施設コンポーネント 

一般教室（初等教育用） 

無償資金協力により建設された前期中等教育用教室が有効に使用されるためには、適切な数

の初等教育用教室が必須であり、既存教室の災害による劣化が著しく継続的な使用が不可と判

断されたサイトの既存施設の建替えを計画する。小学校の計画教室数は、G1-5 の学年平均就

学者数が 30 人以上で 6 教室、G1-5 の学年平均就学者数が 12 以上 29 以下の場合は 4 教室で設

定することとした。また、既存小学校教室の一部が利用可能なサイトは、不足する教室数を計

画することとした。なお、4 教室の設定にあたり、就学前クラスと G1 クラスは就学者数がそ

れぞれ多いことより、別々の教室とし、G2 と G3、G4 と G5 が教室を共有する計画とする。 

校長室 

学校運営に必須の施設であり、継続使用可能な既存施設が無いサイトでは 1 室を整備する。

規模は机・椅子、収納棚が設置できる執務スペースと来客の応対スペースを確保することとし

て、一般教室の半分とする。 

教員室・倉庫 

教育機材や管理用書類を適切に保管するために必要性は高く、継続使用可能な既存施設が無

いサイトでは教員室・倉庫として 1 室を整備する。規模は一般教室の半分を確保し、収納以外

に教職員控室としての機能を兼ねる計画とする。 

便所 

学校が機能するために必要不可欠な施設であり、臭気や汚染を避けるために教室棟とは別棟

で計画する。規模は狭小な敷地内で給水源や他の建物との適正な離隔を確保する必要から最小

限の規模として 6 教室用に 6 ブース（5 ブース＋障害者・教員用の 1 ブース）を、4 教室用に 4

ブース（3 ブース＋障害者・教員用の 1 ブース）を基本とし、敷地の制約条件に合わせてブー

ス数を調整する。なお、敷地が狭小で便所棟が設置できないサイトは、協力済の便所棟を利用

する計画とする。 

門塀 

周囲から他者の侵入を防ぎ視線を遮断する境界塀はイスラム圏の女子学校では女子の就学を

得るために必要不可欠の要素である。本計画では敷地の狭小なサイトが多く、一部サイトでは

建物と塀を一体的に計画することが必須となるため、門塀は本体工事に含むこととし、既存塀

がない、あるいは継続的に利用できる状態にない部分の門塀建設を協力対象に含める。 
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2） 機材コンポーネント 

家具 

家具については必要最小限の基礎的家具として教室用家具（生徒用/教員用机・椅子、収納

棚）及び管理用家具（校長用机・椅子、来客用椅子、打合せテーブル・椅子、収納棚）を協力

対象とする。これらは学校施設が適切に機能する上で必須のものであり、対象サイトの施設内

容に応じて整備する。 

太陽光発電システム 

前述のとおり、太陽光発電システムの設置は先方負担として実施されることで合意された。

本案件では、配管用の壁用スリーブを協力対象とする。なお、インバータやバッテリーの設置

場所や、太陽光パネルの荷重については SELD と情報を共有し、計画に反映する。 

（5） 協力対象範囲の設定 

表 3-8 協力対象サイト・コンポーネントのリスト 

優先 
順位 

NO. サイト名（学校名） 

  
 

施設内容  
 教室棟 便所棟 家具 門塀 

教室 校長室/ 
教員室・倉庫 

ﾌﾞｰｽ数  

第一 
（A） 

Mi04 GGES -Kachelo Farm 6 1 6 〇 〇 
Gh01 GGES - Officer Colony Ghotki 6  2 〇 〇 

第二 
（A－） 

Mi08 GGES - Muhammad Hassan Mari 6  6 〇 〇 
Kh05 GGES - Bajeed Fakir 6  6 〇  

第三 
（B） 

Mi03 GGES - Deh - 294 4 1 4 〇  
Kh09 GGES - Jani Boro 4  2 〇 〇 
Su04 GGES - Moto Mirbahar 4   〇  
Na01 GGES - Quest 4  4 〇 〇 
Na03 GGES - Jalalani 4 1 4 〇  

 合計 9 サイト 44 3    

現地調査にて確認された施設・機材コンポーネントにつき、前項「設計方針」に掲げた基本

方針及び先方との合意事項に則り、協力の妥当性と適切な内容・規模について検討し、実施段

階で入札結果等による調整の必要が生じた場合の最終的な優先順位を設定する。 

第 1 優先グループ：優先度 A と判断されたサイトの施設・家具コンポーネント 

第 2 優先グループ：優先度 A-と判断されたサイトの施設・家具コンポーネント 

第 3 優先グループ：優先度 B と判断されたサイトの施設・家具コンポーネント 

本計画は、日本の無償資金協力：施設・機材等調達方式（現地企業活用型）の枠組みに沿っ

て実施されることを踏まえ、現地での入札結果が不調に至った場合、再入札時のコンポーネン

トの絞り込み（スコープカット）に、柔軟に対応できるように優先グループを構成する。 
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（6） 建築計画 

1） 施設標準タイプ 

SELD では小学校の施設標準と最低規模を定め、プロトタイププランを作成しているが、実

施段階では県学校建設課（Department of Education Works）が自ら、又はコンサルタントに委託

して個々のサイト条件を加味した設計を都度行っている。標準仕様や設計基準も特に定められ

ておらず、プロジェクトごとに詳細設計をまとめる体制にある。 

これを踏まえ、本計画は先行案件の設計内容の仕様を基本とし、幾つかのプロトタイプを独

自に設計し、各々のサイトに適用する形で設計を行う。なお、計画対象は敷地が狭小なサイト

が多く、建設用地に係る様々な制約に対応する必要があるため、教室棟は 2 階建ての 4 タイプ、

便所棟は教室規模や敷地形状に合せて 3 タイプを設定した。現地ではレンガ又はコンクリート

ブロックによる組積造建物も多いが、本計画では施設は災害に対する強靭化を図るため、すべ

てRC軸組構造・レンガ壁＋RCスラブによるフラットルーフ（緩勾配の片流れ屋根）とした。 

表 3-9 施設タイプ 

    タイプ名 諸室構成 床面積 備考 
      教室 校長室 教員室・倉庫 （m2）  
教室棟 2 階建て 2F-6CR-HS 6 1 1 376.65  

2F-6CR 6   330.60  
2F-4CR-HS 4 1 1 250.85  
2F-4CR 4   204.80  

便所棟 水洗式 F2 2 ブース 7.20  
  F4 4 ブース 16.20  
  F6 6 ブース 23.04  

2） 配置計画 

敷地内の施設配置は以下の原則に則り、サイトごとの固有条件（敷地範囲、形状、地勢、接

道条件、周辺環境、敷地内の既存構造物、植生等）を総合的に勘案し、最適な計画を行う。 

• 建物配置は可能な限り東西軸を基本に、日中の南側からの室内への日射を避けるため、開

放廊下側を南側に配置することを原則とする。 

• 現状の地形条件を最大限活かした建物配置とすることを原則に、土地造成や整地範囲が極

力少なくなるよう、可能な限り敷地勾配に沿って建物を配置する。 

• 便所棟の位置は、給水源や給水管からの必要な離隔を確保するとともに、風向きや敷地勾

配を考慮して、できる限り臭気等による影響が無いよう決定する。また、キブラ 92を考慮

した配置計画とする。 

• 計画施設が適切に機能するために必要な最小限の施設として、以下の外構整備等を計画す

る。 

 
92 イスラム教徒が礼拝の際に向う方角。 
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- 門塀：本計画では敷地が狭小なサイトが多く、既存外周塀や施設建設との取合いがクリ

ティカルな要素となる場合が想定され、仮設や工程面の制約も考慮した綿密な計画に基

づく施工が必要となる。門塀は外部の視線を遮るため女子基礎学校に必須の設備であり、

継続使用可能な既存門塀の無い範囲に対して協力対象としての整備を行う。 

- 給水：本計画では、2 サイトを除き既に引き込まれた市水又は設置済敷地内井戸（浅井

戸）からの給水を便所洗浄水に用いる計画である。給水源がない 2 サイトのみ、新たに

井水を整備する。また、給水ポンプが故障している場合は、協力対象に含めて整備を行

う。 

- 雨水排水設備：対象地域では、1 サイトのみ冠水を避けるため道路のレベルが宅地より

も高いサイトがあり、宅地内に水が溜まり易い構造となっている。本計画では、隣接す

る敷地との高低差を考慮し、必要に応じて盛土及び雨水排水のための開渠を整備するこ

とにより、敷地外からの雨水流入を防ぎ、サイト内に水が溜まらない計画とする。 

- 敷地内通路：雨季の浸水時及び降雨により土がぬかるんだ状態での校舎へのアクセスと

施設間の連絡を確保するため、必要最小限の敷地内通路（舗装）を整備する。雨季の間

も施設を適切に機能させるために必須であり、建物の床レベルに応じて一体的に計画す

る必要があることから、施設建設に含めて整備する。 

• 対象サイトの多くで、本体工事の着手前に工事の支障となる建物、工作物、樹木などの解

体・撤去を完了しておく必要がある。これらを先方負担として実施する場合、工事遅延の

リスクがあると同時に、担当する業者によっては適切に解体・撤去が実施されず、本体工

事の実施に大きな影響を与えることも予想される。そうしたリスクの軽減とともに、工事

の責任範囲の明確化、本邦コンサルタント監理下での品質確保と工程調整が可能となる等

のメリットを考慮し、本計画では工事着手前に必要となる解体・撤去工事（外構工事：サ

イトクリアランス）は協力対象に含め、実施上のリスクを低減する計画とする。 

3） 平面計画 

各棟の平面計画は次のとおり策定した。 

教室棟 

平面計画は現地で標準的な「ベランダ」と呼ばれる外廊下を介して各室を配する単純な平面

形式とする。教室サイズは SELD の最低基準である 16ft x 20ft（4.88m x 6.10m = 29.77m2：0.99 
m2/生徒）に対して無理のない家具配置が可能なように幅方向を若干広げた 5.28m×6.24m
（32.95 m2：1.10 m2/生徒）とし、桁行方向を 3.12m の基準スパンで統一した平面形とした先行

案件に倣う。また、制約の多い狭小な敷地に対応するため、4 教室タイプの 2 階建てについて

は外廊下端部に階段室を組入れたプランを設定した。 

諸室構成は一般教室、校長室、教員室・倉庫を標準スパンの中で必要に応じて組み合わせる

形とし、諸室の内容は次表の通り設定した。 
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表 3-10 諸室構成 

室名 計画内容 床面積 

一般教室 定員 30 人を想定し、2 人掛け机と 2 人掛け椅子 15 脚、教員用机・椅

子が配置できるスペースを確保。実施中案件同様に 1.1 m2/生徒。な

お、就学前クラス用も同サイズとし、家具のみを変える計画とす

る。 

32.95 m2 
（1.10m2/生徒） 

校長室 執務スペース（机・椅子、収納棚を配置）に加え、応接・打合せス

ペースが必要。現地標準（17.86 m2）を若干下回るが、機能的には十

分な広さを確保する。 

16.48 m2 
（教室×0.5） 

教員室・

倉庫 
教育機材、図書や管理用書類の収納に加え、簡単な教職員控室の機

能を果たせるよう、テーブルと椅子が配置できる大きさを確保す

る。 

16.48 m2 
（教室×0.5） 

外廊下 既存小学校では仮設的な教室等の教育目的で使われる例も多く、本

計画でも同様な機能を想定し、必要な幅員（有効幅員約 1.8m）を確

保する。 

- 

便所棟 

現地で標準的な施設の設計内容をベースに、2・4・6 ブースの 3 タイプの施設をサイトごと

の計画教室数に応じて計画する。原則として、本計画で増設される初等クラス 4 教室用に 3 ブ

ース＋障害者用ブース 1 ブースの計 4 ブースを基本とし、初等クラス 6 教室用に 5 ブース＋障

害者用ブース 1 ブースの計 6 ブースの便所を整備することとする。また、敷地の制約から基準

通りの整備が困難なサイトについては、2 ブースを計画し、更に、敷地が狭小で便所棟が設置

できないサイトは、協力済の便所棟を利用する計画とする。 

敷地の狭小なサイトが多く、水源となる井戸との干渉をできるだけ防ぐ必要から建物サイズ

はできるだけ抑える方針とし、生徒用・教員用は分けずに単純な平面とした。 

以上の計画に基づくサイト別・施設タイプ別の計画内容は次表の通りである。  
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表 3-11 サイト別計画内容 

 

 

4） 立面・断面計画 

教室棟 

 床高：標準床高は、過去の浸水レベルを考慮して設定し、設計 GL+600mm として設定す

る。 

 階高・天井高：高温乾燥となる対象地域の気象条件を踏まえ、十分な気積を確保して自

然換気を取ることで室内環境の改善を図る方針とし、階高を 1 階で 3.4m、2 階水下で

3.43m と設定し、3.2m 以上の天井高を確保する。 

 屋根構造：シンド州で一般的なコンクリートスラブによる緩勾配（1/20）の片流れ屋根を

採用する。パ国他地域で一般的なオムニアスラブ屋根（鉄骨小梁にレンガを載せ、その

上に PVC シートを被せ、最後に藁入りモルタルで押える）は漏水も発生しており、数年

に一度のメンテナンスが必要である。また、既存施設のコンクリートスラブ陸屋根では

防水の不備や鉄筋のかぶり不足に起因すると見られる漏水が散見されるため、防水の納

まりやコンクリート打継面の処理等の仕様に留意するとともに、重点的な施工監理を行

って品質を確保する。なお、先方負担にて太陽光パネルをスラブ屋根に設置する。 

 天井：2 重天井は設けずにできるだけ気積を確保する。  

 開口部：通風や自然光の室内への取入れを考慮しつつ、窓巾を抑えて暑気を防ぐ計画と

する。窓は類似案件で採用されているアルミ窓とし、外廊下側は引違とする。外廊下の

反対面は高窓（内倒し）とし、窓上部に出の大きい庇を連続的に設けて、室内への日射

合計面積

適用タイプ 階数
FL

レベル  面積 適用タイプ  面積 延床 電気 給水 排水
拡張
用地 盛土

地盤
改良

 (mm)  (m2)  (m2)  (m2) 先方
負担

建屋 塀
伐採
伐根

Mirpurkhas

Mi03 GGES - Deh - 294 4CR-HS 2F +600         250.85 F4         16.20       267.05 太陽光 新設井戸
敷地内
浸透

ー ー ー
・教室棟
・便所棟

ー 要

Mi04 GGES -Kachelo Farm 6CR-HS 2F +600         376.65 F6         23.04       399.69 太陽光 市水
敷地内
浸透

有 ー ー
・教室棟
・便所棟

要 要

Mi08 GGES – MuhammadHassan Mari 6CR 2F +600         330.60 F6         23.04       353.64 太陽光 市水
敷地内
浸透

ー ー ー ・教室棟 要 ー

Badin

Ba01 GGES - Gullan Khaskheli 4CR 2F +600         204.80       204.80 太陽光 市水
敷地内
浸透

ー ー ー ・教室棟 要 要

Ba06 GGES - Ibrahim Chandio 4CR 2F +600         204.80 F4         16.20       221.00 太陽光 既存井戸
敷地内
浸透

ー ー ー
・教室棟
・便所棟

要 ー

Nawabshah

Na01 GGES - Quest 4CR 2F +600         204.80 F4         16.20       221.00 太陽光 市水
外部接
続

ー 有 ー ー 要 ー

Na03 GGES - Jalalani 4CR-HS 2F +600         250.85 F4         16.20       267.05 太陽光 既存井戸
外部接
続

ー ー ー ・教室棟 ー ー

Khairpur

Kh05 GGES - Bajeed Fakir 6CR 2F +600         330.60 F6         23.04       353.64 太陽光 新設井戸
敷地内
浸透

ー ー ー ・教室棟 要 要

Kh09 GGES - Jani Buriro 4CR 2F +600         204.80 F2           7.20       212.00 太陽光 既存井戸
敷地内
浸透

ー ー ー
・教室棟
・便所棟

要 要

Sukkur

Su04 GGES - Moto Mirbahar 4CR 2F +600         204.80       204.80 太陽光 既存井戸
敷地内
浸透

ー ー ー ・教室棟 ー ー

Ghotki

Gh01 GGES – Officer Colony Ghotki 6CR 2F +600         330.60 F2           7.20       337.80 太陽光 既存井戸
敷地内
浸透

ー ー ー
・教室棟
・便所棟

要 要

Dadu

Da05 GGES – Wali Muhammad Gorar 4CR 2F +600         204.80       204.80 太陽光 既存井戸
敷地内
浸透

ー ー ー
・教室棟
・便所棟

要 要

学校名

計画施設 その他

教室数 便所棟 設備インフラ計画

解体・撤去工事SR.#
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を最大限防ぐとともに、十分な換気を確保する。 

便所棟 

 床高：浸水時に汚水が流出しないよう、簡易浄化槽の処理水取出し口のレベルが教室棟

床高より低くならないことを条件に、標準床高を設計 GL+600mm に設定する。 

 屋根構造・天井：教室棟同様にコンクリートスラブとする。なお、給水用のプラスチッ

ク製貯水槽をスラブ屋根に設置する。 

 開口部：周囲からの視線の遮断を重視して視線高さまでは採光・換気の目的となる開口

は設けず、桁行方向の壁上部に梁下までの連続した開口を設けて必要な採光と換気を確

保する。 

5） 構造計画 

構造計画は前案件及びシンド州の類似施設の標準的な設計内容を踏まえ、計画対象地域に適

用される構造基準を遵守した設計を行う。 

構造形式 

主体構造 ：現地で一般的な構造形式は平屋の場合、鉄筋コンクリート柱梁による軸組構造

や、レンガ又はコンクリートブロックによる組積造であり、2 階建ての場合は鉄筋コンクリー

ト柱梁による軸組構造である。シンド州自体は大規模な地震の被災歴はないが、パ国では幾度

かの大規模地震による被災を経て構造設計基準が定められており、本計画ではすべての建屋は

耐震性の高い鉄筋コンクリート柱梁による軸組構造とする。構造部材の断面及び寸法はパ国建

築基準（Building Code of Pakistan）に基づく構造解析を行い、決定する。 

非耐力壁 ：他ドナーによる類似校では、鉄筋コンクリート軸組構造の帳壁としてレンガ又は

コンクリートブロックが用いられている。コンクリートブロックは施工手間が少なく品質確保

が比較的容易であるが、Karachi の大都市以外では調達に難があり、本計画ではシンド州全域

で広く用いられているレンガを採用する。 

構造基準・荷重条件 

パ国では独自の建築基準（Building Code of Pakistan）が定められており、構造設計に係る指

針が示されている。本計画では、同基準にしたがって構造設計を行う。 

 地盤支持力 ：地質調査の結果によれば、サイトによって差が見られるものの、支持地

盤面と想定する地表面下 1.0～1.5m の地質は、比較的軟らかいシルト質粘土またはシルト

質の沈泥質砂が多く、期待される地盤支持力は 50kN/m2~180kN/m2程度である。 

 風荷重 ：基準風速はパ国建築基準に従い、対象のシンド州南部および北部のサイトは

33m/s（120km/h）として風圧力を算定する。 

 地震力 ：シンド州はパ国他地域と比較して地震が少ない地域である。対象サイトのエ

リアは、いずれもパ国建築基準のゾーン 2A（水平最大加速度 0.08~0.16g）と規定されて



68 

いる。地盤調査における土質サンプル試験の結果、土質タイプは SD ないし SE に該当す

ると予想され、震度係数を 0.32 ないし 0.40 として設計を行う方針とする。 

構造材料 

構造材料はパ国で広く準用されている ASTM 及び BS 規格に依るものとし、セメントは、基

礎・立上りまでを BS146 に準拠した国産スラグセメント、一般部を、BS12 に準拠した国産セ

メントとする。 

本計画で採用する構造材料を以下に示す。 

 コンクリート：設計強度は以下の設定とする。 

- 躯体コンクリート 21Mpa 

 鉄筋：現地で流通している異形鉄筋 ASTM A615 に準拠した Grade 60 製品を採用する。 

- 異形鉄筋  420Mpa 

6） 設備計画 

本計画施設の設備は既存校、先行案件や他ドナー支援による類似校における整備状況、利用

状況を踏まえ、シンド州で実施される標準的な基礎校施設の内容・仕様、対象地域の気象条件

及び電力・水の供給事情を勘案し、以下の内容を計画する。 

電気設備 

全ての対象サイトで電力が引込み済みであるが、停電の頻度が多く 1 日の半分以上停電して

いるサイトもある。以上から、本計画では先方負担にて太陽光発電システムを設置する計画と

し、その他の設備計画は先行案件に倣い、以下の電気設備を計画する。 

太陽光発電システム設備 ：前述のように、不安定な電力事情を考慮し、先方負担にて太陽光

パネルを各サイトの教室棟屋根に設置し、バッテリーに蓄電して必要最小限の電力を賄うもの

とする。なお、将来の公共電力事情の改善を想定し、太陽光発電システムと公共電力は系統連

携可能なように計画する。 

照明設備 ：シンド州の公立基礎学校は一般に一部制で運用されており、基本的に夜間の施設

利用は想定されない。他方、施設完成後は、ノンフォーマル授業や SMC（School Management 

Committee）の集会を夜間に実施することも想定される。そのため、本計画では必要最小限の

照明設備として、1 教室当たり 4 基、校長室及び教員室・倉庫に 2 基の LED 照明を天井付けで

計画する。 

コンセント設備 ：既存小学校の一般教室においては電力を使用する授業は実施されていな

い。ただし、教室にはスイッチ盤が設置され、その一部にコンセントが整備されているのが一

般的な仕様である。コンセント設置のための独立した配管を要しないため、比較的容易に施工

が可能である。尚、コンセントの取付け位置は照明スイッチと同じ高さとなるが、洪水による

影響を防ぐためには有効である。本計画では、必要最小限のコンセント設備として、各教室及
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び教員室・倉庫に 2 口、校長室に 4 口のコンセント設備を照明スイッチ盤に組み込んで設置す

る。 

天井扇 ：高温乾燥の厳しい気象条件の下、ほぼ全ての既存小学校で天井扇が設置されてい

る。また、先行案件の全ての教室にも、天井扇が設置されている。本計画は類似施設に倣い、

1 教室当たり 2 基、校長室及び教員室の機能を兼用する倉庫には各 1 基の天井扇を設置する。

尚、市中で様々なパ国製天井扇が容易に調達可能である。 

給排水・衛生設備 

本計画では水洗式便所及び手洗いに水が必要となる。既に引込されている市水又は設置され

ている井水を利用することとし、一部のサイト（Mi03、Kh05）のみ新設の浅井戸のさく井工

事を本工事に含む計画とする。また、揚水ポンプが故障しているサイトは、新たに設置し、ま

た、給水タンクまでの給水を本計画に含むこととする。 

排水設備 

本計画の対象サイトは、公共の排水溝が整備されていない地域もあり、簡易浄化水をそのま

ま隣接する側溝や田圃などの地表面に放流しているサイトもある。本計画では、公共の排水溝

が整備されている 2サイト（Na01、Na03）を除き、浸透桝を整備し、敷地内浸透を基本計画と

する。但し、敷地によっては浸透が進まないサイトもあるので、そのサイトは浸透桝からのオ

ーバーフローを外部の側溝につなぐ計画とする。なお、浸透桝の大きさは、現地再委託により

実施した浸透試験の結果に基づき、適切に設定する。また、冠水による浸透桝の目詰まりを防

止するため、浸透桝の天端は設計 GL+600mm を標準とする。 

衛生設備 

衛生器具は、先行案件に倣い、生徒用に陶器製トルコ式便器+水洗ハイタンク、障害者・教

員用に洋式便器とする。また、便所の利用実態を考慮し、手桶の使用を想定した水栓を各ブー

ス内に設置し、手洗い器は整備しない計画とする。なお、便所の外部には、礼拝前の清浄への

使用を目的とする水栓を設置する。 

7） 建築資材計画 

各部の建築仕様は、パ国における類似施設の計画内容及び実施中案件の実施状況を参考にし

つつ、必要な改善を加えて以下の通り計画する。 

【現地仕様とその改善案】 

 廊下床仕上げ ：モルタル金鏝押え・・・実施中案件での実績及び多サイトでの施工を

考慮し、熟練工を要しない仕様とした。 

 外壁巾木 ：コンクリート打放し＋モルタル吹付（耐塩性セメント）・・・耐久性が高

い仕様とした。 

 屋根 ：鉄筋コンクリートスラブ＋塗膜防水塗装＋押えコンクリート t=80mm・・・断

熱性、施工性、耐久性及び経済性を考慮して現地仕様の中から選定し採用した。 
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表 3-12 教室棟主要部仕様比較 

 類似施設 

（2021：USAID SBEP） 

KG-G10 対象 

シンド州類似施設 

（基礎学校） 

実施中案件 

本計画（案） 

対象州 シンド州 シンド州 シンド州 

1 教室当たり定員 40 名 30 名（ｼﾝﾄﾞ州標準） 同左 

1 教室当たり面積 48.31 m2 

20‘x26’（6.10mx7.92m） 

32.95 m2 

（5.28mx6.24m） 

32.95 m2 

（5.28mx6.24m） 

主 体 構
造 

基礎 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ べた基礎 

（耐塩性セメント） 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ  べた基礎
（耐塩性セメント） 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ べた基礎
（耐塩性セメント） 

床 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 土間 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 土間 

（耐塩性セメント） 

（GFL=DGL+600mm 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 土間 

（耐塩性セメント） 

（GFL=DGL+600mm） 

壁 ﾚﾝｶﾞ組積造 ﾚﾝｶﾞ組積造 同左 

柱・梁 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 同左 

小屋組 - － － 

外 部 仕
様 

床: 廊下 大理石ﾀｲﾙ ﾓﾙﾀﾙ金鏝押え 同左 

外巾木 大理石ﾀｲﾙ ｺﾝｸﾘｰﾄ打放＋ﾓﾙﾀﾙ吹付 

（耐塩性セメント） 

同左 

壁 タイル ﾓﾙﾀﾙ+塗装 同左 

窓 アルミ窓+防犯格子 アルミ窓+防犯格子 アルミ窓+防犯格子 

ドア 鋼製枠/木製扉+塗装 鋼製枠/木製扉+塗装 同左 

天井 ﾓﾙﾀﾙ薄塗+塗装 ﾓﾙﾀﾙ薄塗+塗装 同左 

屋根 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾗﾌﾞ+防水ｼｰﾄ
+PC タイル 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾗﾌﾞ+塗膜防
水塗装+押えｺﾝｸﾘｰﾄ

t=80mm 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾗﾌﾞ+塗膜防
水塗装+押えｺﾝｸﾘｰﾄ

t=80mm 

内 部 仕
様 

床 大理石ﾀｲﾙ ﾃﾗｿﾞﾀｲﾙ+ﾓﾙﾀﾙ ﾃﾗｿﾞﾀｲﾙ+ﾓﾙﾀﾙ 

壁 ﾓﾙﾀﾙ+塗装 ﾓﾙﾀﾙ+塗装 同左 

天井 ﾓﾙﾀﾙ薄塗+塗装 ﾓﾙﾀﾙ薄塗+塗装 同左 

【付加価値向上の対応策】 

教育施設の復旧にあたっては、災害前の状況に戻すのではなく、将来同様の災害が起こる可能

性やリスクを把握したうえで、将来起こり得る災害による被害を最小限に抑えるための対策を

考えていくという、「Build Back Better：よりよい復興」の概念が重要である。以上を踏まえ、

対応可能な付加価値向上策を次に従い提案し、先方の合意を得た。 

表 3-13 付加価値向上の対応策 

 付加価値向上策  備考 

1 1 階床レベルを過去の最大浸水レベル等を考慮して設定する。 防災対策 

2 災害時の防災シェルター利用時に個室として利用できるように、倉庫

を計画する。 

防災対策 

3 浸水時の建物被害を最小化するため、2 階建てで計画する。 防災対策 

1） 家具計画 

各々の室用途・機能に応じて、最低限必要な教育用・事務管理用家具を整備する。仕様は先
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行案件の仕様に従うものとし、内容・数量は次の通りとする。 

一般教室（初等） ：計画定員 30 人に対して生徒用二人掛机・ベンチ 1 組を 15 組、教員用

机・椅子 1 組、及び施錠可能な扉付キャビネット 1 台を設置する。なお初等クラス用家具のサ

イズは複式学級が一般的である実情を考慮したものとする。 

一般教室（就学前） ：計画定員 30 人に対して生徒用六人掛テーブル 5 組、椅子を 30 脚、教

員用机・椅子 1 組、施錠可能な扉付キャビネット 1 台、及びスクールオープンロッカー4 台を

設置する。なお、家具のサイズは就学前クラスの実情を考慮したものとする。 

校長室 ：事務用机・椅子 1 組、来客用椅子 4 脚、及び施錠可能な扉付キャビネット 2 台を設

置する。 

教員室・倉庫 ：準備室・休憩室兼用と想定し、作業用テーブル・椅子 4 脚を 1 組、施錠可能

な扉付キャビネット 2 台を設置する。 

表 3-14 家具リスト 

分類 品目 数量 備考 

教室用家具（初等） 生徒用 2 人掛け机+ベンチ 1 組 15 セット/室  

 教員用机+椅子 1 セット/室  

 キャビネット 1 台/室  

教室用家具（就学前） 生徒用六人掛テーブル+椅子 6 脚 5 セット/室  

 教員用机+椅子 1 セット/室  

 キャビネット 1 台/室  

 スクールロッカー 4 台/室  

校長室用家具 校長用机+椅子 1 セット/室  

 来客用椅子 4 脚/室  

 キャビネット 2 台/室  

教員室・倉庫用家具 キャビネット 2 台/室  

 打合せテーブル+椅子 4 脚 1 セット/室  

2） 造作工事 

現場施工の造付け家具を含む主な雑工事としては以下を計画する。 

表 3-15 造作家具及び雑工事 

居室名 内容・項目 

教室 黒板、掲示板 

校長室 掲示板、キーボックス 

教員室・倉庫 掲示板 

 

その他サイン工事として、各室の室名サイン、便所にピクトサインを設置する。 
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3-2-3 設計図 

（1）位置図 

（2）配置図（9サイト） 

 Mi03 GGES - Deh - 294    

 Mi04 GGES -Kachelo Farm    

 Mi08 GGES - Muhammad Hassan Mari    

 Na01 GGES - Quest    

 Na03 GGES - Jalalani    

 Kh05 GGES - Bajeed Fakir    

 Kh09 GGES - Jani Boro    

 Su04 GGES - Moto Mirbahar    

 Gh01 GGES - Officer Colony Ghotki    

 

（3）平面図、立面図、断面図 

2F-6CR-HS 

2F-6CR 

2F-4CR-HS 

2F-4CR 

F2、F4、F6 
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位置図 
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3-2-4 施工計画／調達計画 

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

（1） 事業実施の基本事項 

本計画は、包括無償資金協力として既に日本国政府の閣議決定を経て、両国政府間で事業実

施に係る交換公文（Exchange of Notes: E/N）が締結され、パ国政府と JICA との間で E/Nに基づ

く贈与契約（Grant Agreement: G/A）が締結されている。また、本計画は日本国政府の無償資金

協力（現地企業活用型）の枠組みに従って実施される。今後は、パ国政府と日本法人のコンサ

ルタント企業が契約を締結し、入札図書の作成を行う。入札図書の完成後、パ国において競争

入札が行われ、選定された企業とパ国政府間で建設工事・機材調達契約が締結され、同契約に

従って施設の建設及び機材の調達が行われる。なお、本プロジェクトでは無償資金協力の原則

に従って、入札は建設工事と機材調達を分離して行う方針とする。 

（2） 事業実施体制 

1） パ国側実施体制 

本計画に係るパ国側の責任機関及び実施機関は SELD である。同機関は次官の統括の下に計

画・開発・リサーチ局（Planning, Development and Research: PDR）が担当部局として事業全体

の調整と運営に当たる。コンサルタントとの設計監理契約、施工業者との建設工事契約、機材

調達会社との機材調達契約の諸手続きは SELD が契約当事者となる。SELD はパ国側負担事項

の実施、必要な許認可や関係機関の合意取得等を実施する。また、現地業者からの支払い請求

に対し、コンサルタントの支援を受けつつ、JICA に対する支払依頼を行う。 

2） 国際協力機構（JICA） 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、パ国側機関との間でG/Aを締結し、本計画が日本の

無償資金協力の制度に従って適切に実施されるよう実施監理を行う。また、パ国実施機関から

の支払依頼に応じて贈与実行決裁を行い、日本の銀行に対して支払依頼を行う。 

3） 施工監理コンサルタント 

コンサルタントはパ国側実施機関との間で締結する設計監理契約に従い、本報告書の内容に

基づく施設・機材の施工・調達監理業務を行う。また、入札図書を作成し、施工・調達会社の

選定と建設工事・機材調達契約の締結を支援する。これら業務を効率的に実施するため、コン

サルタントは SELD との間に緊密な協力関係を築いて作業を進める他、施工・調達期間中は必

要な監理技術者を現地へ派遣する。 

4） 施工業者・家具調達業者 

施工業者・機材調達業者は SELD と締結する施工･調達契約に則り、契約図書に従って履行

期限内に建設工事、機材調達を実施する。 
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5） 事業実施体制 

事業実施段階における各機関の関係と事業推進の体制を次図に示す。 

 

図 3-2 プロジェクト実施体制 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

（1） 一般建設事情／調達事情と地域特性 
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3） 施工業者 

パ国では公共工事に係る施工業者は受注可能請負額等に応じて CA から C6 までの 8 段階の

ランク別にエンジニアリング協会（Pakistan Engineering Council: PEC）に登録されており、シ

ンド州内においては最上位クラスの CA は 110 社、次位の CB は 27 社となり、その多くが

Karachi に事務所を設置している。また、CA のカテゴリーに登録されている業者は大規模プロ

ジェクトを手掛ける企業が多く、財務管理や品質・工程管理の能力は高く、すべての公共工事

への入札が可能となっている。 

本計画では、前案件の実績を鑑みて Karachi に拠点を置く CB 以上の業者を対象に入札を行

い、財務状況や施工能力、技術力等を総合的に確認し、適切な施工業者を選定・活用する。 

表 3-16 PEC 登録業者数と事務所の所在地 

カテゴリー 地域 合計 

 Karachi ハイデラバード Sukkur その他の地域 登録業者数 

C-A 76 21 5 8 110 

C-B 23 0 2 2 27 

出典：PEC ホームページより調査団作成 

表 3-17 PEC 登録制度と業者数 

カテゴリー 受注限度額 

（百万 PKR） 

資本金 

（百万 PKR） 

最低技術ポイント 

* 

最低技術者数 

C-A 無制限 150 200 専門技術者（経験 20 年）2 人と、 

監督資格を持つ登録技術者 3 人 

C-B 4,000 まで 100 120 専門技術者（経験 15 年）2 人と、 

監督資格を持つ登録技術者 2 人 

C-1 2,500 まで 80 90 専門技術者（経験 10 年）2 人と、 

監督資格を持つ登録技術者 1 人 

C-2 1,000 まで 50 35 専門技術者 1 人と、登録技術者 1 人 

C-3 500 まで 30 20 登録している技術者が 50% 

C-4 200 まで 6 15 登録している技術者が 50% 

C-5 65 まで 3 5 登録技術者が 1 人 

C-6 25 まで 1.5 5 登録技術者が 1 人 

出典：PEC ホームページ, Guidelines for Constructors/Operators 

* Professional Credit Point：常傭技術者の人数、経験点等の累計により算定される。 

4） 家具専門業者 

教育家具に関しては、工場を有する製作会社の場合、工場で組み立てた家具をサイトまで輸

送するのが一般的である。他方、家具形状・数量の状況によっては、ノックダウン形状として

現場にて簡易組立をする方が輸送容量の低減が可能である。本計画の実施にあたっては、家具

輸送による製品破損防止のための輸送形状、現場組立の時間確保等の検討・必要事項について、

製作前に家具業者に調達計画を確認・確定し、実施に臨むものとする。 

https://www.pec.org.pk/downloads/Guidelines%20(Updated%20on%2006-5-2020)%20(18).pdf
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（2） その他の留意事項 

1） 免税措置 

本計画の実施に係る全ての工事、資機材及びサービスの調達は、パ国の税法に基づいた免税

措置が適用される。SELD との協議において、パ国側は本計画の実施に必要となる免税措置を

行うことを約束している。免税手続きは、SELD が経済省経済局（Economic Affairs Division: 

EAD）に免税レターの発行を依頼し、EAD が税関宛に免税レターを発行する。特に政府系機

関が免税申請する場合は、EAD 傘下の連邦歳入庁（Federal Board of Revenue: FBR）から免税許

可番号（Free Tax Number: FTN）を受理する必要がある。免税対象の概要は以下の通り。 

表 3-18 税金対象一覧表 

項目 税名称 申請官庁 税金の措置 

輸入 関税 FBR/EAD 免税 

輸入税 FBR 免税 

源泉徴収税 FBR 免税 

インフラ税 FBR/EAD 免税 

現地調達 付加価値税 FBR/EAD 免税（鉄筋は免税対象外） 

連邦物品税 FBR 免税（セメントは免税対象外） 

2） 工事の遅延 

施工業者へのヒアリングによれば、工事遅延のケースは頻繁に見られるとのことである。工

事遅延の主な要因としては、①発注者の支払遅延、②施工業者の財務状況の悪化による調達不

能、③労働者等の経営資源投入不足、④雨季の影響等があげられる。上記のうち、一番大きな

要因は、発注者の支払遅延とのことで、これはPECのクラス登録に関係なく、財務状況の悪い

業者であれば次工程の準備が滞り、工事の遅延に繋がっているとのことであった。 

また、前案件では、地方サイトでの労務確保の難しさ、雨季によるサイトへのアクセス遮断

に伴う材料調達の遅れ、ラマダンやイード休暇に伴う工事進捗の停滞、デモやストライキによ

る工事の一時中断があった。これらのリスクを適切に見込んで全体工程を計画する。 

3） 契約及び紛争処理 

パ国では建設工事に係る紛争に対しては 1）契約当事者間での協議による解決、2）契約書

に示された調停機関による仲裁、3）法廷による解決の順で処理が行われるが、確立された調

停機関は無く、一般に調停人による紛争解決が図られる。建設工事契約に係る紛争の多くは発

注側の支払い遅延に係るもので、本計画で問題になる可能性が低いことより、本計画での弁護

士との顧問契約は想定しない。 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

日本の無償資金協力で本プロジェクトを実施するに当たり、日本側とパ国側の負担業務区分

は以下の通りとする。 
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（1） 日本国側負担工事 

1） 施設建設 

• 本報告書に記載された施設の建設 

• 上記施設に付帯する電気、給排水衛生設備の整備 

• 上記施設に付帯する最小限の外構施設（敷地造成、屋外通路、外周塀、井戸、雨水・排水

処理施設） 

• 施設建設の障害となる既存施設及び既存塀の撤去（対象サイトのみ） 

2） 家具調達 

• 施設用教育家具の調達 

（2） パ国側負担工事 

• 施設建設用地の確保（全サイト） 

• 施設建設の障害となる既存植栽の移設（対象サイトのみ） 

• 既存教室の建替えを行うサイト及び工事中の安全確保のために既存教室の使用が制限され

るサイトでの仮設教室の確保 

• 入札公示に係る費用の負担及び入札会場の確保 

• 仮設施設（仮設事務所、資材置場、作業場等）用地の提供（必要な場合） 

• 電力の計画サイトへの引き込み 

• 日本側負担工事に含まれない家具、什器、備品、消耗品等の整備 

• 日本側負担工事に含まれない外構施設及び植栽の整備 

• 事業の実施に必要な許認可の取得（建設にかかる許認可、必要な場合） 

• 免税処置 

• 銀行取決めと手数料の支払い 

• 本事業の関係者の入出国・滞在にかかる便宜供与 

• 施設・機材の適切で効果的な運用と維持管理 

• その他無償資金協力に含まれない関連業務の費用負担 

• 太陽光発電システム設備の設置 

（3） 入札計画 

本計画の入札は、SELD が実施する現地で一般的な入札の手順・条件を勘案しつつ、JICA 調

達ガイドライン「施設・機材調達方式（現地企業活用型）」に従って実施する。 
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1） 現地公共調達に係る入札制度 

シンド州では公共調達局（Sindh Public Procurement Regulatory Authority: SPPRA）が公共調達

関連規則、標準入札図書及びその運用に係るガイドラインを定めている。一般に教育施設の建

設工事は各県のEducation Worksが設計～入札～施工監理までを担当するが、その場合の入札も

SPPRA ガイドラインに沿って実施される。本計画の入札は日本側独自のガイドラインを適用

して行われるが、SELD との間で、同ガイドラインに準じて表 3-19 に示す条件・手順で行うこ

とが確認されている。 

これまでに他ドナーあるいは SELD の実施した教育施設建設工事の入札では、入札予定価格

に応じてPECのクラス分類を指定し、該当する施工業者を対象とする制限付一般競争入札が採

用されている。資格及び技術評価は可否判定又は最低基準点を示した採点式によって行われ、

それをクリアした応札者の中で最低価格を提示した業者が第一優先交渉権を得る。尚、現地で

標準的な資格審査基準と前案件での採用値を表 3-20 に示す。 

表 3-19 SPPRA 調達基準の準用 

項目  内容 

準拠する調達基準 - JICA調達ガイドラインの適用が可能 

入札公示 - 主要 3言語の新聞 3紙（英語/シンディ/ウルドゥ）及び SPPRAの HP（英語） 

事前資格審査 - 一般的には公示～承認で 60日程度が標準（公示～締切：国内入札 15日以
上、/国際入札 45日以上） 

入札図書の構成 - 入札指示書、応札フォーム、契約書案、契約条件書、技術仕様書、数量調書
（BQ）、図面 

入札期間 - 一般的には公示～開札で 30日程度が標準（国内入札 15日以上、/国際入札
45日以上） 

入札保証 - 応札額の 1%～5%（本案件では 2%程度が標準）、銀行又は保証会社発行 

入札評価・公表 - 関係機関代表による評価委員会を組織 

 - 評価期間は制約なし（評価～アワード発出まで平均 30～45日） 

 - アワード発出 7日前より SPPRAの HPに結果報告書を公示 

前渡金保障 - 10%が標準、最大 15%  

工事遅延賠償金 - 契約額の 0.05%～0.10%/日、最大 10% 

履行保証 - 契約額の 10%以下 

表 3-20 標準的な資格審査基準 

項目  内容（具体的な数値は参考） 前案件 

適格性 - 該当分野かつ応札可能クラスでの有効な PEC

登録 

一般建築工事分野・CB以上 

国籍   法人登記簿（パ国内） 

業務経歴・施工
実績 

- 元請けとしての施工実績（過去 5年間、1～3件
以上） 

・類似施設工事、類似サイト又は地理的条件で
の工事 

同左（10年間 2件以上） 
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要員の人的能力 - 要員計画（主要要員、その他の技術要員の資格
と経歴） 

・学歴（保有資格）、業務経歴（経験年数、類似
業務実績） 

同左（プロジェクト・マネージャー
と建築・電気主任技師のみ） 

機材保有状況 - 必要機材の保有又はリース・購入等の計画 同左 

財務状況 - 財務書類（過去 2～3年間） 同左（過去 5年間） 

 - 手持ち工事・契約の概要 同左（Bid Capacityを評価） 

 - 年間売上高（過去 3か年、予定価格の 1～2倍
以上） 

同左（予定価格の 1倍程度） 

その他 - 紛争・仲裁履歴、ブラックリストへの掲載有無 同左 

2） 本計画の入札ロット分けの方針 

本計画サイトの特徴として、敷地が狭小、広範囲に分散など、立地条件がサイトごとに異な

ることがあげられる。個々の状況に応じた施工管理が必要となることを踏まえて、地理的条件、

現地企業の能力に応じた発注規模を設定することが必要である。併せてコンサルタントの巡回

監理が行き届く範囲を前提としてロット構成する必要がある。 

協力コンポーネントは教室棟、便所棟、外周塀及び教育家具で構成されており、施設内容は

前案件と同様である。前案件の施工管理・監理実績をベースに改善を加えるとともに、本計画

の事情を考慮の上、以下の方針に従って計画を行う。 

- 施設建設（ロット 1） ：Hyderabad 及び Sukkur を施工監理拠点として、各サイトへ順

次展開する。地理的にまとまった 3 サイト程度を 1 グループとして、各チーム（基礎、

躯体、仕上げ）が各種工事完了後に次のグループへ移るスライド工程を組み、施工業者

の能力を考慮して工事が同時期に重ならないように計画する。 

- 家具調達（ロット 2） ：一般教室、校長室、教員室・倉庫に配置する教育用家具（机、

椅子、キャビネット等）を対象とする。家具業者の能力を考慮するとともに、各サイト

における品質の均一化を図るために 1 ロットとし、納入時期は施設のロットに合せて計

画する。 

契約ロット構成を次表の様に設定する。 

表 3-21 入札ロット構成案 

契約 

ロット 

協力コンポーネント：施設・教

育家具／協力対象校 

校数 構成コンポーネント 

Lot 1 Mirpurkhas 県 3 校 

Nawabshah 県 2 校 

Khairpur 県 2 校 

Sukkur 県 1 校 

Ghotki 県 1 校 

9 施設建設 

Lot 2 Lot 1 で契約された学校 9 教育家具 

2 Lot 5 県 協力対象校 合計 9  
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3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

（1） 施設 

本計画では設計からの一貫性を保ちつつ効率的な施工監理を行うため、調査を担当した本邦

コンサルタントが JICA に推薦され、引続き施工監理を行う。本計画の施工監理体制は実施中

案件の施工体制を踏まえ、支払い支援などの本邦コンサルタントの業務も考慮に入れ下記のよ

うに計画する。 

1) 入札支援業務 

コンサルタントは、パ国の実施機関が主体となって実施する入札業務の支援を行う。なお、

本プロジェクトの調達は JICA のガイドラインに従って実施されるため、パ国で実施されてい

る調達内容、手順とは異なる。したがって、同ガイドラインに対する関係機関の理解を深め、

円滑な入札実施のための調整を行う必要がある。また、入札評価に当たっては、コンサルタン

トは SELD と協働して評価業務を実施する。 

• 入札図書の作成支援 ：SELD による承認を得た入札図書を、最終的な入札図書として取

り纏める支援を行う。 

• 入札業務補助 ：SELD が実施する一連の入札関連業務（公示、質疑応答、追加指示、入

札評価等）を技術的側面から支援する。 

2) 施工監理体制 

プロジェクト全体の進捗管理と施工監理業務、及びパ国実施機関に対する資金管理支援業務

を適切に実施するため、コンサルタントは本邦建築技術者 1 名（繁忙期は 2 名）を常駐監理者

として施工・調達の全期間に亘りパ国へ派遣する。また、必要となる現地技術スタッフを配置

して以下の施工監理体制を構築する。 

• 施工監理拠点 ：各サイトへのアクセスを考慮して Hyderabad 及び Sukkur に施工監理事務

所を設置するとともに、サイトの近隣地区に活動拠点を設定して、直傭の現地技術者を配

置する。 

• サイト監理チーム ：3サイト程度を 1グループとして現地監理技術者を選任して配置し、

工事進捗の確認と施工品質の確保を図る。 

• 本社支援体制 ：本邦コンサルタントは業務主任者を中心に、各専門領域でプロジェクト

担当者を配し、常駐監理者を支援する体制を確立する。また、着工時、中間時、竣工時に、

工事の進捗に対応して適切な分野の技術者をスポットで派遣し、主要な検査等への立会い

を行う。 

• 総括監理者は、シンド州での施工監理を主として行うが、毎月の SELD への月例報告に合

わせ Karachi に赴く。 
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図 3-3 施工監理体制 

3) 施工監理・資金管理支援業務 

コンサルタントは対象サイトの中心都市となる Hyderabad を主拠点、Sukkur をサブ拠点とし、

総括監理者の下に現地建築技術者と必要な現地支援スタッフを直傭し、上記体制の下で以下の

業務を行う。 

• 施工監理標準書類の作成 ：異なるサイトでの現地監理技術者による施工監理業務の質を

確保し、業務の統一を図るため、施工監理のポイントを取りまとめたチェックリスト及び

各種試験･検査結果報告書、定例報告書の統一フォームを作成する。 

• 施工計画等の承認 ：施工業者から提出される施工計画書、工程表、サンプル等を確認し、

遅滞なく承認する。また、契約書に係る疑義が生じた場合には、速やかに施工業者への説

明を行う。 

• サイト施工監理 ：3サイト程度を 1グループとして現地監理技術者を選任し、上述の施工

監理フォームに従い工事の品質確保、工程遵守、安全確保に関する検査を行う。また、総

括監理者は定期的に全サイトを巡回して施工監理の状況（工事の品質確保、工程遵守、安

全確保に係る検査等）を確認する。また、不具合や遅延のある場合には、業者への改善指

示、指導等の適切な措置を取る。 

• 巡回監理 ：邦人技術者は拠点都市に事務所を置いて定期的に全サイトを巡回し、プロジ

ェクト全体の進捗を監理するとともに、サイトごとに統一された施工品質の確保を図る。 

• 設備の施工監理 ：設備等の専門領域について、各サイトの工事の進捗を見ながら現地専

門技術者が定期的に全サイトを巡回し、サイト常駐監理者への助言、検査、試運転等の実

施立会いを行う。 

• 品質管理試験 ：工事の品質に大きく影響する使用材料の試験を実施し、品質の確認を行

う。尚、試験頻度が高いコンクリートの圧縮試験は、コンサルタント事務所内に設置する

パキスタンプロジェクト事務所（ハイデラバード、サッカル）

総括監理技術者1

（邦人・常駐）
日本

（コンサルタント本社）

常駐技術者総括

（ローカル）

サイト監理者（2人）

（ローカル）

業務主任者

プロジェクト総括監理監理技術者2

（邦人・資金管理支援）

管理スタッフ（ローカル）

事務員、警備員、

ドライバー

スポット監理

日常的な支援

品質監理者（1人）

（ローカル）
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ラボにて行う。 

• 会議の開催 ：施工業者との定例打合せを開催して、工事の進捗と工程の確認を行うとと

もに、パ国実施機関及び関係機関を交えた定例会議を開催し、工事状況の報告を行う。ま

た、必要に応じて、パ国実施機関、JICA、施工業者及びコンサルタントにより構成される

工事進捗・品質管理会議を開催し、工事中に発生した諸問題に対する共有、解決策を検討

する。 

• 支払い支援 ：施工業者からの支払請求の内容を査定し、証明書を発行するとともに、パ

国側実施機関が JICA に対して行う支払依頼手続きを支援する。 

• 報告書作成等 ：工事の進捗に関する月例報告書のほか、契約書に規定される報告書を作

成しパ国実施機関に提出する。また、SELD が作成するプロジェクトモニタリングレポー

ト（PMR）の作成支援を行う。 

• 竣工検査・瑕疵検査 ：工事完了時に竣工検査を実施し、完了報告書や施設運用・維持管

理マニュアル他の竣工書類を SELD に提出する。また、瑕疵保証期間の満了時に瑕疵検査

を実施し、瑕疵是正工事の完了を確認した後、最終検査報告書を SELD に提出する。 

3-2-4-5 品質管理計画 

（1） 施設建設 

本計画施設は現地の標準設計と工法に準拠して、現地業者によって建設されることを前提に、

品質管理に当たって強度や耐久性等の基本性能に大きな影響を及ぼす躯体部分を重点に、管理

を行なう計画とする。尚、試験方法や材料規格等はパ国内で一般に適用されている基準に従う

が、頻度の高いコンクリート圧縮強度試験・スランプ試験については、前案件同様に本邦コン

サルタントが直接監理（管理）を行うものとする。 

また、次表の主要管理項目については、施工監理コンサルタントが予め現場で統一して利用

するためのチェックシートとして取りまとめ、各段階でコンサルタントの監理者と施工業者エ

ンジニアの両者による確認を行った後に、ファイリング保管を行う。 
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表 3-22 品質管理項目 

項目 方法 

地盤 ・基礎掘削後に床付け面の地盤を目視にて確認し、試験結果との比較を行う。 

・設定地耐力を下回る恐れが有る場合は地耐力試験による確認を行う。 

建物位置 ・測量機器を用いてベンチマークの設定と建物位置の縄張りを行い、コンサルタ

ント、施工業者立会で確認する。 

鉄筋 ・納入元･種類ごとにミルシートによる材料品質確認を行うとともに、公的試験所

において鉄筋径ごとに 1 回の引張り試験を実施する。 

配筋検査 ・コンクリート打設前にコンサルタント、施工業者立会で配筋検査を行い、数量･

位置･精度、継手と定着長さ、スペーサーの設置状況を確認する。 

セメント ・製造者からの試験結果報告書を入手して材料品質を確認する。 

・湿気による硬化を防ぐよう適切な保管環境・積み上げバッグ数を指導する。 

骨材 ・公的試験所にて質量、粒度分布、吸水率の試験を各サイトにつき 1回実施する。 

・搬入ごとに目視にて最大粒径、シルト含有量、含水量等を確認する。 

コンクリー

ト 

・練り混ぜ水の水質検査をサイトごとに公的試験所にて実施する。 

・標準配合による容積調合を基本とし、また、試験練りにより 28 日所定強度を確

認し配合を決定する。 

・水分量は日本調達の試験機器によるスランプ試験を実施して決定し、仕様書に

定める最大値以下で管理する。 

・日本調達の圧縮試験機、シリンダーモールド等の試験機器を用いて圧縮強度試

験を本邦コンサルタントが直接実施し、7日・28日用供試体 6本（2ロット）をサ

ンプリングして 4 週平均強度が設計強度（Fc）+6 を上回ることを確認する。 

（2） 家具・備品 

本邦コンサルタントによる調達監理を行う。具体的な業務は製作されたサンプルの仕様確認、

納入時におけるサンプルとの整合、数量確認である。 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

本計画で使用される建設資機材は現地の仕様・規格に則った資材、ならびに現地の標準的な

学校建設で一般に用いられている汎用材を採用するため、現地サプライヤーを通じて調達が可

能であり、調達・輸送について問題は無い。但し、輸入資材を含む資機材の多くが Karachi か

らサイトのある北部まで陸路での長距離輸送による調達となるため、コスト面・安全面でのリ

スクを十分考慮した調達計画とする必要がある。主要資機材の調達区分を次表に示す。 
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表 3-23 調達材料区分表 

資機材名称 調達先区分 備考 

 パ国 第三国  

建築工事用資材    

 セメント ○  国内生産品を調達 

 砂（細骨材） ○  シンド州内の生産品を調達 

 砕石（粗骨材） ○  シンド州内の生産品を調達 

 鉄筋 ○  現地に一般的に流通している PS*1準拠の製品を調達 

 煉瓦 ○  現地に一般的に流通している PS*1準拠の製品を調達 

 木材 ○  現地で一般的に流通しているパ国製品を調達 

 型枠用合板 ○  現地で一般的に流通しているパ国製品を調達 

 木製・鋼製建具 ○  技術力・生産力のある国内工場にて製作。 

 建具金物 ○  維持管理の可能な流通品を現地調達 

 塗料 ○  現地で一般的に流通しているパ国製品を調達 

設備工事用資材    

 配管材・金物類 ○  現地で一般的に流通しているパ国製品を調達 

 衛生器具 ○  現地で一般的に流通しているパ国製品を調達 

 設備機器（ﾎﾟﾝﾌﾟ他） ○ ○ 維持管理の可能な流通品を現地調達 

 電気配線材 ○  維持管理の可能な流通品を現地調達 

 照明器具 ○  維持管理の可能な流通品を現地調達 

 天井扇 ○  維持管理の可能な流通品を現地調達 

 配電盤類 ○  現地で一般的に流通しているパ国製品を調達 

*1 Pakistan Standard 

3-2-4-7 実施工程 

（1） 事業実施工程 

日本国政府の無償資金協力により本計画が実施される場合、両国間での交換公文（E/N）と

贈与契約（G/A）の署名後に以下の段階を経て事業が実施される。 

表 3-24 実施工程のステップ 

 項目 内容 所要期間 

1 施工監理契約 本邦コンサルタントと先方政府との契約交渉～契約締結 2.0か月 

2 事前資格審査 公示～事前資格審査 2.0か月 

3 施工業者選定 

（ロット 1入札） 

資格要件を定めた国内一般競争入札による現地施工業者の

選定 

図書配布～質疑応答～開札 

1.5か月 

4 工事契約 入札評価～パ国内承認～契約交渉～工事契約締結 3.0か月 

5 施設建設 各サイトでの施設建設（スライド着工） 18.0か月 

6 家具業者選定 

（ロット 2入札） 

資格要件を定めた一般競争入札による家具調達業者の選定 

公示～図書配布～質疑応答～開札 

1.0か月 

（施設建設と並行

して実施） 

7 調達契約 入札評価～パ国内承認～契約交渉～調達契約締結 2.0か月 
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8 家具調達 ロット 1の完工時期に合せて調達 6.0か月 

（2） 入札工程 

シンド州での公共調達に係る規則と前案件の所要時間を踏まえ、本計画の発注工事の入札準

備から業者契約までの入札計画は以下のとおりである。 

表 3-25 現地での入札計画 

項目 施設 家具/機材 

事前資格審査 8週間（2.0ヶ月）  

入札準備～図書配布（公示） 2週間（0.5ヶ月） 2週間（0.5ヶ月） 

図書配布（公示）～開札 6週間（1.5ヶ月） 4週間（1.0ヶ月） 

入札評価報告書作成、承認 10週間（2.5ヶ月） 6週間（1.5ヶ月） 

契約書類の準備（履行保証等）、契約締

結 

2週間（0.5ヶ月） 2週間（0.5ヶ月） 

計 28週間（7.0ヶ月） 14週間（3.5ヶ月） 

（3） 工事・調達工程 

前案件の実績を踏まえ、本計画の建設工事及び調達工程を以下計画する。 

施設建設 

• 1 サイトあたりの実質的な建設工期は、6 月～9 月の雨季及びラマダン中の作業効率の低下

（乾季の 60%程度の進捗）等を考慮し、2 階建てで 12 か月（敷地準備・資材発注～調達・

仮設準備 1 か月、基礎工事 2 か月、1 階躯体工事 2 か月、2 階躯体工事 2.5 か月、屋根スラ

ブ～仕上工事～検査・引渡し 4.5 か月）と設定する。 

• 契約ロット（9サイト）単位の工程としては、仮設資材と工種ごとの職人を 3サイト/1グル

ープとして有効に転用しながら、順次各グループでの工事を進める計画とし、最大 3 グル

ープで工種ごとにスライドし、3 ヶ月程度ずらした工程を見込んで、標準工期を設定する。 

• 以上より、建設ロット 1 の建設工事工期を 18 ヶ月と設定する。 

機材調達（家具） 

• 製作家具及び／または現地代理店による既製品の輸入調達となるため、発注～代理店への

納品まで 2.0 か月を見込む。 

• 諸手続き（免税、通関等）に要する期間として 1.0 か月を見込む。 

• サイトへの輸送、到着後の組立て、清掃、据付に必要な作業に 1.0 か月を見込む。 

• 以上に全サイトの検査・引渡しに要する期間として 1.0か月を加え、発注～完了までの工程

を 5.0 か月と設定し、各学校に調達する。 
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（4） 事業実施工程表 

以上を取り纏めた概略の事業実施工程を次表に示す。全体の事業実施期間は 27 ヶ月（E/N、

G/A から 30 ヶ月）となる。 

 

 

図 3-4 実施工程表 

3-2-5 安全対策計画 

（1） 治安の確保 

パ国は安全対策に係る付加的経費の取扱いに関し JICA が定める「紛争影響国・地域」に該

当し、外務省の海外安全情報によれば、シンド州では北部州境のジャコババード郡で「レベル

3（渡航中止勧告）」、それ以外の地域に「レベル 2（不要不急の渡航中止）」の危険情報が出さ

れている。シンド州は、パ国北部に比べると危険度は低いと考えられるが、パ国の最大都市

Karachi では爆弾等によるテロ、空港閉鎖、強盗等の凶悪犯罪、部族間・政党間抗争、市民暴

動等が多岐に亘って発生しているため、実施段階においては JICA パ国事務所の定める安全対

通月

入札図書作成 ▽E/N、G/A 入札図書作成期間：計 3.0か月

着手協議

詳細設計レビュー

入札図書承認

日本での作業

パキスタンでの作業

通月

事前審査(PQ)

事前審査（業者選定） 入札期間：計 9.0か月

公示▲ 工事期間：計18.0か月

ロット 1 入札準備  ▼開札

施設建設  ▼工事契約

図渡し▲ Tender Evaluation, Approval, Signing入札評価・承認・契約

着工準備 敷地整備・仮設工事

土工事・基礎工事

躯体工事

仕上・設備工事

外構工事

ロット 2 入札準備  ▼開札

家具・  ▼調達契約

機材 公示  ▲ 入札評価・承認・契約

略語表 製作・輸入

E/N: Exchange of Notes 輸送・据付

G/A: Grant Agreement 検査・引渡し

17 1814 15 1611 12 135 6 7 8 9 101 2 3 4

20 21 22 23 24 2514 15 16 17 18 19 26 2713

12 13 14 15 16

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

5 6 7 8 9 10 23 24 25 26 27 28 29 3017 18 19 20 21 22111 2 3 4
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策マニュアルに従い、以下の項目に留意して事業実施に当たる。 

• 現地で活動する邦人の数と行動時間を最小限に抑え、現地のリソース（警備会社、警察等）

を最大限に活用して実施体制を整える。 

• 事務所や住居の防犯対策、防犯上適切な車輛の配備、武装警備員の同乗、武装警察官の随

伴等の安全対策上必要な付加的措置を適切に盛込んだ計画とする。 

• 現地の日本政府関連機関及びパ国側カウンターパートとの連絡を密にして最新の治安状況

を把握し、安全対策の重要事項として確認された項目を遵守の上、行動する。 

• 日本を含む緊急時安全管理体制を確立し、①業務以外の外出の禁止、②複数の携帯電話番

号を所持し、連絡手段を常時確保、③車両の交通安全対策（毎日車両と燃料を点検、余裕

を持った移動行程）を徹底し、施工監理中の安全確保に努める。 

3-3 相手国分担事業の概要 

現地調査において確認された本計画実施に係るパ国側負担事項は以下の通りである。計画実

施上、特に工程遅延のリスクを孕む項目である既存建物、地中残存の基礎撤去、及び樹木撤去

（抜根含む）については、本計画日本側工事の項目として取り込む方針とする。 

（1） 入札前まで 

No 負担事項 実施時期 

1 銀行取極め（B/A）の締結及び手続きに要する手数料の

負担 

G/A締結後速やかに 

2 コンサルタント契約の支払授権書（A/P）の発行 契約後速やかに 

3 B/A に基づく銀行業務のために日本の銀行に以下の手数

料を負担すること 

 

 

 1)支払授権書に係る発給に係る手数料 G/A締結後速やかに 

 2)B / A に基づく銀行業務のために日本の銀行に以下の手

数料を負担すること 

支払ごと 

4 環境影響評価及び開発許可の取得（環境影響評価実施

に係る費用の負担）（必要に応じて） 

G/A締結後速やかに 

 

5 サイトの確保及び整地等 

1) サイトの確保 

2) 建設仮設・ストックヤードの確保 

3) 仮設教室の確保（必要に応じて） 

入札公示前まで 

 

6 計画、建設許可の取得（必要に応じて） 入札公示前まで 

 

7 障害物の除去 

1) 設備障害物（ケーブル）（必要に応じて） 

入札公示前まで 

 

8 プロジェクトモニタリングレポートの提出（Vol.1） 入札公示前まで 

 

9 入札実施に係る以下項目の実施、費用の負担 

1) 入札会場の確保 

2) 新聞等への入札公告の掲載 

入札公示前まで 

 

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/grant_aid/guideline/ku57pq0000050ovv-att/02.pdf
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（2） プロジェクト実施期間 

No 負担事項 実施時期 

1 B / Aに基づく銀行業務のために日本の銀行に以下の

手数料を支払うこと 

 

 1) コンサルタント契約の支払いに係る手数料 支払ごと 

2) 施設建設契約、機材調達の支払いに係る手数料 支払ごと 

2 必要な手続きの履行：建設会社及び調達会社（サプ
ライヤー）との契約に基づくJICAへの支払い要請や
銀行への送金の申請 

プロジェクト実施期間 

3 パ国における港湾での迅速な荷下ろしと通関、及び内

陸輸送の支援 

プロジェクト実施期間 

4 本プロジェクトに従事する日本人及び第三国人の入国

及び滞在に必要な便宜を図ること。 

プロジェクト実施期間 

5 製品やサービスの購入に関して課される関税、国内税

やその他の財政賦課をパ国当局が、本プロジェクトの

協力資金を使用せずに負担すること。 

プロジェクト実施期間 

6 本プロジェクトの実施に必要で、協力資金の適用外の

すべての費用を負担すること 

プロジェクト実施期間 

7 1) プロジェクトモニタリングレポートの提出 毎月 

2) プロジェクトモニタリングレポートの提出 引き渡し時 

3) プロジェクトモニタリングレポートの提出（最終） 契約に基づく業務完了証明発行時 

8 プロジェクト完了報告書の提出 プロジェクト完了後速やかに（運

営開始後直ちに） 

9 設備インフラの整備（電力・その他サイト外で必要な設

備） 

 

 1） 電力 

太陽光発電システム設備の設置 

サイト内の所定の位置までの通線 

施設建設工事完了前まで 

10 本プロジェクトに従事する者の安全の確保 プロジェクト実施期間 

（3） 運用開始後 

No 負担事項 期限 

1 無償資金協力の下で提供された施設および設備を適

切かつ効果的に維持し、使用するため 

1） 維持管理費の確保 

2） 運営、維持管理体制の構築 

3） 日常、定期点検の実施 

施設建設工事完了後 

2 新規教員及びスタッフの配置 施設建設工事完了後 

3 就学向上キャンペーン活動 施設建設工事完了後 

4 植栽工事 施設建設工事完了後 

5 本プロジェクトに含まれていない備品の調達（一般

家具） 

施設建設工事完了後 

次にサイトごとの先方負担事項を示す。  
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表 3-26 相手国側負担工事サイト別内容 

県 S.N 学校名 負担工事項目 備考 

仮設教室 電力 

Mirpurkhas Mi03 GGES - Deh - 294 要 太陽光発電  

Mi04 GGES -Kachelo Farm 要 太陽光発電 既存電気ケーブ

ルの撤去 

Mi08 GGES – MuhammadHassan Mari 要 太陽光発電  

Nawabshah Na01 GGES - Quest 要 太陽光発電  

Na03 GGES - Jalalani 要 太陽光発電 既存電気ケーブ

ルの撤去 

Khairpur Kh05 GGES - Bajeed Fakir 要 太陽光発電  

Kh09 GGES - Jani Buriro 要 太陽光発電 既存電気ケーブ

ルの撤去 

Sukkur Su04 GGES - Moto Mirbahar 要 太陽光発電  

Ghotki Gh01 GGES – Officer Colony Ghotki 要 太陽光発電  
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 運営計画 

（1） 運営体制 

本計画で増設される学校施設の運営・維持管理は、州及び地域（Division）、県（District）及

び郡（Taluka）各レベルの地方教育行政機関の指導・監督の下で校長と学校運営委員会（SMC）

を中心に各学校が行う。 

SMC の活動は学校によって様々であるが、本計画の対象校では全校で SMC が設立され執行

委員が選出されている。大多数の学校で会議の開催、基金の運用、学校改善計画の策定等の最

低限の活動は行われている。 

SMC に対しては SMC 基金と称する定額の資金が SELD－RSU から直接配賦されている。但

し、2016年以降は、一部の学校で資金の不正利用などを理由に、一時配賦を停止されていた。

2019 年から再開した学校もあり、主な支出明細としては、1）学校施設（天井ファン、屋根、

壁塗替え等）の修繕・整備、2）電力（太陽光パネルの購入）や給水設備（井戸ポンプ等）の

修繕・整備、3）家具や文具等の備品類・消耗品等の購入等に利用されている。 

なお、SELD は予算や人的資源（教員）の不足を補い、民間のノウハウを活用して学校運営

の効率化を図るため、官民連携（PPP）のスキームを教育セクターにも導入し、学校運営を選

定された民間の学校機関や NGO に委託する「EMO 事業」の実施を推進している。 

EMO 事業の一般公立学校への導入は開始されたばかりであり、本計画で整備される施設の

運営・維持管理は従来通り SELD 及び地方教育事務所の監督の下で、学校長を中心に SMC の

積極的な参画を得て行うこととする。 

3-4-2 教員の配置 

対象サイトでは既に前期中等レベルが開設されており、学校運営に最低限必要な初等教育教

員が配置されている学校が選定されている。しかし、SELD 基準に照らして学校ごとの教員配

置にばらつきも見られ、学校全体として適正な運営が実現するためには小学・前期中等教員の

補充が必要となる。計画される基礎教育クラスに必要な標準的な教職員配置案（下表）に従い

不足分の補充を計画する。 

表 3-27 女子基礎学校の標準教職員配置 

区分 （教員） 人数 区分 （職員） 人数 

ECT Early Childhood Teacher 1人 OT Oriented Teacher

（Arabic） 
1人 

PST Primary School Teacher 5人 AWI Assistant Workshop 
Instructor 

1人（IT他） 

SST/ 

HST 

Secondary School Teacher/ 

High School Teacher 
1人（校長） 雑役 Naib Qasid 1人 

JEST Junior Elementary School Teacher 3人 警備 Chowkidar 1人 
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このうち SST/ HST、JEST及び PSTは 2021年に発行されている教員採用方針及び教員再配置

方針に基づき選定、採用され、生徒 30 人に対して 1 名の教員が適用される。その他カテゴリ

ーの教員と職員は県予算により正規公務員として雇用されるが、専門教員である OT が配置さ

れている学校は殆ど見られない一方、コンピュータ室が整備された学校では契約ベースの補助

教員（AWI）が新たに配置されている。 

以上を踏まえ、本計画で整備される施設の適切な運営のために新たに必要となる最小限の教

職員は以下の計画とする。 

• 前期中等クラスの運営に必要な教員数は生徒 30 人あたり 1 名を基準とする。教員 4 名の配

置計画を基本とし、うち 3 名を JEST、1 名を SST/ HST（校長）を想定とする。 

• OT 教員及び ICT（Information & Communication Technology）教員は地方農村部での配置は

困難と判断し、検討に含めない。 

• 初等クラスに対する教員の補充については、小学教員（PST）5 名、就学前教員（ECT）1

名を想定とする。なお、小学教員が 6 名確保されている学校は必要な教員数が確保されて

いる扱いとする。 

• 教員以外のスタッフについては、標準配置に従い警備1名、雑役1名を配置することとし、

女子基礎学校で当該スタッフが居ない場合のみ、新たな配置を検討する。 

各サイトでの新たに配置が必要となる教職員数の試算結果案を表 3-28 に示す。 

表 3-28 必要教員数の試算 

S. No 学校名 
既存状況 必要教職員数（学校別） 

生徒数 教員数 職員数 教員数 職員数 

   
GI-VIII

計 

ECT/ 

PST 
JEST 

SST/ 

HST 

警備/

雑役 

ECT/ 

PST 
JEST 

SST/ 

HST 

警備/ 

雑役 

Mirpurkhas  
 

  小計 4 0 2 6 

Mi03 GGES - Deh - 294 125 5 3 - - 1 - 1 2 

Mi04 GGES -Kachelo Farm 249 6 4 - - - - 1 2 

Mi08 
GGES – Muhammad 

Hassan Mari 
215 3 3 1 - 3 - - 2 

Nawabshah     小計 0 0 1 2 

Na01 GGES - Quest 335 15 12 - 3 - - 1 - 

Na03 GGES - Jalalani 91 6 3 1 - - - - 2 

Khairpur     小計 5 0 1 2 

Kh05 GGES - Bajeed Fakir 248 2 3 - 4 4 - 1 - 

Kh09 GGES - Jani Boro 140 5 3 1 - 1 - - 2 

Sukkur     小計 3 3 1 2 

Su04 GGES - Moto Mirbahar 164 3 - - - 3 3 1 2 

Ghotki     小計 - 3 0 2 

Gh01 GGES – Officer 

Colony Ghotki 
226 13  1 - - 3 - 2 

合計      12 6 5 14 
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3-4-3 維持管理計画 

（1） 運営・維持管理の方法 

学校施設の維持管理に関しては、SELD-DEO-TEO の管理のもと、日常的な維持管理を学校

長の指揮の下で各学校が雇用する雑役スタッフが行う。また、給水・電気等の建築設備の運

転・維持管理や設備、家具等のメンテナンスも雑役スタッフが担当する。同スタッフは一般に

特別な技術的能力を持たないが、本計画に含まれる建築設備の内容は、太陽光発電システムを

除き一般住宅同等の基礎的なものであり、必要に応じて地域コミュニティ内の専門技術を有す

る住民の協力を得ることで対応が可能と判断される。また、建物を長期にわたって良好な状態

に維持するためには、日常的な清掃・点検の実施と磨耗･破損･老朽化に対する適切な修繕が必

要となるが、保護者やコミュニティ関係者を含む SMC が必要に応じて学校整備や施設維持管

理に対する支援を行うこととし、SMC が策定する学校改善計画に以下の必要な項目を盛り込

んで実施する計画とする。 

• 定期清掃 ：教室棟については教員の指導の下で生徒が毎日の清掃を実施する。また、管

理部門や共用部分は各学校に配置される雑役スタッフが清掃を行うほか、最低年数回の頻

度で SMC による定期的な一斉清掃を行う。 

• 施設の経常的な修繕 ：本計画施設はメンテナンスフリーな材料･仕上を基本として必要な

維持管理項目を最小限に抑えるものであり、定期的な点検と清掃を励行し、適正な日常管

理がなされれば引渡し後数年間の補修･修繕の必要はない。それ以降は塗装部の補修･塗替

え（1 回/10 年程度）、建具の点検･調整（1 回/年程度）等の定期的な補修が必要となる。 

• 建築設備の維持管理 ：建築設備については、故障修理や部品交換に至る前の日常的な運

転管理と定期的な点検が重要である。本計画施設では現地で広く利用されている設備が大

部分で複雑なシステムは含まれないが、各学校が SMC の協力を得て、点検、簡易な補修･

修理や部品交換等の日常管理を確実に行う体制を整える必要がある。なお、太陽光発電シ

ステムについては、パネルの清掃を除き、基本的にはメンテナンスフリーであるが、急激

な発電効率の低下の防止や安全性の観点から、専門業者による定期的（1 回/4 年程度）な

点検が必要となる。 

• 外構施設の維持管理 ：建物周囲の日常的な清掃の他に年 2 回程度の頻度で植栽等を適切

に維持して地盤の安定と雨水排水設備の維持に努める。また、汚水桝等の汚水排水設備は

年 1 回程度を目途に汚泥の除去と内部の清掃を行うこととする。 

学校の運営・維持管理に係る経常的な予算は、1）州財務局から各県を通じて拠出される

Maintenance & Repair 予算、2）大規模な修繕が必要な際に Annual Development Plan（年間開発

計画）に基づき拠出される開発予算、3）非開発予算として中央予算から直接 SMC に配分され

る SMC基金及び 4）地域有力者等からの寄付の 4つの財源から賄うこととなる。各予算は各々

その使途が限定されており、学校施設の日常的な維持管理については、本来予定されている学

校運営に係る経常予算項目（Maintenance & Repair）での計上が極めて限定的で、基礎学校レベ

ルではほとんど未計上であることから、主に SMC 基金を充てることとなっているが、前期中

等レベルの学校に対しては年額 50,000PKRとその額は十分でなく、RSUが管理する予算からア
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ド・ホックに拠出されている状態にあることから、長期的かつ安定的な確保が懸念される。 

学校運営予算については、ここ数年 SMC 基金の配賦が停止されていたことにより維持管理

が停滞していたが、2021 年より再開された。今後は SMC 基金が定期的に配賦されかつ予算額

の拡充が行われていくことが求められる。特に、本計画で整備される施設が将来に亘って適切

に維持管理されていくためには、学校施設の経常修繕に係る十分な額の予算が継続的に確保さ

れ、学校の規模に応じて確実に配分されることが必要である。なお、施設増設や大規模修繕等

については Annual Development Plan から拠出される開発予算などの別途予算を組んで対応を行

うこととなる。 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は 6.89億円となり、日本側とパ国側

との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記（3）に示す積算条件によれば次のとおりと見

積もられる。但し、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

（1） 日本側負担経費 

表 3-29 概略総事業費 

約 668 百万円 

 9 サイト 9 教室棟（44 教室、3 校長室、3 教員室兼倉庫）、7 便所棟 

 （建築延床面積 2,616.67 ㎡） 

費目 概略事業費（百万円） 

施設 建築費  412 448 

 家具・備品費  36  

設計監理費    220 

合計   668 

 

（2） パ国側負担経費   

表 3-30 パ国側負担経費 

項目 概算費用（百万 PKR） （百万円） 

太陽光発電システムの新設 

（小学校建直し 9サイトの対象部分の新設設置） 

10.800 5.176 

太陽光発電システムの改修 

（前期中等学校 54サイトの対象部分の改修） 

30.000 14.377 

銀行取極め・支払い等に係る銀行手数料 1.570 0.752 

公示にかかる費用 1.000 0.479 

合計 43.370 20.784 

（3） 積算条件 

積算時点： 2023 年 6 月 

為替交換レート： 1US$=135.88 円、1US$=283.54PKR、1PKR=0.47922 円 

（PKR: パキスタンルピー） 

施工・調達期間： 工事の期間は施工工程に示した通り。 

その他：  本計画は日本国政府の無償資金協力の制度に従い実施されるものとする。 
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3-5-2 運営・維持管理費 

本計画施設の運営･維持管理に必要とされる費用についての試算を以下に示す。 

（1） 運営費 

1) 人件費 

本プロジェクトの実施に伴い、対象 9 校での最低限の運営に管理職員（校長）5 名、中等教

員 6 名、初等教員 12 名（就学前教員含む）を新規配置する必要が生じる。また、学校施設の

管理運営にあたる最低限のスタッフとして、警備及び雑役各 14 名の配置を計画し、現状で配

置されていない学校に追加配置が必要となる。これらに対しては、その他教職員も含めて公務

員として職種とグレードに応じた標準給与階に従って給与・手当の支給が必要となる。なお、

女子基礎学校施設の適切な運営には 12 名の初等教員（ECT/PST）の配置が必要となるが、対

象校のうち基準以上の教員を抱える学校からの配置転換により賄うものとし、増員は見込まな

い。必要教職員の全員を新規採用と想定した場合、新たに必要となる人件費を以下に試算する。 

表 3-31 教職員人件費試算 

協力案件  サイト

数  

必要教職員数 給与・手当/月 （千 PKR） 年間人件費 

教員 職員 教員 職員 （百万

PKR) 

（百万

円） JEST SST/HST 警備/雑役 JEST SST/HST 警備/雑役 

標準給与階 

/給与・手当 

BPS-14 BPS-16 BPS-1 37.698 47.492 25.249   

Mirpurkhas 3 0 2 6  95.0 151.5 2.958 1.4 

Nawabshah 2 0 1 2  47.5 50.5 1.176 0.6 

Khairpur 2 0 1 2  47.5 50.5 1.176 0.6 

Sukkur 1 3 1 2 113.1 47.5 50.5 2.533 1.2 

Ghotki 1 3 0 2 113.1  50.5 1.963 0.9 

合計 9 6 5 14 226.2 237.5 353.5 9.806 4.7 

・職種別給与階は要請書に従って設定した。 

・給与は 2021年改訂標準給与階表の初年時の給与を採用、手当には調整手当、住居手当、通勤手当、医療手当

を含む。 

 

試算の結果、新たに必要となる人件費は対象 9 サイト合計で 9.806 百万 PKR となる。これは

2023-24 年度シンド州学校教育分野運営予算（経常費）のうちの人件費 215,679 百万 PKR の

0.005%に当たる。 

2) 施設運転経費 

施設の運転に必要な経費につき以下の通り試算を行う。 

給水費 ：全サイトで敷地内に掘削する井戸または、引込済の市水からの給水を計画しており、

本項での試算は行わない。 

通信費 ：電話等通信設備は必要に応じて先方負担にて整備を行う計画であるため、本項での

試算は行わない。 
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電力料金 ：先方負担にて全サイトで敷地内に太陽光発電システム設備を計画しており、本項

での試算は行わない。 

3) 維持管理費 

施設・家具維持管理費 

本計画で整備される施設及び家具の維持管理に必要となる費用は次表の通り試算される。こ

の維持管理費は外壁や内外鉄部･木部塗装の部分補修、仕上材の部分補修、破損金物の交換、

設備部品の一部交換、設備機器の故障修理、破損家具の部材交換などの経常的な維持管理に充

てられるもので、長期的に必要となる大規模修繕のための費用は別途 SELD の管理する開発予

算にて賄われる。 

表 3-32 維持管理費試算 

県 サイト
数 

教室数 床面積 年間維持管理費 (百万 PKR) 
 

合計 

（㎡） 
建物維持費 設備維持費 家具維持費 合計 

Mirpurkhas 3 16 1,020.38 0.707 0.148 0.430 1.285 

Nawabshah 2 8 488.05 0.318 0.081 0.211 0.610 

Khairpur 2 10 565.64 0.350 0.085 0.248 0.683 

Sukkur 1 4 204.80 0.107 0.036 0.098 0.241 

Ghotki 1 6 337.80 0.183 0.044 0.150 0.377 

合計 9 44 2,616.67 1.665 0.394 1.137 3.196 

（1校あたり金額）   (0.185)  (0.044)  (0.126)  (0.355)  

*  日本における建築物維持管理費データを参考に、本計画の施設内容･仕様から判断される経常的な施設維持管

理費（年間）を以下と想定した。 

 - 建築維持管理費： 建築工事費×0.2% 

 - 設備維持管理費： 設備工事費×1.5% 

 - 家具維持管理費： 家具本体費×1.5% 

（2） 運営･維持管理費の集計 

上記試算結果をまとめると、本プロジェクトの実施により最小限必要となる年間運営･維持

管理費増加額は表 3-33 の通り見積もられる。 

このうち最大の金額を占める人件費は州予算のうち運営予算（経常費）として計上されてお

り、2023-24 年予算額は給与・諸手当等を含む人件費が 215,679 百万 PKR である。プロジェク

ト実施に伴う増額分は同予算額に対して 0.005%であり、十分に負担可能な額である。一方、

施設や家具の修繕・維持管理は SMC の役割とされており、SMC 基金を充当して行うことが期

待されている。実際に多くの学校で SMC 基金を活用して施設や家具のメンテナンスと改善を

行っている。しかしながら上記に試算した年間必要額は給付される基金の額の 7 倍に相当し、

その額は必ずしも十分とは言えない。人件費を除く運営・維持管理費全体で見ると本プロジェ

クトによる増加分は教育分野運営予算の 0.006%であることから、教育予算全体の拡充の中で

適切な配分を行えば必要な予算の確保は十分可能であり、シンド州政府の努力が求められる。 



112 

表 3-33 年間運営･維持管理費試算結果 

県 サイト
数 

年間運営・維持管理費 (百万 PKR) 合計 
 

教職員人件費 = [A] 施設・家具維持管理費 =[B] (百万 PKR) 

Mirpurkhas 3 2.958 1.285 4.243 

Nawabshah 2 1.176 0.610 1.786 

Khairpur 2 1.176 0.683 1.859 

Sukkur 1 2.533 0.241 2.774 

Ghotki 1 1.963 0.377 2.340 

合計 9 9.806 3.196 13.002 

 学校あたり増加額 - （0.355） - 
 

拠出元予算費目 人件費 人件費以外 SMC基金 

2023-24年度予算額 

（州教育分野運営予
算） 

215,679.0百万 PKR 51,915.1百万 PKR 

 

基礎学校 

50,000 PKR/校 

増額[A] [B]負担率 0.005% 0.006% 710% 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本プロジェクト実施の前提条件としてパ国側が取り組むべき事項は以下の通りである。 

（1） 建設用地の保全 

本プロジェクトの対象サイトでは、既に関係者立会いの下で敷地測量が行われているが、

SELD は県、郡レベルのプロジェクト担当者との連絡を密にして施設建設を予定する土地に建

設を阻害する改変や他の施設建設との重複が起こらないよう、十分な注意を払う必要がある。 

（2） パ国側負担事項の遵守 

本プロジェクトの実施に当っては、狭小な敷地での作業を円滑に進めることを主眼に、パ国

側負担は最小限の範囲となるよう計画してあるが、工事に先立って必要な土地の整備、工事中

の安全確保のために既存教室が使えなくなるサイトでは仮設教室のアレンジメントが必要とな

る。これら事項については、SELD が窓口となって県教育局を指揮し、内容及び実施時期につ

いて日本側関係者や受注業者と調整の上、事前に予算を確保して確実な実施を図ることが必要

である。 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

プロジェクトの効果が発現・持続するためにパ国側が取り組むべき事項は以下の通りである。 

（1） 教職員の確実な配置 

本プロジェクトではシンド州 5県の 9校で初等教育用の教室 44教室が建直しされる。女子基

礎学校である対象校でこれら施設・機材を十分に活用していくためには、初等教員や前期中等

教員として必要な資格を有する一般教員（校長を含む）23名と、学校施設の保全要員となる職

員 14 名の新規配置が必要となる。これら教職員は施設完成後速やかに配置が行われるよう、

事前に予算手当て（新規歳出表-Schedule of New Expenditure: SNE- への登録が必要）を含む採用

計画を策定し、計画的に採用・配属の準備を進める必要がある。本プロジェクトは 2026年 3月

に竣工予定で、仮に 2026 年 7 月の開校とした場合、2025 年までに SNE 登録及び採用を完了す

る必要がある。以上より、他校からの一時的な異動や十分な能力や資格を有する初等教員の一

時的な活用も含めて、女子基礎学校の運営に必要な最低限の教員を施設完工から間を置かずに

確実に配置できるよう、計画を行うことが肝要である。 

（2） 十分な学校運営予算の確保 

本プロジェクトで建設される施設の運営・維持管理に新たに必要となるコストは、SMC に

直接配賦される SMC 基金、及び学校又は郡教育事務所の基礎教育運営予算の 2 つのソースか

ら支出される。このうち州予算として計上される学校運営予算（Operating Expenditure）は限定
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的で、現状の学校運営資金は多くを SMC 基金に頼っている。しかし、学校改善計画に基づい

て施設・設備の維持管理や学習環境の改善に用いられる SMC 基金も使途に対して額が小さく、

新設建物の必要最小限と想定される維持管理費を賄うのがやっとの状態で、既存も含めた学校

施設全体の維持管理には十分でない。また、近年は SMC 基金の不正利用から配賦が停止され

ていた他、RSU のマネジメントに起因する予算執行時期の遅れも問題となっている。RSU、

SMC の財務管理についての改善が求められるとともに、需要に応じた配賦基準の適正化、予

算ごとの使途の整理・検討など制度の改善が求められる。 

（3） 女子の就学促進の取り組み 

本プロジェクトは今までに協力して女子基礎学校にアップグレードした学校の中で、2022年

の豪雨により被害をうけた既存小学校を建直すことにより、今までに協力された女子前期中等

学校を含めて、基礎教育施設の環境が改善される。また、過去の協力案件の当初の目的である

女子教育へのアクセス改善を通じて男女間、地域間の格差解消を目指すものである。対象校で

のヒアリングからは、親の女子教育の必要性に対する意識は徐々に変化しているものの、女子

の就学を妨げる要因は複雑であり、本プロジェクトの効果が十分に発現するためには施設整備

に加えて、就学促進に係る SELD を中心とした DEO 及び TEO の関与が必然である。現在、シ

ンド州の各県では、DEO、TEO 及び校長主導のもと就学促進キャンペーンを年 1 回実施してい

る。今後は、更なる女子生徒の就学率改善に向けて、対象校の周辺の学校を含めた就学促進活

動の活性化が必要不可欠である。 

（4） 技術協力との連携 

我が国は、実施中の技術協力「オルタナティブ教育推進プロジェクトフェーズ 2（2021 年～

2025 年）」や「学校活動と住民参加を通じたジェンダーに配慮した就学継続プロジェクト

（2022-2026 年）」により、シンド州におけるノンフォーマル教育の強化や公立小学校での就学

継続に資する協力を実施している。本プロジェクトで整備される学校のある地域が対象地域に

含まれており、前期中等レベルへの進学移行時の退学抑止や就学促進等の連携が期待される。

加えて 2022年度より教育政策アドバイザー専門家が SELDに派遣されており、本プロジェクト

及び技術協力の各事業の効果的な実施を側面支援することが期待される 

4-3 外部条件 

（1） 治安情勢の安定 

パ国は異なる言語を持つ多様な民族構成や、封建的な社会構造、地方‐都市間の経済格差と

いった国内要因に加え、インドやアフガニスタンとの間に緊張する国境エリアを抱えて、内外

の情勢変化の影響で常に治安情勢が流動化する危険性が高い国である。また、政治的にも分

離・独立以来、軍政と民政が頻繁に入れ替わる不安定な状況であった。一方、対象となるシン

ド州は州都 Karachi を中心とした都市部では一般犯罪の頻発と政治的対立に伴う襲撃や殺人、

またイスラム過激派による爆弾テロ等の危険性はあるものの、農村部の治安状況は比較的安定

している。本プロジェクトが成功裏に実施されるためには治安情勢の継続的な安定が必須であ

り、対象地域での治安の悪化はプロジェクトの中断につながる重大な懸案事項である。 
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（2） 教育改革の継続 

シンド州政府は国家レベルの上位計画である「国家教育政策 2009」に則り SERP、SERPII を

実施し、ガバナンスとマネジメントの改善を通じて教育サービス提供の質の向上を目指す改革

に取り組んできた。また、SESP&R（2019-2024）では、「公正な教育へのアクセス」を目標に

掲げ、本プロジェクトはその重要な目的の一つである「データに裏付けられたニーズに適合す

る学校インフラ整備の拡張」を直接支援するものである。更に、本プロジェクトはこれら一連

の改革が継続あるいは拡充される中でより良い成果が期待できるものであり、シンド州におけ

る教育改革の継続はプロジェクトが成功裏に実現するための重要な条件と捉えることができる。 

4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は以下のように認められる。 

（1） プロジェクトの裨益対象 

本プロジェクトの直接的な裨益対象は建替えられる初等クラスに就学する女子生徒約 1,150

人及び現在前期中等教室を利用する生徒約 490 人であるが、プロジェクトの実施により地域の

初等教育及び前期中等教育の施設環境と就学状況が改善されることで、広く一般国民である対

象地域住民全体に裨益するものである。 

（2） プロジェクト目標と緊急性 

本プロジェクトの目標は、2022 年の洪水により被害を受けたシンド州において、教育施設、

設備及び資機材等を復旧することにより、安全に学べる学習環境の整備及び災害への耐性向上

を図り、もってパ国の人間の安全保障の確保と社会基盤の改善に寄与するもので、緊急な対応

が求められている。 

（3） 上位計画との整合性 

2022年の洪水被害をうけ、パ国政府は PDNAによる調査を実施し、その結果に基づき「より

良い復興（Build Back Better）」のコンセプトを掲げている。教育分野における復興ニーズとし

ては、①アクセスと学習環境をはじめとして、②教育と学習や③教育政策を基本方針として、

短期、中期、長期の復興プロセスで優先事項を設定しており、本計画はその中の中期・長期目

標に合致している。また、復興に向けての戦略・アプローチを示す 4RF では、4 つの目標が掲

げられ、そのうち 4 番目の「SRO4: 基本的なサービスやインフラについて、レジリエントかつ

持続可能な方法で復元・改善する」に整合している。以上より、本プロジェクトはその方針に

合致するものである。 

（4） 我が国の援助政策・方針との整合性 

我が国はパ国を地域の平和と安定の鍵となる重要国であるとともに、人口大国として経済・

社会面での大きな潜在力を有する国と捉え、「中間層の拡大を通じた安定的かつ持続的な社会
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の構築」を ODA の基本方針に援助を実施している。また、パ国と我が国は、しばしば自然災

害に見舞われる点で共通していることから、気候変動リスクにも鑑み、第三回国連防災世界会

議において採択された「仙台防災枠組み 2015-2030」に基づき、我が国の知見と技術を活用し

た災害予防（preparedness）、減災を中心とした防災体制の強化を支援し、災害に負けない強靱

な社会の構築を図ることを「人間の安全保障の確保と人間開発」の中の重要なサブプログラム

に掲げている。また、基礎教育分野も同様に、このサブプログラムに位置付けられ、教育機会

の改善や安全な学習環境の提供を通じて教育の質の確保を目指す方針が示されている。本プロ

ジェクトは災害への耐性向上及び安全に学べる学習環境に焦点を当てた方針に合致するもので

ある。 

4-4-2 有効性 

（1） 定量的効果 

本計画対象事業の実施により定量的効果が期待されるアウトプットは以下の通りである。 

指標名 
基準値 

（2023 年実績値） 

目標値（2029 年） 

【事業完成 3 年後】 

対象校において安全に学べる女子生

徒の数 
491 人 1,644 人 

（2） 定性的効果 

本協力対象事業の実施により定性的効果が期待されるアウトプットは以下の通りである。 

• 支援対象施設の教育サービスが迅速に復旧される。 

• 災害時における支援対象施設の被害が軽減される。 

（3） 結論 

以上の内容により、本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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「シンド州洪水被害に対する教育施設復旧に係る情報

収集・確認調査」からの抜粋 

6-5 敷地測量図（現地再委託業務） 

6-6 地質調査結果抜粋（現地再委託業務） 
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1 調査団員・氏名 

現地調査 I 

九野 優子 総括 独立行政法人 国際協力機構  

橋本 雅夫 業務主任/建築計画 （株）マツダコンサルタンツ 

笠井いづみ 建築設計 国際航業（株） 

大澤 智弘 設備計画（国内作業） （株）マツダコンサルタンツ 

浅川 征吾 施工計画/積算 （株）マツダコンサルタンツ 

矢野 高弘 自然条件調査（国内作業） （株）マツダコンサルタンツ 

野々口敦子 教育計画/ジェンダー 国際航業（株） 

土屋 達嗣 建築設計（国内作業_詳細設計） （株）マツダコンサルタンツ 

西矢 尚人 構造設計（国内作業_詳細設計） （株）マツダコンサルタンツ 

新海 康晴 設備計画（国内作業_詳細設計） （株）マツダコンサルタンツ 

青木 友里 業務調整 （株）マツダコンサルタンツ 
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2 調査行程 

現地調査 

  

  

J ICA 総括 業務主任/建築計画 施工計画/積算 教育計画/ジェンダー 建築設計 業務調整

a b c d e

1 5月7日 日 NRT→BKK→Karachi

2 5月8日 月 SELD表敬 ←a

施設計画調査 (Education Works)

再委託見積受領

3 5月9日 火 再委託契約交渉（ホテル待機） ←a

4 5月10日 水 再委託契約（地質） 資料整理（ホテル待機） ←a

（ホテル待機）

5 5月11日 木 14:45 SELDへ ICR説明・協議（ホテル待機）

6 5月12日 金

9:30 オンライン会議（unicef）
12:00 オンライン会議（World Bank）

（ホテル待機）

7 5月13日 土

8 5月14日 日

9 5月15日 月 再委託契約（測量）（ホテル待機） サイト調査準備 ←a

10 5月16日 火 10:00 類似施設視察（GBHS Colony/ USAID SBEP）, ←a

SELD協議（修正日程） 

11 5月17日 水

12 5月18日 木

13 5月19日 金

14 5月20日 土

15 5月21日 日

16 5月22日 月

17 5月23日 火

18 5月24日 水

19 5月25日 木

20 5月26日 金
11:00 ヒアリング（ Additional

Secretary, PD&F/SELD）
積算関連調査 ←a サイト調査結果整理 ←a

21 5月27日 土

22 5月28日 日

23 5月29日 月 10:00_MD協議 積算関連調査

24 5月30日 火 積算関連調査

25 5月31日 水 材料調査

26 6月1日 木 施工業者調査 南部案件

27 6月2日 金 材料調査 Badin

Mirpurkhas

28 6月3日 土 資料整理 Nawabshah

29 6月4日 日 別業務へ移行

北部案件

Sukkur、Ghotki

Khairpur

Dadu

MDサイン（Secretary, SELD） 補足調査, Karachi→BKK

BKK→NRT

オンライン報告（JICA、EOJ） 

サイト調査 (Da05) 

Sukkur→Karachi (空路移動)

資料整理

資料整理

←a

サイト調査 (Mi04, Mi03) 

サイト調査 (Mi08, Na03)

Karachi→Sukkur (空路移動)

Document analysis

サイト調査 (Kh09, Kh05)

サイト調査 (Su04, Gh01) 

資料整理（ホテル待機） 資料整理（ホテル待機）

資料整理（ホテル待機）

資料整理（ホテル待機）

サイト調査準備

サイト調査 (Ba06, Ba01)

NRT→BKK→Karachi

NRT→BKK→Karachi

15:00 オンライン会議（花屋さん, JICA 教育

アドバイザー）（ホテル待機）

SELD= School Education & Literacy Dep.
NRT= Narita
HND= Haneda
BKK= Bangkok
KC= Karachi
HY= Hyderabad
EOJ= Embassy of Japan
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3 関係者（面会者）リスト 

 名前 部署 役職 

School Education & Literacy Department (SELD) 

Mr. Abdul Qadeer Ausari 
Directorate of Planning, Development 

and Finance (PD&F) 
Additional Secretary 

Mr. Dilawar Ali Mangi 
Directorate of Planning, Development 

and Research 
Additional Director 

Mr. Zahoor M Qazi 
Sindh Teacher Education Development 

Authority 
Deputy Director 

Mr. Khalil Ahmed Shaikh Education Works Chief Engineer 

Mirpurkhas District/ School/ Taluka Education Office 

Ms. Nargis Basheer Mi03/ GGES Deh 294 Head Mistress 

Ms. Sana Bibi Mi03/ GGES Deh 294 Teacher (PST) 

Ms. Saba Rani Mi03/ GGES Deh 294 Teacher (JEST) 

Ms. Naheed Akhter Mi03/ GGES Deh 294 Teacher (PST) 

Ms. Jhami Mohan Mi04/ GGES Kachelo Farm Head Mistress (PST) 

Ms. Hina Ayaz Mi04/ GGES Kachelo Farm Teacher (PST) 

Ms. Noor Khatoon Mi04/ GGES Kachelo Farm Teacher (PST) 

Ms. Fatima Mi08/ GGES Muhammad Hassan Mari Head Mistress (HST) 

Ms. Aisha Ali Mi08/ GGES Muhammad Hassan Mari Teacher (PST) 

Ms. Tooba Mi08/ GGES Muhammad Hassan Mari Teacher (ECE) 

Mr. Amir Bux Narejo  Taluka Education Officer 

Badin District/ School/ Taluka Education Office 

Ms. Shabana Ba01/ GGES Gullan Khaskheli Head Mistress 

Ms. Gul Sanober Female Elementary School/High School Taluka Education Officer 

Ms. Qurat-Ul-Ain Ba01/ GGES Gullan Khaskheli Teacher (PST) 

Ms. Mehreen Ba01/ GGES Gullan Khaskheli Teacher (JEST) 

Ms. Nasreen Ba01/ GGES Gullan Khaskheli Teacher (PST) 

Ms. Sumaira Gulfam Ba06/ GGES Ibrahim Chandio Head Mistress 

Mr. Munawar Ali Elementary School/ High School Taluka Education Officer 

Mr. Rajab Ali  Chairman SMC 

Nawabshah District/ School/ Taluka Education Office 

Mr. Qurban Ali Rahu Shaheed Benazirabad District Education Officer 

Ms. Rizwana Magsi Sakrand Taluka Education Officer 

Ms. Rizwana Tunio Na01/ GGES Quest Head Mistress 

Ms. Hamida Jalalami Na03/ GGES Jalalani Head Mistress 

Ms. Shama Na03/ GGES Jalalani Teacher (JEST) 

Ms. Isra Anwar Na03/ GGES Jalalani Teacher (PST) 

Ms. Sana Mansha Na03/ GGES Jalalani Teacher (JEST) 
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Ms. Seema Shaikh Na03/ GGES Jalalani Teacher (PST) 

Ms. Saba Aslam Na03/ GGES Jalalani Teacher (PST) 

Ms. Farhat Qayoom  Na03/ GGES Jalalani Teacher (PST) 

Ms. Qurat Ul Ain Na03/ GGES Jalalani Teacher (PST) 

Ms. Shehla Na03/ GGES Jalalani Teacher (HST) 

Ms. Komal Na03/ GGES Jalalani Teacher (PST) 

Khairpur District/ School/ Taluka Education Office 

Ms. Pathani Rajper Kh05/ GGES Bajeed Fakir Head Mistress 

Ms. Noorillahi Kh05/ GGES Bajeed Fakir Teacher (PST) 

Ms. Sanam Gul Rajper Kh05/ GGES Bajeed Fakir Volunteer 

Ms. Abida Parveen Kh09/ GGES Jani Boro Head Mistress 

Ms. Hunain Fatima Female Kot Diji Taluka Education Officer 

Sukkur District/ School/ Taluka Education Office 

Ms. Noor Afza Su04/ GGES Moto Mirbahar Head Mistress 

Ms. Shafia Su04/ GGES Moto Mirbahar Teacher (PST) 

Ms. Shahida Parveen Su04/ GGPS Moto Mirbahar Teacher (NCHD) 

Ghotki District/ School/ Taluka Education Office 

Ms. Nusrat Ambreen Gh01/ GGES Officer Colony Ghotki  Head Mistress 

Ms. Komal Umer Daraz Gh01/ GGES Officer Colony Ghotki  Teacher (PST) 

Ms. Saira Abbasi Gh01/ GGES Officer Colony Ghotki  Teacher (PST) 

Dadu District/ School/ Taluka Education Office 

Ms. Pireh Hafeez Da05/ GGES Wali Muhammad Gorar Head Mistress (PST) 

Ms. Mehwish Ghani Da05/ GGES Wali Muhammad Gorar Teacher (PST) 

ADB 

Mr. Eisuke Tajima ADB HQ Mission Leader 

Mr. Fayyaz A. Khan ADB Pakistan  

Mr. Khuram Imtiaz SSEIP/ADB  

Unicef 

Mr. Asif Abrar Unicef Sindh Field Office  Education Specialist 

World Bank 

Ms. Mina Zamand World Bank Pakistan  

Ms. Sania Khursheed SELECT/World Bank Education Specialist 

Mr. 
Mohammad Homayon 

Shirzoy 
SELECT/World Bank Civil Works Specialist 

Mr. Khalid Muhammad SELECT/World Bank  Civil Works Specialist 

GBSS Cattle Colony 

Ms. Safia Naz  School Coordinator 
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Mr. Sher Muhammad  Head Master 

JICA パキスタン事務所 

Ms. 九野 優子 JICA パキスタン事務所 次長 

Ms. Nazia Sheher JICA パキスタン事務所 所員 

Ms. 花屋 亜希子 JICA パキスタン事務所 Education Policy Advisor 

Planning & Development Department 

Mr. Muhammad Asghar Memon Planning＆Development Department Chief Economist 
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4 討議議事録（M/D） 

4-1 現地調査 
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4-2 テクニカルノート（現地調査） 
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5 参考資料／入手資料リスト 

番
号 

資料名 形態 発行年 発行機関 

1 Pakistan Floods 2022, PDNA Main Report 電子データ October 

2022 

Ministry of Planning Development 

& Special Initiatives 

2 Resilient Recovery, Rehabilitation, and 

Reconstruction Framework, Pakistan (4RF) 

電子データ December 

2022 

Ministry of Planning Development 

& Special Initiatives 

3 Budget Analysis 2022-23 電子データ 2023 Finance Department Government 

of Sindh 

4 PAKISTAN ECONOMIC SURVEY 2022-23 電子データ June 

2023 

Economic Adviser’s Wing, 

Finance Division Government of 

Pakistan, Islamabad 

5 ANNUAL BUGET STATEMENT 2023-24 電子データ June 

2023 

Finance Department Government 

of Sindh 

6 ANNUAL BUGET STATEMENT 2022-23 電子データ June 

2022 

Finance Department Government 

of Sindh 

7 Pakistan Education Statistics 2022-21 電子データ February 

2023 

National Education Management 

Information System  

Pakistan Institute of Education 

Ministry of Federal Education & 

Professional Training 

8 FLOOD 2022 in Sindh 電子データ 2023 Provincial Disaster Management 

Authority Rehabilitation 

Department Government of Sindh 
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6 その他の資料・情報 

6-1 配置図（予備サイト） 
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6-2 案件別・県別の調査結果の分析一覧表（既存施設）「シンド州洪水被害に対する教育施設復旧に係る情報収集・確認調査」からの抜粋 

2013 年度閣議案件（29サイト） 

 
註：黄色マーキングは、洪水により床上浸水したサイトを示す。  
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2015 年度閣議案件（25サイト） 
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2022 年度閣議案件（24サイト） 
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6-3 案件別・県別の調査結果の分析一覧表（災害状況）「シンド州洪水被害に対する教育施設復旧に係る情報収集・確認調査」からの抜粋 

2013 年度閣議案件（29サイト） 
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2015 年度閣議案件（25サイト） 
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6-4 案件別・県別の調査結果の分析一覧表（就学状況）「シンド州洪水被害に対する教育施設復旧に係る情報収集・確認調査」からの抜粋 

2013 年度閣議案件（29サイト） 

 

註（黄色マーキング）：Ba01 は近くに NGO が運営する Sindh Education Foundation (SEF)の学校があり、生徒がそちらに集まっているとの情報があり、選
定にあたり留意する必要がある。  
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2015 年度閣議案件（25サイト） 
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6-5 敷地測量図（現地再委託業務） 
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6-6 地質調査結果抜粋（現地再委託業務） 
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